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この文書の読み方に関する注意事項: 

 

黒字: 基準案 

 

赤字:（次回のパブリックコンサルテーションで）発表される予定の項目

に関する注意事項または事前通知 

 

色枠内のテキスト:カラーフレーム内のテキスト。2022 年 3 月-4 月の

パブリックコンサルテーションの間に読者にさらなる背景を提供すること

を目的とした、指標案に関する主な検討事項及び注意事項。この枠内のテ

キストは、最終的に ASC養殖場基準の一部にはなりません。 
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バージョン管理、使用言語、著作権表示 

 

本文書の所有者は Aquaculture Stewardship Council（水産養殖管理協議会、ASC）です。 

 

本文書の内容に関するご意見やご質問は、ASC の Standards and Science Team 

(standards@asc-aqua.org) までご連絡ください。 

 

 

バージョン管理 

文書のバージョン履歴: 

 

バージョン: 承認日: 発効日: 備考/変更点: 

v0.1  N/A  

 

本文書の使用者は、ASC ウェブサイトで公開されている最新版を使用する責任を負います。 

 

 

使用言語 

本文書は、以下の言語で提供されています: 

 

バージョン: 使用言語 

v0.1 英語(公式言語) 

 

利用可能な翻訳と英語版の間に矛盾や不一致がある場合は、オンラインの英語版 (pdf 形式)

が優先されます。 

 

 

著作権表示 

 
 

本文書は、以下のライセンスにより提供されています 

Creative Commons Attribution-NoDerivs 3.0 Unported License 

 

本ライセンスの範囲を超える許可は standards@asc-aqua.org 経由でリクエストしてくださ

い。  

mailto:standards@asc-aqua.org
https://creativecommons.org/licenses/by-nd/3.0/
mailto:standards@asc-aqua.org
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ASC (AQUACULTURE STEWARDSHIP COUNCIL: 水産養殖管理協議

会) について 

 

ASC (Aquaculture Stewardship Council: 水産養殖管理協議会)は、独立した非営利組織であ

り、科学的に確立された基準に基づいて、自主的に独立した第三者認証及びラベリングプロ

グラムを運営しています。 

 

ASC 基準は、ASC のミッションに沿って、環境の持続可能性と社会的責任のため、水産養

殖1業界2を変革するための判定基準を定義しています。 

 

ASC のビジョン 

水産養殖が、環境への悪影響を最小限に抑えながら、人類への食料と社会的利益の供給にお

いて主要な役割を果たす世界。 

 

ASC のミッション 

サプライチェーン全体で価値を創造する効率的な市場メカニズムを用いて、環境の持続可能

性と社会的責任のため水産養殖を変革する。 

 

ASC の ToC (Theory of Change: 変化の理論) 

ToCとは、組織のビジョンを達成するために必要な構成要素を明確にし、説明し、マッピン

グすることです。 

 

ASC は、ASC 認証とラベリングプログラムが、人々の水産物購入時の選択にインセンティ

ブを与えることを通じ、責任ある水産養殖の実践をどのように促進し、利益を与えるかを説

明する ToC を定義しました。 

 

ASC の ToC は ASC ウェブサイトでご覧いただけます。 

  

 
1 水産養殖: 定義リスト参照。 
2 水産養殖業界: 定義リスト参照。 

https://www.asc-aqua.org/what-we-do/how-we-make-a-difference/theory-of-change/
https://www.asc-aqua.org/what-we-do/how-we-make-a-difference/theory-of-change/
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ASC 文書及び認証システム 

 

ASC は国際社会環境認定表示連合 (ISEAL Alliance) の正会員であり、3 つの独立した主体

からなる自主的な独立第三者認証システム3を実施しています:  

 

I. スキームオーナー Aquaculture Stewardship Council  

II. 認定機関 Assurance Services International (ASI) 

III. 適合性評価機関 (CAB) 認定 CAB 

 

 

スキームオーナー文書 

ASC はスキームオーナーとして以下を実施します: 

 

–  “ISEAL Code of Good Practice - Setting Social and Environmental Standards（社会

環境基準設定のための適正実施規範）" に準拠した ASC Standard Setting Protocol

に従って、ASC 基準の策定と管理を行います。この基準は規範文書です。 

 

- 実施と評価のガイダンスの策定と管理を行います。ASC は、UoC と CAB が、基準

の内の指標及び判定基準の意図に沿って、地域の状況を踏まえた要求事項を明確に

するために必要な場合、ガイダンスに従うことを期待します。 

 

-  “ISEAL Code of Good Practice - Assuring compliance with Social and Environmental 

Standards” に準拠する認証・認定要求事項 (CAR)の策定と管理を行います。CAR に

は、認定要件、評価要件及び認証要件が明記されます。CAR は規範文書です。 

 

- 認証単位に対する要求事項（RUoC）の策定と管理を行います。RUoC には UoC に

対する評価及び認証プロセスの要求事項が明記されます。RUoC は規範文書です。 

 

上記の文書は ASC のウェブサイトで公開されています。 

 

認定機関 

認定とは、適合性評価機関 (CAB) が国際基準に従って運営されていることを、一般に認定

機関 (AB) として知られる独立した機関が正式に承認することです。ASC に対する AB は、

ASI (Assurance Services International GmbH) で、認定プロセスの規範文書として CAR を使

用しています。 

 

ASIによる認定監査の評価結果と、現在認定されている CABの概要は、ASIのウェブサイト 

(http://www.asi-assurance.org/s/) で公開されています。 

  

 
3 第三者認証システム: 定義リスト参照。 

https://www.isealalliance.org/community-members?f%5B0%5D=community_status%3A176
http://www.asi-assurance.org/s/
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適合性評価機関 

申請主体は適合性評価機関 (CAB) と契約し、CAB は関連基準に対する UoC の適合性評価 

(以下、“監査" とする)を実施する監査員を雇用します。CAB の管理要件及び監査員の能力要

件は、CAR に記載されており、ASI の認定を通じて保証されています。 

 

ASC 監査と認証プロセス 

ASC の監査は予め定義されたプロセス要件に従います。これらの要求事項は CAR と RUoC

に詳しく記載されています。ASI に認定された CAB のみが、ASC 基準に照らし合わせ UoC

の監査と認証を行うことができます。ASC は独立したスキームオーナーとして、認証単位 

(UoC) の実際の監査や認証の決定には関与しません。付与された認証書は、CAB の所有物

です。 

 

CAB により発行された認証書及び監査所見と不適合の解消を含む対応する監査報告書は、

ASC ウェブサイトで公開されます。CAB が認証を付与しなかった場合、監査結果と否定的

な認証決定も ASC ウェブサイトで公開されます。 
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基準の構造  

 

基準4 とは、“共通して繰り返し使用できるように、製品や関連するプロセス、生産方法に関

する規則、ガイドライン、特性を規定した文書で、その遵守が義務づけられていないもの”

です。 

 

ASC 基準は以下のように設計されています: 

 

– ASC 基準は複数の原則から構成されます。原則とは、テーマに関連した判定基準の

集合体であり、原則のタイトルで定義された広範な結果を達成することに寄与しま

す。 

 

– 各原則は複数の判定基準で構成されており、各判定基準は、その原則の結果を達成

することに寄与する成果を定義しています。 

 

– 各判定基準は、根拠、意図の表明、複数の指標で構成されています。根拠は、問題

点と ASC による対処方法を示し、意図の表明は達成すべき目標を定義し、各指標は、

基準の意図が達成されているかどうかを包括的に監査可能な状態を定義しています。 

 

 

各判定基準の中で、指標は以下の順序で構成されています。 

 

- 指標: メトリックパフォーマンスレベル（MPL）と定性的閾値：MPLと定性的閾値は、

ASC の環境と社会の品質目標、すなわち認証された生産による影響の最大許容レベ

ルを概説するものです。 

 

- サイト別管理計画（MP シンボル）の要件:特定の問題領域においては、サイト別管

理計画が MPL と定性的閾値に準拠できるよう、さらなる評価を必要とします。 

 

または、 

 

- ASC リスクマネジメントフレームワーク（RMF シンボル）の要件: 特定の問題領域

においては、ASC の環境及び社会的品質目標を確実に達成するために、実施すべき

適切な測定・監視システムを確立するために、地域の状況におけるドライバーの影

響のさらなる評価を必要とします。このプロセスを支援するために、ASC は、付属

資料 3 に従って、プロセスを通じてユーザーをガイドするアプリを開発しました。 

 

言い換えれば、MP または RMF は、原則 1 の包括的な管理システム要件と共に、

UoC が好時期に受動的に意図を達成するのではなく、判定基準の意図の達成を積極

的に管理し維持することを要求しています。 

 

- 開示と報告に関する要求事項（開示または報告シンボル）:  

 
4 基準: 定義リスト参照。 
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o これらの指標は、情報または調査結果の一般への開示に関するものです。 

o これらの指標は、バイヤーなどのサプライチェーンへの情報または調査結果

の開示に関連するものです。 

o これらの指標は、ASC や場合によっては CAB への報告に関するものです。 

 

 

使用言語、略語、定義 

原則、判定基準及び指標は、”UoC”を主語とした能動態で記載されています。 

 

ASC 文書の中では、特定の表現を用いて以下の内容を表しています: 

 

– 要求事項5     しなければならない 

– 勧告6      すべきである 

– 選択肢の包括性を示す  及び 

– 選択肢の排他性を示す  または 

 

略語リスト及び定義リストは付属資料 6 に含まれます。 

 

  

 
5 要求事項: 定義リスト参照。 
6 勧告: 定義リスト参照。 
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認証の範囲と単位 

 

ASC 養殖場基準(以下、“基準”) の範囲は、水産養殖産業に関連する主要な環境及び社会への

負の影響を対象とします。ASC 養殖場基準の認証を受けた主体 (UoC)は、これらの負の影

響を低減または排除することに寄与します。 

 

基準の範囲 

基準の範囲は、3 つの原則として解釈されます: 

 

– 原則 1 - UoC は合法的に事業を営み、効果的な事業管理を適用する。 

– 原則 2 - UoC は環境に対して責任のある方法で事業を営む。 

– 原則 3 - UoC は社会に対して責任のある方法で事業を営む。 

 

各原則の適用範囲は、以下の考え方に沿っています:  

– 原則 1 – 法人全体に適用されます。 

▪ 2.17 で規定されたカットオフラインの後、生産物の育成に関与する水

産養殖事業の法人全体 

▪ 2.17 に規定されたカットオフラインより前の生産物の育成、親魚、卵、

種苗、稚魚又は幼魚の生産に関与する水産養殖事業の法人全体 

– 原則 2 – 認証水産物が供給されるセクションのみ、UoA に適用されます。 

▪ 2.17 に規定されたカットオフラインの後の生産物の育成に関わる水産

養殖事業またはサイト 

▪ 2.17 で指定されたカットオフラインより前の生産物の育成、親魚、卵、

種苗、稚魚又は幼魚の生産に関与する水産養殖事業またはサイト 

– 原則 3 – 認証水産物が供給されるセクションだけでなく、UoA に関わる水産養殖事

業又はサイト全体に適用されます。 

▪ 2.17 で規定されたカットオフラインの後の生産物の育成に関与する水

産養殖事業又はサイト 

▪ 2.17 で指定されたカットオフラインより前の生産物の育成、親魚、卵、

種苗、稚魚又は幼魚の生産に関与する水産養殖事業またはサイト 

 

この基準が対象とする種または属、すなわち、CAB が認証を発行できる種は、以下の通り

です: 

o アワビ – すべてのアワビ種 

 

o 二枚貝 – すべての（濾過摂食の）二枚貝の種 

 

o カレイ目の魚類 

▪ Flounders – すべての Paralichthys 種 

▪ Halibut – すべての Hippoglossus 種 

▪ Turbot – すべての Scophthalmus 種 
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o パンガシウス  

▪ Pangasius - すべての Pangasius and Pangasianodon 種 

 

o サケ – 淡水 

▪ Trout – すべての Oncorhynchus, Salmo and Salvelinus 種 

▪ Greyling – すべての Thymallus 種  

▪ Whitefish – すべての Coregonus 種 

 

o サケ – 海水 

▪ Salmon/sea trout  – すべての Salmo, Oncorhynchus and Salvelinus 種 

 

o スズキ・タイ・オオニベ 

▪ Seabass - すべての Dicentrarchus 種 

▪ Seabream - すべての Sparus and Pagrus 種 

▪ Meagre - すべての Argyrosomus 種 

 

o ブリ・スギ  

▪ Seriola - すべての Seriola 種 

▪ Cobia - Rachycentron canadum 種 

 

o エビ 

▪ Shrimp – すべての Penaeus and Litopenaeus 種 

▪ Freshwater prawn – すべての Macrobrachium 種 

▪ Crayfish – すべての Cherax, Procambarus, Astacus 種 

 

o ティラピア 

▪ Tilapia - すべての Oreochromis and Tilapia 種 

 

o 熱帯魚類 (TMFF) 

▪ Groupers – すべての Epinephelus, Cromileptus, Plectropomus and Cephalophis

種 

▪ Snappers – すべての Lutjanus and Ocyurus 種 

▪ Pompano – すべての Trachinotus 

▪ Barramundi – すべての Lates 

▪ Croaker – すべての Larimichthys 

 

判定基準と指標の適用性 

 

いくつかの判定基準では、可能な場合、基準の範囲がさらに特定されています。例えば、飼

料を使用しない水産養殖事業を除外する - すなわち、飼料を使用する事業にのみ各指標が適

用されることがあります。 
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いくつかの指標内では、要求事項が特定の種群にのみ適用される場合、指標の範囲がさらに

特定されます。例えば、指標内のヘッダは、”指標範囲：サケのみ”、すなわちサケ以外の種

を養殖する UoA にはこのような指標は適用されないと指定することがあります。 

 

上記の判定基準範囲と指標範囲の指定を除き、すべての指標は一般的に UoA に適用可能で

あると考えられます。例えば、ある指標は、UoC がその指標に記述された活動（例えば、

治療の適用など）を行っている場合に適用可能です。まれに、UoC がその指標に記述され

た活動を行わない場合、例えば、治療を行う可能性がなく、治療を行ったことがない場合、

その指標は適用外とみなされることがあります。 

 

 

認証単位と評価単位 

認証単位（UoC）は、認証水産物を収穫まで育てる主要な水産養殖事業である一方で、評価

単位（UoA）には、追加の水産養殖事業または認証水産物を育てる短い期間のみに関与する

サイトを含むことがあります（さらなる定義については、CAR & RUoC 文書を参照してく

ださい）。UoC と UoA は CAB によって定義されます。 

 

認証プロセスの要件は、CAR に記載されています。 

 

種のパフォーマンスレベル 

本基準のいくつかの指標は、特定の種のパフォーマンスレベル（SPL）を要求しています。

適用される SPL は、指標に直接定義されているか、または付属資料 1‘種のパフォーマンス

レベル’に記載されています。 

 

関連する指標に正しい SPL を適用することは、本基準の使用者の責任です。 
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証明書の検証とロゴの使用 

 

ASC のウェブサイトでは、ASC に認証された機関の証明書の有効性を関係者が検証できる

ような情報が公開されています。 

 

ASC に認証された機関は、ライセンス契約が締結された場合のみ、ASC ロゴ、クレーム、

及び／または商標を使用することができます。 商標が製品に使用される場合は、さらなる 

Chain of Custody 認証が必要となる場合があります。 製品への使用については、ASC に代

わり、海洋管理協議会（MSC）ライセンシングチーム（MSCI） がライセンス契約を発行し、

ロゴの使用とクレームを承認します。また、養殖場認証やその他の認証を取得しても、自動

的にライセンス契約の付与が保証されるわけではないことに留意する必要があります。 

ASC のロゴやクレームを販促物に使用する場合は、印刷前に提出し、承認を得る必要があ

ります。 

 

詳細は ASC’s Logo User Guide を参照するか、logo@asc-aqua.org までお問い合わせくださ

い。 

 

無許可のロゴ表示や商標の使用は禁止されており、商標権侵害として扱われます。 

 

 

  

https://www.asc-aqua.org/what-we-do/our-logo/logo-user-guide/
mailto:logo@asc-aqua.org
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原則 1: UOC は合法的に事業を営み、効果的な事業管理を適用する 

 

原則の範囲 1 - すべての UoC 

 

根拠 - 養殖業界は急成長しているにもかかわらず、国民経済への貢献度は比較的低いままで

す。このことや他の様々な要因の結果として、水産養殖に関する法律や規制の施行はしばし

ば不十分なものとなっています。その結果、社会や環境に悪影響を及ぼす可能性があり、実

際に起きています。規制の遵守には投資コストがかかりますが、上手く設計された法律と適

切な規制は、長期的にはビジネス関係者間の公平な競争の場を作り出すので、産業界は恩恵

を受けます。 

 

原則 1 を通して、ASC は、国連の持続可能な開発目標（SDG）16（平和と公正をすべての

人に）に直接貢献し、あらゆるレベルで効果的で説明責任があり包括的な制度を構築するこ

とを目指しています7。この原則の法令遵守、企業倫理、透明性、トレーサビリティに関す

る指標は、法の支配の促進（16.3）、汚職・贈収賄の削減（16.5）、効果的で説明責任があ

り透明な制度の構築（16.6）という SDG16 の目標と直接合致しています。 

 

責任ある水産養殖を推進するという ASC のビジョンに組み込まれたこの原則は、認証され

た施設が認証書の有効期間中、ASC の 要求事項8を遵守で切る適切に管理された方法で合法

的かつ倫理的な事業を営むことを要求しています。 

 

  

 
7 https://sdgs.un.org/goals/goal16 
8 基準に加え、認証を希望する UoC に適用される認証要求事項がある。これらの要求事項は、CAR に詳述されている
https://www.asc-aqua.org/what-you-can-do/get-certified/about-our-certification/  

https://www.asc-aqua.org/what-you-can-do/get-certified/about-our-certification/
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判定基準: 1.1 – 法令遵守 

 

 

判定基準の範囲 1.1 – すべての UoC 

 

根拠 – 合法的な事業運営には、許認可の要求事項、及び適用される法律の遵守が含まれます。

国内法の遵守は、社会的、環境的に責任のある水産養殖業の発展の基本であり、よく管理さ

れた持続可能なビジネスにとって不可欠です。9 ASC 認証を受けた全ての養殖場は、地域と

国の法律と規制を遵守することが期待されています。ASC の要求事項が法律より優れた保

護を提供する場合、ASC の要求事項が適用されます。ASC のこれらの法律や規制の遵守へ

のコミットメントは、SDG16（平和と公正をすべての人に）に貢献するものです。 

 

意図 – 養殖場は、適用される法律と規制を遵守し、必要なすべての法的ライセンスと許可を

所有しています。 

 

指標: 

指標 1.1.1 UoC は、必要なすべての法的ライセンス及び許可を取得していなければ

ならない。 

指標 1.1.2 UoC は、適用されるすべての環境関連の法律及び規制を遵守しなければ

ならない。 

指標 1.1.3 UoC は、適用されるすべての労働関連の法律を遵守しなければならな

い。 

 

  

 
9  FAO. 2018. The State of World Fisheries and Aquaculture 2018 - Meeting the sustainable development goals. 
http://www.fao.org/3/i9540en/I9540EN.pdf 

主な変更点の正当性 

原則 2（判定基準 2.1）及び原則 3（判定基準 3.1）の環境法・労働法は、本判定基準に移管

されました。 

http://www.fao.org/3/i9540en/I9540EN.pdf
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判定基準: 1.2 – 管理システム 

判定基準の範囲 1.2 – すべての UoC 

 

根拠 – 管理システムとは、組織がその目的を達成するために、相互に関連する事業を管理

する方法です。システムの複雑さは、各組織の具体的な状況、規模、活動の範囲、リスクに

よって異なります10。 

管理システムには、方針、手順、プロセスが含まれ、指定された管理者が監督し、関連する

能力を有する従業員が支援することで、目標が効果的かつ効率的に達成されます。これに

は、ASC の要求事項とともに、適用される法律や規制への準拠も含まれます。ASC 養殖場

基準の中で、効果的な管理システムは原則 1～3 を通して要求されています。原則 1 では合

法的な運営と効果的な事業理の適用、原則 2 では環境に対して責任ある方法での運営の遵

守、原則 3 では社会に対して責任のある運営の遵守に重点を置いています。強固な管理シス

テムにより、UoC は ASC 養殖場基準への準拠を計画、実施、監視することができます。こ

の分野における ASC の要求事項は、SDG16（平和と公正をすべての人に）に貢献するもの

です。 

意図 – 養殖場は、すべての ASC 要求事項への準拠を継続的に実施、検証、実証するための

管理システムを持っています。 

 

指標: 

指標 1.2.1 UoC は、すべての ASC 要求事項（ASC 養殖場基準、及び認証単位

（RUoC）に対する ASC 要求事項）の継続的な実施11を確保するため

に、経営幹部が署名した UoC 全体を対象とする管理システム12を確立

し、実施し、維持しなければならない。 

指標 1.2.2 UoC は、ASC 要求事項の実施に責任を負う、少なくとも 1 名の指名さ

れた管理者を設けなければならない。 

指標 1.2.3 UoC は、関連する従業員13が ASC 要求事項の実施に必要な能力を有す

ることを保証しなければならない。 

指標 1.2.4 UoC は、少なくとも年 1 回自己評価を実施し、ASC 要求事項に対する

遵守状況を監視し、検出された不適合の原因を特定し、不適合に対処す

るための是正措置を策定・実施しなければならない。 

指標 1.2.5 UoC は、適合性評価機関の監査人、ASC 認定機関、及びスキーム所有

者としての水産養殖管理協議会に対し、 ASC 要求事項への適合状況を

証明できなければならない。 

指標 1.2.6 UoC は、必要に応じて管理システムを見直し、少なくとも年 1 回、適切

な期間内に特定された問題に対処しなければならない。 

 
10 https://www.iso.org/management-system-standards.html 
11 これには、UoC の業務や管理システムの複雑さや成熟度、業務領域における法規制の施行度合いに応じて必要とみなされる

方針が含まれる。 
12 管理システム：定義リスト参照。 
13 従業員: 定義リスト参照。 

https://www.iso.org/management-system-standards.html
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判定基準: 1.3 – 企業倫理 

 

判定基準の範囲 1.3 – すべての UoC 

根拠 – Transparency International は、汚職を「私利私欲のために委託された権力を乱用す

ること」と定義しています。汚職は信頼を損ない、民主主義を弱め、不平等、貧困、社会的

分裂、環境危機をさらに悪化させます14。 

汚職は広く蔓延しており、世界のすべての国に存在します。養殖場を含むすべての組織は、

その地域や社会の中で活動しており、その活動のあり方は、より広い社会に大きな影響を与

える可能性があります。国連の腐敗防止条約は、腐敗は社会の安定と安全に対する脅威であ

ると述べています15。腐敗は、経済発展に影響を与え、所得格差を拡大し、社会発展のため

の措置を損ない、人としての発展のレベルを低下させ16、民主主義と法の支配を弱体化させ

る可能性があります17。また、汚職や不正は、従業員に影響を与え、士気を低下させ、職場

における信頼と説明責任の欠如を生み出す可能性があります。 

SDG16 は、持続可能な開発のために平和で包括的な社会を促進し、すべての人に正義への

アクセスを提供し、あらゆるレベルで効果的で説明責任があり、かつ包括的な制度を構築す

ることを目指しています18。ASC は、この判定基準を通じて、この問題の重要性と、養殖場

がその社会で果たす役割を認識します。 

意図 – UoC は、倫理的な運営環境と事業環境を確保しなければなりません。 

指標: 

指標 1.3.1 UoC は、汚職19、強要、横領、贈収賄の行為を防止しなければならな

い。 

指標 1.3.2 UoC は、記録の改ざんや情報の虚偽の記載がないことを保証しなければ

ならない。 

 
14 https://www.transparency.org/en/what-is-corruption 
15 https://www.unodc.org/documents/treaties/UNCAC/Publications/Convention/08-50026_E.pdf 
16 https://www.transparency.org/files/content/corruptionqas/Impact_of_corruption_on_growth_and_inequality_2014.pdf 
17 https://www.unodc.org/documents/treaties/UNCAC/Publications/Convention/08-50026_E.pdf 
18 https://sdgs.un.org/goals/goal16 
19汚職: 定義リスト参照 

主な変更点の正当性 

SSCI Primary Production Scope と整合させるため、汚職、贈収賄、虚偽表示に関する指標

基準 1.3 を追加しました。 

 

主な考慮事項 

この判定基準は、UoC が汚職、強要、横領、贈収賄を防止し、記録の改ざんや操作、情報

の虚偽表示がないことを保証することを要求しています。これは、中小企業にとって課題

となるでしょうか？ 

この判定基準の指標は、違反が検出された場合、その養殖場を直ちに停止することを意味

すクリティカルな指標であるべきでしょうか？ 
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判定基準: 1.4 –トレーサビリティと透明性のある情報開示  

 

判定基準の範囲 1.4 – すべての UoC 

主な変更点の正当性 

水産養殖は、より広い水産物産業の一部として、食品詐欺、特に製品の誤表示や種の置

換、原産地申告に弱いとされています。このことは、多くの研究やニュースメディアで強

調されています。サプライヤー、バイヤー、消費者、政府、NGO は、製品の原産地、使用

される生産プロセス、関係するサプライチェーンに関する情報をますます必要とするよう

になっています。 

 

トレーサビリティは、持続可能性の主張に関する情報を最終消費者にまで伝達することを

可能にします。したがって、トレーサビリティ認証は、水産物の持続可能性認証において

不可欠な役割を果たし、ASC ロゴの背後にある、誠実さを通じた ASC の使命を強く支持し

ています。責任を持って生産された ASC 認証製品を非認証製品と確実に区別するために、

製品が認証された Chain of Custody に流入する前に、ASC 認証養殖場でトレーサビリティ

システムが設けられていることが重要です。セクション 1.4 の追加提案は、サプライチェー

ン全体の包括的なトレーサビリティを支えるために、ASC 養殖場の生産源にトレーサビリ

ティを明示的に組み込み、チェーン内のあらゆる段階での認証クレームをサポートするも

のです。 

 

主な考慮事項 

養殖場基準におけるトレーサビリティの構築とは、認証製品として販売される製品を、準

拠している投入物に遡って追跡するための要求事項を含むことを意味します。これには、

ASC 認証を受けた飼料工場から供給される ASC 準拠の飼料を使用することが含まれます。

飼料基準では、飼料工場が最終的に分別生産モデルを採用することを奨励しています。こ

れは、適格な原料のみを含む飼料を意味します。しかし、現時点では、適格な飼料原料と

非適格な飼料原料を物理的に混合するマスバランス生産モデルを使用することも可能で

す。 

 

分別生産された飼料への移行を支援するために、バイヤーは「ASC 準拠の分別生産された

飼料」と「ASC 準拠のマスバランス飼料」を区別できるようにする必要があります。工場

から購入する養殖場は（ブローカー経由も含め）、購入時にこの情報を入手し、準拠した

飼料を購入していることを確認することができます。しかし、養殖場及びサプライチェー

ンの後続工程で、「ASC 準拠の分離飼料を与えられた魚」と「ASC 準拠のマスバランス飼

料を与えられた魚」とを区別して管理することが義務付けられない限り、養殖場からチェ

ーンの末端（小売業者など）までは区別がつかないことになります。 

 

主な考慮事項は、「ASC準拠分離飼料」を与えられた ASC認証製品と「ASC準拠マスバラ

ンス飼料」を与えられた製品を区別できるようにすることに価値があり、必要であるかど

うかということです。 

https://www.theguardian.com/environment/2021/mar/15/revealed-seafood-happening-on-a-vast-global-scale
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根拠 – 食品トレーサビリティはもともと食品の安全性に焦点を当てたものでしたが、より多

くのサプライヤー、バイヤー、消費者、政府、NGO が製品の原産地、使用される生産プロ

セス、関係するサプライチェーンに関する情報を求めるようになっています。 

水産養殖は広範な水産物産業の一部として、食品詐欺、特に製品の誤表示や種の置換、また

原産地申告に対して非常に弱いとされています20,21,22。 

概念としてのトレーサビリティは、「製品、部品材料、サービスの履歴、流通、場所、用途

を特定し、追跡する能力」23と定義されているため、持続可能性に関する情報を最終消費者

まで伝達する可能性もあります。このような理由から、トレーサビリティは水産物の持続可

能性認証に不可欠かつ重要な役割を担っています。 

ASC 認証製品が正しく開示され、非認証製品と区別されることを保証するために、トレー

サビリティシステムと Chain of Custody（CoC）が整備されていることが重要です。 

意図 – 養殖場は、ASC 認証として販売される製品の適合性、正しい開示、トレーサビリテ

ィを保証します。 

指標:  

指標 1.4.1 UoC は、認証製品と不適合製品との間の混合及び代替のリスクを評

価しなければならない。24 

指標 1.4.2 

 

UoC は、以下の要素を備えたトレーサビリティシステムを開発し、

実施しなければならない: 

a) 1.4.1 で特定されたリスクを軽減するための措置 

b) 2.17 に準拠した稚魚/幼魚バッチのみを受け取ることを確実

にする仕組み 

c) 受け取った稚魚/幼魚のすべてのバッチが生産者に遡って追

跡可能であること 

d) 収穫されたすべてのバッチが生産部門まで遡って追跡可能で

あること 

e) 非適格製品のすべてのバッチが識別、分別、追跡可能である

こと 

f) UoCトレーサビリティシステムは、UoC の範囲に含まれる場

合、生産サイクル及び収穫後の活動の各段階を対象とするこ

と 

g) 不適合製品25が販売または出荷された場合に取るべき措置 

 
20 FAO. 2018. Overview of food fraud in the fisheries sector. http://www.fao.org/3/i8791en/I8791EN.pdf 
21 Kroetz et al. 2020. Consequences of seafood mislabeling for marine populations and fisheries management. 
www.pnas.org/content/117/48/30318#sec-1 
22 Sumaila et al. 2020. Illicit trade in marine fish catch and its effects on ecosystems and people worldwide. 
www.science.org/doi/10.1126/sciadv.aaz3801 
23 トレーサビリティ: 定義リスト参照。 
24 不適合製品は、認証単位を起源とするが、認証製品として販売することはできない。指標 1.4.4 には、製品の適格性に影響

を与える要因が記載されている。 
25 不適合製品: 定義リスト参照。  

http://www.fao.org/3/i8791en/I8791EN.pdf
http://www.pnas.org/content/117/48/30318#sec-1
http://www.science.org/doi/10.1126/sciadv.aaz3801
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h) 販売・出荷される製品の ASC認証/非認証状況を付属の納品

書で特定すること 

指標 1.4.3 

 

指標の範囲: 飼料要求事項が適用されるUoC 

 

UoC は、製品の受領時及び給餌前に、製品が 2.13.1 及び 2.13.2 に

従っていることを確認しなければならない。2.13.1 に関連して、ま

た、最低限、UoC は以下を確認しなければならない。 

a) 飼料工場は ASC 飼料基準に対して有効な認証を持ち、製品

は飼料工場と農場間の全段階において ASC 適合として追跡

可能であること 

b) 製品に添付される文書により、製品が ASC 適合であること

が明確に示されていること 

c) 製品に添付される文書により、適用される生産モデル（マス

バランスまたは分離）が明確に示されていること 

d) ASC適合の分離された製品の場合、その製品が、製品に添付

される正式な文書の中の明確な飼料名により識別可能であ

り、飼料工場証明書の予定表に記載されていること 

 

ASC 認証の適合性に関する要求事項 

指標 1.4.4 

 

UoC は、認証された製品として販売することに適合した製品のみを

認証製品として販売しなければならない。 

 

以下の場合、製品は不適合26となる: 

a) 抗生物質で処理されたエビ 

b) 魚種ごとの抗生物質処理回数の制限を超えた処理をしたもの 

c) 世界保健機関（WHO）の Critically Important Antimicrobials 

for Human Medicine（CIA リスト）に指定されている抗菌薬

で処理された製品 

d) 非準拠飼料を与えられた製品 

e) 非準拠の種苗から育てた製品 

f) 認証保有者を通じて販売されていないグループ及びマルチサ

イト認証の製品 

g) グループ認証及びマルチサイト認証の停止を受けたサイトの

製品 

h) CABが発行したトレーサビリティに関する公開された重要な

非準拠により影響を受ける製品 

i) 鮭の養殖場でのウミジラミレベルを[TBD]日以内に最大閾値

以下にできなかったことにより影響を受けた製品 

 

開示と報告に関する要求事項 

 
26 不適合製品は、UoC を起源とするが、認証製品として販売することはできない。 
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指標 1.4.5 

開示シンボル 

 

UoC は、ASC 認証製品の全購入者に対し、供給する製品に遺伝子

組換え作物27（GMO）または GMO から製造された原料28が含まれ

ている29ことを開示しなければならない。この情報は、飼料工場や

その他の飼料製品供給者30から提供される。 

指標 1.4.6 

開示シンボル 

UoC は、ASC 認証製品の購入者に、製品に適用されるすべての治

療薬及び非治療薬のリストを提供しなければならない。 

指標 1.4.7 

報告シンボル 

UoC は、ASC ウェブサイトに掲載されているテンプレートを用い

て、 付属資料 2 に従い、UoC を起源とする ASC 及び非 ASC 製品

の生産量及び販売/出荷量を、毎年 ASC に報告しなければならな

い。 

  

 
27 遺伝子組み換え作物 (GMO): 定義リスト参照。 
28 EU 規則 1830/2003 で定義された、遺伝子組み換え作物のトレーサビリティと表示、及び遺伝子組み換え作物から製造され

た食品及び飼料のトレーサビリティに関するマクロ原料に適用される。 
29 非 GM 食品・飼料中の偶発的な GM 物質の存在を許容するため、0.9%の閾値が認められている。 参照: 遺伝子組み換え作物

のトレーサビリティと表示、及び遺伝子組み換え作物から製造された食品及び飼料のトレーサビリティに関する EU 規則

1830/2003。 
30 ASC 飼料基準 3.4.2 も参照。 
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原則 2: UOC は環境に対して責任のある方法で事業を営む 

 

原則の範囲 2 - すべての UoC 

 

根拠 – 水産養殖は、他の食料生産システムと同様に、インプットとアウトプットの吸収を

生態系の働きに依存しています。うまく管理されず、過剰に利用された場合、環境の働きの

許容量を超え、環境に悪影響を与える結果となる可能性があります。特に過疎地や事業規模

に対して規制が不十分な地域でのこの分野の急成長は、こうした環境への負の影響をさらに

増幅させる可能性があります。 

 

生態系が受けるストレスや悪影響の度合いや長さによっては、この業界やその製品に対する

社会的評価が低下し、評判の低下により、製品がその潜在能力を実現する能力が制限される

可能性があります。 

 

ASC 認証プログラムは、環境への負の影響に対処し、緩和し、防止する必要性と、最高ク

ラスの実践とパフォーマンスに対する第三者による保証を調和させることにより、21 世紀

の食糧安全保障の課題に責任を持って取り組み、人類への食糧供給において主要な役割を果

たすために、業界が必要とする運営への社会的ライセンス (SLO) を提供するのに役立ちま

す。 

 

水産養殖は、養殖する種や生産システム、養殖場が立地する海洋・淡水・陸上生態系の種類

など、多様性がある産業です。その結果、すべての養殖場の操業に関連するもの、より特殊

な状況や特定の種に関連するものなど、幅広い影響が確認されます。ASC 養殖場基準では、

すべての主要な養殖システムに対してこれらの主要な影響領域を定義し、必要な場面で具体

的に適用しています。特定された影響を最小化するために定義された手段は、新しい洞察と

開発の影響を受け続け、「最小限の影響」の意味を常に再定義しています。 

 

本この原則 2 の判定基準の策定にあたっては、UN FAO、RAMSAR、IUCN、OIE の参考文

献を使用しました。関連文書は、各判定基準の根拠の部分で参照しています。 

 

ASC のビジョンは、原則 2 を通じて、国連の持続可能な開発目標 9（SDG）6（「安全な水

とトイレを世界中に」）、SDG12（「つくる責任 つかう責任」）、SDG13（「気候変動に

具体的な対策を」）、SDG14（「海の豊かさを守ろう」）、SDG15（「陸の豊かさも守ろ

う」）に直接貢献します。 

 

原則 2 の意図する成果は、ASC 認証施設が以下を確保することで、環境に対して責任ある

方法で運営することです: 

 

I. 養殖場の立地と運営は、より広い範囲の生態系の機能に影響を与えない。 

II. 資源の利用が最適化されている。 

III. あらゆる排出物が、生態系の吸収率を超えない。 

IV. 養殖される水生種は、在来種及び/または生態系に害を与えない。 
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判定基準 2.1 - UoC は適用される環境規制を遵守している 

  

主な変更点の正当性  

判定基準 2.1 は、原則 1 の範囲に合わせるため、原則 1（法的）に移管されました。 
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判定基準 2.2 - 生態学的に重要な生息地 

 

 

判定基準の範囲 2.2 – すべての UoC 

 

根拠 – 沿岸及び水辺の植生と生息地は、様々な生態系の働きを提供しています。緩衝地帯

の有効幅は、生態系の必須機能の維持と生物の自由な移動と拡散を可能にします。IUCN

は、保護区を生物多様性保全の大きな柱と考え、種や生態系の働きの保全に向けた取り組み

の核としています。水産養殖事業の開発と活動は、海洋、陸上、淡水の生息地全体で、生態

系を混乱させ、これらの貴重な生態系の働きを減少させ、それらが提供する保護機能と、種

が依存する環境を低下させる可能性があります。養殖場の運営は、生態学的に重要な生息地

に影響を与える可能性があります。生息地の維持は、養殖場が土地と水の境界を占拠しない

ようにし、絶滅危惧種や保護対象種が依存するこれらの重要な資源を保護するものです。 

 

意図 – 養殖場は、必須生態系サービスと野生生物が依存する生息地の保全に貢献するため

に、その立地する生息地、及び隣接する生息地を認識します。 

 

指標: 

指標 2.2.1 

 

UoC は、養殖場が保護地域の指定以前に合法的に建設され、許可された

水産養殖活動31に従っている場合を除き、保護地域（PA）32の外に設置

されなければならない。 

指標 2.2.2 

 

UoC が行う業務は、関連する保護価値の高い（HCV）地域について、特

定された環境及び社会的価値と両立するものでなければならない。 

 
31 IUCN の PA カテゴリーの説明に基づく、保護地域における責任ある水産養殖のためのガイドライン: 策定中 
32 保護地域: 定義リスト参照。  

主な変更点の正当性  

現在の ASC 基準は、養殖場の立地が特別な懸念のある自然地域（保護地域や保全価値の

高い地域など）に与える主な影響をカバーしています。提案された 指標は、重要な生息

地や影響を受けやすい生息地への影響を含めることで、これらの要求事項をさらに強化

しています。これは、影響を受けやすい生息地（サンゴ礁、海草地帯など）と重要な生

息地（絶滅危惧種や保護対象種が依存する生息地）が評価されることを意味します（そ

のサイトに関連する場合のみ）。生息地は、重要か影響を受けやすいか（またはその両

方）、あるいはこの 2 つのカテゴリのいずれにも分類されな い可能性があります。 

  

さらに ASC は、サイトレベルで、養殖場と隣接する生息地の間に生態学的緩衝地帯が

（1）必要かどうか（例：水辺の緩衝地帯、沿岸地域、保護区周辺の緩衝地帯）を評価

し、（2）必要な場合、必須生態系機能と生物の自由な移動と拡散を提供するための適

切な幅を決定することを提案しています。このアプローチにより、ASC 認証養殖場は、

しばしばサイト特有のシナリオに不適切となり得る世界的に設定された測定法にこだわ

らず、より良いサイト特有の制限を適用することができます。 
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指標 2.2.3 

 

1999 年 5 月33以前に建設された場合、UoC はマングローブまたはその

他の自然の湿地を、失われた表面積の 50％に相当する表面積で、修復に

成功しなければならない。 

指標 2.2.4 

 

UoC は、指標 2.2.1～2.2.3 で既に対処されていない、その他の影響を受

けやすい34または重要な35 36生息地内において、養殖場の建設または運営

拡張を行ってはならない。 

指標 2.2.5 

 

UoC は、1999 年 5 月以降、マングローブ生態系37やその他の自然の湿地

帯38に施設を建設・拡張してはならない。 

指標 2.2.6 

 

UoC は、1999 年 5 月以降、失われた表面積の 100％に相当する面積の

修復に成功39.する場合に限り、マングローブやその他の自然の湿地帯40

にポンプ場、水道管、運河を維持または設置することができる。 

指標 2.2.7 

 

UoC は、可能であれば、堤防の緑化や渡り鳥のための無飼養池の維持な

ど、サイトレベルで生物多様性を高める可能性のある生息地を提供する

手段を特定する必要がある。 

 

ASC リスク管理フレームワークに関する要求事項: 

指標 2.2.8 

RMF シンボル 

評価: 

UoC は、リスク管理フレームワーク（RMF）アプリ41を実行し、外部及

び内部の文脈、及び影響を受けやすいまたは重要な生息地に対する重大

な負の影響の可能性を増大させるこれらの文脈内の推進要因を理解する

ための評価を実施しなければならない。評価結果は、影響を受けやすく

重要な生息地に対する重大な負の影響のリスクを低減するための可能な

対策と、マングローブと湿地の生息地を再生するための対策、及び対策

の有効性を監視するための指標を提案するものである。 

 

外部文脈（UoC 外）における潜在的な推進要因:  

- ゾーンの拡張と補助金利権を促進する政策 

- 不十分な土地権利の保護 

- 不適切な法律や規制、または不十分な施行 

- 隣接する保護地域の不適切な管理 

- 養殖活動による影響を受けやすい地域でのコミュニティの拡大 

- 先住民や部族民、地域社会の権利や生活様式への重大な悪影響 

 
33 ラムサール条約として知られる「国際的に重要な湿地に関する条約」は、湿地とその資源の保全と賢明な利用のための国家

行動と国際協力の枠組みを提供している。この厳格なカットオフ日（ラムサール条約決議 VII.21 による）の適応は、究極的に

は、条約からすべての締約国に対 する「沿岸湿地に有害な持続不可能な水産養殖活動の拡大」の中止の要請と結びついてい

る。 
34 この判定基準の文脈では、 「その他の影響を受けやすい生息地」には、海草藻場が含まれる。 
35 重要な生息地: 定義リスト参照。 
36  2.2.7 の RMF 評価により決定される。 
37 マングローブ生態系: 定義リスト参照。  
38 本指標の文脈において、自然の湿地とは、湿地、フェン、泥炭地、河川、小川、三角州、湖、干潟、潮間帯、河口、干潮時

に 6m より浅い海水など、静水または流水、淡水、汽水、海水を指す。 
39 修復の成功: 定義リスト参照。  
40 本指標の文脈において、自然の湿地とは、湿地、フェン、泥炭地、河川、小川、三角州、湖、干潟、潮間帯、河口、干潮時

に 6m より浅い海水など、静水または流水、淡水、汽水、海水を指す。 
41 RMF アプリへの接続; 策定中 
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内部文脈（UoC 内）における潜在的な推進要因: 

- 敏感な生息地（保護地域、関連する HCVA、マングローブ生態系

やその他の自然の湿地、海草藻場）に近接していること 

- 重要な生息地に近接していること 

- 土地の転換（森林伐採や湿地帯の転換など） 

指標 2.2.9 

RMF シンボル 

計画: 

UoC は、RMF アプリの一部として、2.2.8 の評価で決定されたリスクレ

ベルに基づき、生息地に関するサイト特有のリスク管理計画 （RMP）を

策定するために、適切な対策とモニタリング 指標を選択しなければなら

ない。 

指標 2.2.10 

RMF シンボル 

実行: 

a) UoC は、UoC のサイト特有の RMP（2.2.9 で策定）の一部とし

て、以下の対策（予防、緩和、是正）を 実施しなければならな

い: 

• 絶滅危惧種及び保護対象種が依存する隣接する生態系をつ

なぐ、養殖場内の野生生物の回廊42を提供し、維持する 

• 養殖場と隣接する、影響を受けやすく重要な生息地との間

に生態学的緩衝地帯43を提供し、維持する 

• マングローブやその他の湿地生息地におけるポンプ場、水

道管、運河の設置は、修復プロジェクトが展開され、開始

された後にのみ行われるようにする 

• マングローブやその他の湿地帯の修復を確実に成功させる 

• 影響を受けやすく重要な生息地に対する重大な悪影響のリ

スクが低いことを確保する 

b) UoC は、UoC のサイト特有の RMP の一部として、低リスクレベ

ルの達成と維持を確実にするためのモニタリング 指標（2.2.9 で

策定）を実施しなければならない（時期及び頻度は、RMP 内で

定義される手段特有のものでなければならない）。 

 

c) UoC は、UoC のサイト特有の RMP の一部として、以下の頻度で

見直しを実施しなければならない: 

• モニタリング結果がきっかけとなり、RMP を見直し、改

訂する 

• 内部文脈の変化（養殖活動等）が発生した場合に、RMP

を見直し、改訂する 

• 外部文脈の変化（例：気候変動関連）が発生した場合に、

RMP を見直し、改訂する 

 

 
42 緩衝地帯と回廊: 定義リスト参照。  
43 緩衝地帯と回廊: 定義リスト参照。  
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判定基準 2.3 - UoC は野生動物との関わりを最小限に抑える 

 

 

判定基準の範囲 2.3 - すべての UoC 

 

根拠 – 水産養殖事業は、野生生物を引き付け、相互作用する可能性があります。これらの

相互作用は、養殖動物への損傷または捕食につながる可能性があります。そのため、養殖事

業は通常、野生生物に対する抑止を用いますが、場合によっては、捕食者や他の野生生物の

損傷または死につながることがあります。例としては、養殖設備への絡みつき、音響システ

ムによる潜在的な害、または野生動物への直接的な殺傷行為があります。 

水産養殖事業はまた、養殖または繁殖の目的で稚魚、幼魚または成獣を採取することによ

り、野生個体群に影響を与える可能性があります。 

 

主な変更点の正当性  

現在の ASC 基準は、野生生物との相互作用を緩和するために異なるアプローチを採用し

ています。どの基準も絶滅危惧種と保護対象種（ETP）の死亡を認めていませんが、非 

ETP 種の死亡の許容に関しては基準が異なっています。このばらつきは、種を超えて整

合させることへの課題を提示しています。 

 

その結果、ASC はこれらの要求事項に関するすべての現行基準の基礎となる 意図を見直

しました。すべての基準が、できる限り、その種が ETP 種であるかどうかに関係なく、

すべての野生生物の死亡を最小化するよう努力することが明らかになりました。 

  

しかし、ASC は養殖場がそれぞれの状況下で対峙する現実を反映させる重要性を認識し

ています。たとえ多くの対策が野生動物への負の誘引や相互作用を最小限にし、それによ

って死亡率を下げることに成功したとしても、生産者はすべての状況をコントロールする

ことはできず、相互作用によって人間の安全が明らかに脅かされることもあり得ます。さ

らに、地域の規制（動物福祉法等）により、傷ついた動物にこれ以上危害が及ばないよう

安楽死が義務づけられている場合もあります。 

 

この観点から、 指標 2.3.2 では、以下の条件に該当する場合を除き、哺乳類、軟骨魚類

（サメ）、鳥類、爬虫類の死亡を認めないことを提案しています; 

•野生動物が致命的な怪我を負っている。 

•動物が人間の健康に明らかな危険を及ぼしている。 

•地域の規制により安楽死が義務付けられている。 

本指標は、害獣には適用されません。 

 

3 つの条件のいずれかに該当する場合、養殖場は損傷/死亡の原因を特定し、行動計画を

策定し、再発防止のための緩和策を実施する必要があります。また、CAB、当局、ASC

への報告も必要です。さらに ASC は、鳥類との相互作用は特定の条件下では最も回避し

にくいと認識しており、野生動物との相互作用を考慮する上で鳥類の分離に関するフィー

ドバックを求めています。 
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野生動物と養殖動物の両方を保護するために、養殖事業は野生動物との相互作用を最小限に

し、捕食者や他の野生動物、特に絶滅危惧種や保護種の意図的なまたは意図的でない損傷と

死亡の両方を最小限にする必要があります。 

 

意図 – 養殖場は野生生物の誘引を最小限にし、野生生物との相互作用を抑止し、野生生物の

妨害のリスクを低くすることを保証します。 

 

指標: 

指標 2.3.1 UoC は、傷ついた動物が回復しそうにない状況、明らかに人間の安全

を脅かす状況、あるいは法的要求事項により安楽死が義務付けられて

いる場合を除き44、絶滅危惧種や保護種45を意図的または意図的でな

く殺傷してはならない。 

指標 2.3.2 UoC は、傷ついた動物が回復しそうにない状況、明らかに人間の安

全を脅かす状況、あるいは法的要求事項により安楽死が義務付けられ

ている場合を除き46、哺乳類、軟骨魚類、鳥類または爬虫類（害獣を

除く）を 意図的にまたは意図的でなく殺傷してはならない。 

指標 2.3.3 UoC は、RMF47の適用により音響装置の使用がその自然域における当

該種の個体群の好ましい保全状態の維持に有害でないことが証明され

た場合を除き、音響装置48を使用してはならない。 

指標 2.3.4 UoC は、絶滅危惧種や保護種49である野生種を使用してはならない。 

指標 2.3.5 指標の範囲: 二枚貝を除くすべての種グループ 

UoC は、孵化場で育てられた稚魚または幼魚のみを養殖することがで

きる。 

指標 2.3.6 指標の範囲: 二枚貝のみ 

UoC は、孵化場で育てられた種、または野生のシードが規制された

地域から収穫された場合に限り野生で捕獲された種を使用することが

できる。 

 

 
44 例外は、体系的な事故ではなく、時折発生する死亡事故に限定され、また、事故が好ましい個体群状態に影響を与えない場

合に限られる。例として、獣医師または担当当局の書面による声明により、動物が回復する見込みがなかったこと、または状

況が明らかに人間の安全を脅かすことを確認し、当局の書面による声明により、安楽死の法的要求事項を確認することがあり

得る。すべての場合において、事故中または事故後の発行により、a) 傷ついた動物が回復する見込みがない、b) 動物が人間の

安全を明らかに脅かしている、または c) 法的要求事項が安楽死を義務付けていること（養殖場長以上の上級管理者による）を

確認する書面を用意しなければならない。 
45 これには、IUCN（レッドリスト）、または国やその他の公的機関が同等のカテゴリーを与えたもののうちより厳密な方を

用いて、保護または絶滅危惧と総称される種（絶滅危惧と保護：定義リスト参照）が含まれる。 
46 例外は、体系的な事故ではなく、時折発生する死亡事故に限定され、また、事故が好ましい個体群状態に影響を与えない場

合に限られる。例として、獣医師または担当当局の書面による声明により、動物が回復する見込みがなかったこと、または状

況が明らかに人間の安全を脅かすことを確認し、当局の書面による声明により、安楽死の法的要求事項を確認することがあり

得る。すべての場合において、事故中または事故後の発行により、a) 傷ついた動物が回復する見込みがない、b) 動物が人間の

安全を明らかに脅かしている、または c) 法的要求事項が安楽死を義務付けていること（養殖場長以上の上級管理者による）を

確認する書面を用意しなければならない。 
47 RMF に組み込まれている技術的枠組みは、現在策定中であるが、Marine Scotland が ADD を承認するために開発した概念

に従っており、外部の専門家の意見も取り入れている。 
48 音響装置: 定義リスト参照。 
49 これには、IUCN（レッドリスト）、または国やその他の公的機関が同等のカテゴリーを与えたもののうちより厳密な方を

用いて、保護または絶滅危惧と総称される種（絶滅危惧と保護：定義リスト参照）が含まれる。 

https://marine.gov.scot/data/use-acoustic-deterrent-devices-add-and-requirement-european-protected-species-licence-eps
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ASC リスク管理フレームワークに関する要求事項: 

指標 2.3.7 

RMF シンボル 

評価: 

UoC は、リスク管理フレームワーク（RMF）アプリ50を実行し、外部

及び内部の文脈を理解するための評価を実施し、それらの文脈の中で

野生生物の誘引及び養殖場との相互作用の可能性を高める51推進要

因、及び野生生物への負の影響を含めて理解しなければならない。評

価結果は、野生生物への悪影響のリスクを低減するための対策、及び

対策の有効性を監視するための指標を提案するものである。 

 

外部文脈（UoC 外）における潜在的な推進要因:  

- 養殖に特に引きつけられ、相互作用する可能性が高い魚種 

- その地域に生息する哺乳類、軟骨魚類、鳥類、爬虫類の大規

模な個体群 

- 当該地域の音響装置の複数の利用者 

- UoC の活動地域と重複する場所での絶滅危惧種及び保護対象

種の個体群 

- 不適切な法律や規制、または不十分な施行 

 

内部文脈（UoC 内）における潜在的な推進要因: 

- 飼料の使用 

- 開放型養殖システム 

- 自然水域での養殖 

- 抑止力の不足・維持管理不足   

指標 2.3.8 

RMF シンボル 

計画: 

UoC は、RMF アプリの一部として、2.3.7 の評価により決定されたリ

スクレベルに基づき、野生生物に対する サイト特有のリスク管理計

画（RMP）を策定するための適切な対策及びモニタリング指標を選択

しなければならない。 

指標 2.3.9 

RMF シンボル 

実行: 

d) UoC は、UoC のサイト特有の RMP（2.3.8 で策定）の一部と

して、以下への対策（予防、緩和、是正）を 実施しなければ

ならない: 

• 野生生物の誘引最小化 

• 野生生物の抑止 

• 致死的なコントロールより前に非致死的な手段を使用

すること 

• 野生生物の死亡リスクが低いことの確認 

 

 
50 RMF アプリへの接続; 策定中 
51 この判断基準の目的において、野生生物とは、絶滅危惧種及び保護対象種のほか、害獣を除く哺乳類、浮魚類、鳥類、爬虫

類を指す。 
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e) UoC は、UoC のサイト特有の RMP の一部として、低リスク

レベルの達成と維持を確実にするためのモニタリング 指標

（2.3.8 で策定）を実施しなければならない（時期及び頻度

は、RMP 内で定義される対策特有のものでなければならな

い）。 

 

f) UoC は、UoC のサイト特有の RMP の一部として、以下の頻

度で見直しを実施しなければならない: 

• モニタリング結果がきっかけとなり、RMP を見直し、

改訂する 

• 内部文脈の変化（養殖活動等）が発生した場合に、

RMP を見直し、改訂する 

• 外部文脈の変化（例：気候変動関連）が発生した場合

に、RMP を見直し、改訂する 

 

 

報告に関する指標: 

指標 2.3.10 

開示シンボル 

UoC は、毎年、野生生物の死亡数を公的に開示52しなければならな

い。 

指標 2.3.10 

報告シンボル 

UoC は、付属資料 2 に従い、ASC のウェブサイトに掲載されている

テンプレートを用いて、毎年、野生生物の死亡数を ASC に報告しな

ければならない。 

 

  

 
52 UoC のウェブサイト経由またはその他の既知の/容易にアクセス可能な公的ウェブサイト経由。 
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判定基準 2.4 - UoC は新しい外来種の養殖を避ける 

 

 

判定基準の範囲 2.4 – すべての UoC 

 

根拠 – 外来53種の養殖は、動物が脱走し、自然環境に入り込み、定着する際に特に懸念材

料となります。外来種と生態系の生物学的特性によって、影響の深刻さは様々であり54、害

を及ぼさない場合もあれば、侵略的な種の場合には害が大きくなることもあります。外来種

は捕食、餌や生息地の奪い合い、交配、病原体の持ち込みなどを通じて在来種に影響を与え

る可能性があります。 

 

世界の水産養殖業界では、長い間、自然の生息地以外の場所で種を養殖してきました。例え

ば、ニジマス（Oncorhynchus mykiss、北東太平洋地域原産）、ナイルティラピア

（Oreochromis niloticus、ナイル水系と広い熱帯アフリカ原産）、マガキ（Magallana 

gigas、西太平洋原産）、シロエビ（Penaeus vannamei、東部中央・南東部太平洋原産）、

大西洋サケ（Salmo salar、北大西洋原産）などです。  

 

水産養殖業の成長に伴い、生産地域に新たな外来種が持ち込まれるリスクも高まっていま

す。多くの種はすでに世界各地で長い間生産されており、場合によっては野生で脱走し、定

着し、個体群を形成していることもあります。したがって、2010 年以前に定着した種、

2010 年以前に商業的に生産された種、動物が脱走するのを防ぐ方法で養殖されている種を

除き、責任ある事業者は外来種の持ち込みを避けるべきです。2010 年は、最初の ASC 基準

が発表された年であるため、基準年として使用されています。成魚に加え、卵や稚魚など他

 
53 外来: 定義リスト参照 
54 Jeschke JM, Bacher S, Blackburn TM, Dick JT, Essl F, Evans T, Gaertner M, Hulme PE, Kühn I, Mrugała A, Pergl J, Pyšek 
P, Rabitsch W, Ricciardi A, Richardson DM, Sendek A, Vilà M, Winter M, Kumschick S. Defining the impact of non-native 
species. Conserv Biol. 2014 Oct;28(5):1188-94. doi: 10.1111/cobi.12299. Epub 2014 Apr 29. PMID: 24779412; PMCID: 
PMC4282110. 

主な変更点の正当性  

指標 2.4.1 の条件 4 を「動物のエスケープを防止するシステム」から「完全閉鎖循環水

産養殖システム…」 に更新しました。この変更の目的は、要求事項の明確化と基準の

脚注の解釈をなくすことです。この条件の意図は、強固な閉鎖循環水産養殖システムに

おける外来種の養殖のみを許可することであり、それを指標の文言に直接追加すること

で明確化されました。 

 

主な考慮事項  

現在の ASC 基準では、外来種の養殖を許可していますが、その条件は種ごとの基準で

異なっています。ASC は、 指標 2.4.1 に 条件 4のアプローチを取り入れることがすべ

ての UoC に異なる影響を与えることを認識し、条件 4 に重点を置いて記載されている

すべての条件についてフィードバックを求めています。 
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のライフステージで脱走することも定着リスクとなる可能性があります。これは成長過程55

で産卵できる種や、孵化場からの配偶子の流出によって発生する可能性があります56。 

 

意図 – 養殖場は、その地域で新たに定着する可能性のある外来種を養殖していません。 

 

指標: 

指標 2.4.1 UoC は、以下の条件のうち少なくとも 1 つ以上を満たす場合にのみ、外

来種を養殖することができる57:  

1) 2010 年58以降、その種が養殖地域において定着した野生個体群として

存在すること 

2) 2010 年以前に、その種が養殖地域で広く商業生産59されていたこと 

3) その種が高度に生殖力がない60か、さもなければ野生に定着すること

ができないこと 

4) その種が完全に閉鎖された閉鎖循環水産養殖システム61で養殖されて

いること 

 

ASC リスク管理フレームワークに関する要求事項 – 外来・侵入種: 

指標 2.4.2 UoC は、ある種が地域で侵入種であることが知られている場合、リスク

ファクターの回避のために リスク管理フレームワーク（RMF）アプリ62

を実行しなければならない。 

 

  

 
55 Uglem, Ingebrigt & Knutsen, Øyvind & Kjesbu, Olav & Hansen, Øyvind & Mork, Jarle & Bjorn, Pal & Varne, Rebekka & 
Nilsen, Rune & Ellingsen, Ingrid & Dempster, Tim. (2012). Extent and ecological importance of escape through spawning in 
sea-cages for Atlantic cod. Aquaculture Environment Interactions. 3. 33-49. 10.3354/aei00049.  
56 Somarakis, S. & Pavlidis, Michail & Saapoglou, Christina & Tsigenopoulos, Costas & Dempster, Tim. (2013). Evidence for 

‘escape through spawning’ in large gilthead sea bream Sparus aurata reared in commercial sea-生け簀 s. Aquaculture 

Environment Interactions. 3. 135–152. 10.3354/aei00057.  

57 これには、寄生虫駆除などの目的で養殖魚と一緒に養殖される種も含まれる。 

58 この年（2010）は、最初の ASC 基準が発表された年を指す。 

59 広く商業生産されている: 定義リスト参照。 

60 高度に生殖力がない状態は、1）>98%の三倍体単性、2）生殖細胞移動阻害、3）遺伝子編集（CRISPR）により達成され

る。 

61 完全閉鎖型 RAS: 定義リスト参照。  
62 RMF アプリへの接続; 策定中 
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判定基準 2.5 – エスケープ（脱走） 

 

判定基準の範囲 2.5 – 完全閉鎖型 RAS63を除くすべての養殖システム、二枚貝とアワビを除

くすべての種群 

 

根拠 – エスケープ（脱走）は、養殖システムの構造的完全性の不足や妥協、人為的ミスや

不測の事態の結果、生じ得ます。エスケープは生産者に経済的損失をもたらすだけでなく、

地域の野生生物の個体群や生態系に生態学的リスク、病原性リスク、遺伝的リスクをもたら

すため、可能な限り最小限に抑えなければなりません。 

すべてのエスケープが環境に悪影響を及ぼすわけではありません。その影響は、1）脱走し

た個体の生存、繁殖、定着、拡散の能力、2）脱走頻度（大規模なエスケープ事故 vs慢性的

流出）、3）脱走数、4）その種が外来種であるか、または在来種と遺伝的に異なるか、5）

 
63 完全閉鎖型 RAS: 定義リスト参照。  

主な考慮事項  

 

現在の ASC 基準は、エスケープ（脱走）に関するいくつかの基準について、管理計測

と計量閾値を組み合わせています。基準間で一貫性のある管理計測とは対照的に、計

量閾値は一貫性のない設定（300 個、4％、6％） であるため、（ヒレのある）魚種間

の整合性に関して主要な課題を提起しています。 

 

21 年春のコンサルテーションラウンドでは、計量による養殖管理措置の価値を理解す

るため、3 つのスコーピング質問が設けられました。この質問は、その後の指標開発へ

の情報提供を意図したものです。 

 

コンサルテーションのフィードバックの結果、利害関係者は計数精度の限界を理解し

ているが、ストック計算（インプット vsアウトプット）に価値を見出し、計量による

逃亡制限の必要性を認識していることが示されました。 

 

計量による逃亡制限については、以下が提案されています: 

 

I. 指標 2.5.1; C 生け簀内の養殖場は 9 年間に 1 回の大規模なエスケープ及び/ま

たは 9 年間に 1 回の大規模な慢性的なエスケープが許される。大規模な、及び

大規模な慢性的なエスケープは、いずれも>4％の養殖物が脱走した場合と定義

する。生け簀内にない養殖場は、これらの養殖システムによって十分な管理が

行われるはずとの前提により、これらの例外の対象にはならない。 

II. 指標 2.5.2; 未計上の流出は、9 年間で 1%まで減少させること。これは、より高

い発射台や変動を許容するものであるが、9 年目までに 1%に達する必要があ

る。 

 

ASC は、本判定基準の他の指標に加えて、これらの提案に対する明確なフィードバッ

クを求めています。 
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野生個体群と関連するエスケープ事故の場所、6）地域の生態系と野生生物個体群の全体的

脆弱性に左右されます。 

成魚に加え、卵や稚魚など他のライフステージで脱走することもリスクとなる可能性があり

ます。これは成長過程64で産卵できる種や、孵化場からの配偶子の流出によって発生する可

能性があります65。判定基準 2.4 は、外来種の養殖について述べています。 

 

意図 – 養殖場はエスケープを最小限に抑えます。 

 

指標: 

指標 2.5.1 指標の範囲: ヒレのある魚のみ 

UoC は、大規模なエスケープ事故66や慢性的漏出67を起こしてはならな

い。生け簀養殖に限り、以下の許容量がある。 

-  9 年ごとに最大 1 つの大規模なエスケープ事故68、または 

-  2.5.6～2.5.8 の RMF によってエスケープによる被害のリスク増

大が決定されていない場合は、9 年間に最大 1 回69の慢性的な漏

出を伴う生産サイクル 

指標 2.5.2 指標の範囲: ヒレのある魚のみ 

UoC は、実際の収穫数を 9 年間で計算した場合の未計上の養殖物が最大

1％となるように、エスケープ数の削減と計算精度の向上により、時間

の経過とともに未計上の損失を減少70させなければならない。 

指標 2.5.3 UoC は、雄魚または無精子魚の最小割合に関する種特有の制限を遵守し

なければならない（付属資料 1）。 

指標 2.5.4 UoC は、病気、奇形または瀕死の動物を環境に放出してはならない。 

指標 2.5.5 UoC は、遺伝子導入動物を養殖してはならない。 

 

ASC リスク管理フレームワークに関する要求事項: 

指標 2.5.6 

RMF シンボル 

評価: 

UoC は、リスク管理フレームワーク（RMF）アプリ71を実行し、外部

及び内部の文脈、及びこれらの文脈内の推進要因を理解するための評

価を実施しなければならない: 

 
64 Uglem, Ingebrigt & Knutsen, Øyvind & Kjesbu, Olav & Hansen, Øyvind & Mork, Jarle & Bjorn, Pal & Varne, Rebekka & 
Nilsen, Rune & Ellingsen, Ingrid & Dempster, Tim. (2012). Extent and ecological importance of escape through spawning in 

sea-生け簀 s for Atlantic cod. Aquaculture Environment Interactions. 3. 33-49. 10.3354/aei00049.  
65 Somarakis, S. & Pavlidis, Michail & Saapoglou, Christina & Tsigenopoulos, Costas & Dempster, Tim. (2013). Evidence for 

‘escape through spawning’ in large gilthead sea bream Sparus aurata reared in commercial sea-生け簀 s. Aquaculture 

Environment Interactions. 3. 135–152. 10.3354/aei00057.  
66 大規模なエスケープ事故: 定義リスト参照。 
67 慢性的漏出: 定義リスト参照。 
68 これは、2024 年 9 月時点で、ASC 養殖場基準の発効日から適用される。言い換えれば、既存の ASC 認証生産者について

は、2024 年 9 月～2033 年 8 月に最大 1 回の大規模なエスケープ事故、2033 年 9 月～2042 年 8 月に最大 1 回の大規模なエス

ケープ事故…等となる。申請者については、最初の監査発表日から 2033 年 8 月まで最大 1 回の大規模なエスケープ事故、

2033 年 9 月～2042 年 8 月まで最大 1 回の大規模なエスケープ事故等…等となる。 
69 これは、2024 年 9 月時点で、ASC 養殖場基準の発効日から適用される。期間については、大規模なエスケープ事故と同様

に適用される。 
70 指標. 前年度/周期の大量死は、本指標で要求している次年度/周期の改善にはカウントされない。 
71 RMF アプリへの接続; 策定中 
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- エスケープの可能性 

- 環境中に漏出することによる危害のリスク 

評価結果は、エスケープを最小化するための可能な対策と、危害のリ

スクの増加を回避するための対策、及び対策の有効性を監視するため

の指標を提案するものである。 

 

エスケープの可能性  

外部文脈（UoC 外）における潜在的な推進要因 – エスケープの可能

性: 

- 周辺の捕食者 

- 異常気象の発生 

内部文脈（UoC 内）における潜在的な推進要因 – エスケープの可能

性: 

- 養殖システム 

- 種の特性（無秩序な産卵の可能性を含む） 

- 構造的完全性への妥協（メンテナンス、ボート活動）。 

- 網、スクリーン、その他の脱走防止バリアの不適切なサイズ 

- 運用上の取り扱い手順の誤り 

 

エスケープによる危害のリスク増加 

外部文脈（UoC 外）における潜在的な推進要因 – エスケープによる危

害: 

- 養殖動物の侵入性（生存、定着、拡散）。 

- 養殖動物の遺伝学（在来種、外来種、遺伝的導入の可能性） 

- 脆弱な野生個体群との近接性（競争、異種交配） 

- 脆弱な生態系への近接性 

内部文脈（UoC 内）における潜在的な推進要因 – エスケープによる危

害: 

- 養殖動物の成熟度（生殖力がない vs 成長過程の産卵）。 

- 養殖動物の病歴・有病率 

指標 2.5.7 

RMF シンボル 

計画: 

UoC は、RMF アプリの一部として、2.5.6 の評価で決定されたリスク

レベルに基づき、サイト特有のリスク管理計画 （RMP）を策定するた

めに、適切な対策及びモニタリング指標（トラップ装置を含む）を選

択しなければならない。 

指標 2.5.8 

RMF シンボル 

実行: 

g) UoC は、UoC のサイト特有の RMP（2.5.7 で策定）の一部と

して、対策（予防、緩和、是正）を実施しなければならない。 

a. エスケープの可能性を最小化するため: 

• エスケープを防止するためのインフラのメンテナンス 

• エスケープのリスクを検知するためのインフラ監視 
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• 法的に必要な場合の再捕獲を含む、エスケープ対応手順 

• 所在不明動物の原因調査し、是正措置実施 

 

b. 危害のリスクが中程度または高い場合にエスケープを防

止するため: 

• 2.5.1 及び 2.5.2 のエスケープに対する許容量は適用さ

れない 

 

h) UoC は、UoC のサイト特有の RMP の一部として、低リスクレ

ベルの達成と維持を確実にするためのモニタリング指標（2.5.7

で策定）を実施しなければならない（時期及び頻度は、RMP

内で定義される手段特有のものでなければならない）。 

 

i) UoC は、UoC のサイト特有の RMP の一部として、以下の頻度

で見直しを実施しなければならない: 

• モニタリング結果がきっかけとなり、RMP を見直し、

改訂する 

• 内部文脈の変化（養殖活動等）が発生した場合に、

RMP を見直し、改訂する 

• 外部文脈の変化（例：気候変動関連）が発生した場合

に、RMP を見直し、改訂する 

 

 

 

開示と報告に関する要求事項 

指標 2.5.9 

開示シンボル 

淡水マス基準セクション 8 から指標 8.1 を含む形で策定中。 

UoC は、すべての大規模なエスケープ事故について、事故が検出さ

れた後 3 日以内に最初の公示を実施しなければならない。 

指標 2.5.10 

開示シンボル 

UoC は、事故発生後 1 ヶ月以内に、すベテの大規模なエスケープ事

故に関するすべての関連情報72を公的73に開示しなければならない。 

指標 2.5.11 

報告シンボル 

UoC は、事件の検知後 3 日以内に ASC（付属資料 2）及び CAB に

すべての大規模なエスケープ事故を警告しなければならず、事件の

検知後 1 ヶ月以内に ASC（付属資料 2）及び CAB に関連情報を報

告しなければならない。 

指標 2.5.12 

開示シンボル 

UoC は、未計上の養殖物の数量74を公表しなければならない。 

 

 
72 大規模なエスケープ事故に関する関連情報には、最低限、発生日、エスケープの理由、逃亡魚の推定数とサイズ、根本原因

の分析と取られた是正処置（法的に必要な場合は再捕獲を含む）、当局への報告日（該当する場合）が含まれる。 
73 UoC のウェブサイト経由 
74 公式:  

- ヒレのある魚種の未計上数＝養殖物のストック数（±2％）-収穫数（±2％）-死亡数（+2％）。 
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指標 2.5.13 

報告シンボル 

UoC は、付属資料 2 に従い、ASC ウェブサイト上で提供されるテ

ンプレートを用いて、 未計上の養殖物の数量75を ASC に報告しな

ければならない。 

  

 
75 公式:  

- ヒレのある魚種の未計上数＝養殖物のストック数（±2％）-収穫数（±2％）-死亡数（+2％）。 
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判定基準 2.6 – 底生生物への影響 

主な変更点の正当性 & 主な考慮事項 

この判定基準は、ASC が設けた技術作業部会（TWG）の支援を受けて作成されたもので

す。TWG は、海面養殖（生け簀と軟体動物の垂下養殖）用の指標の要求事項改訂を提案

しています。淡水に関しては、TWG は、河川に排出されるシステムの要求事項（すなわ

ち、排水地点の下流と上流の受入水域における大型無脊椎動物調査）を現行のまま維持

することを提案しています。湖沼や貯水池に放流するシステムについては、TWG は、ま

だ策定中ではありますが、 指標改訂のための推奨手法のいくつかの中核となる要素を特

定しました。ASC は、公開協議を通じて、海面養殖のための提案された指標の要求事項

及び淡水システムのための推奨手法に関するより幅広い利害関係者のフィードバックを

求めています。TWG によるこのフィードバックの評価は、判定基準 2.6：底生生物への

影響 に関する最終提案の作成を支援するものです。 

海面生け簀養殖: 

生け簀養殖の指標の要求事項の改訂提案は、3 段階のサンプリングアプローチに基づくと

いう点で、現行の要求事項とは異なります。このアプローチは、養殖場が底生生物への

影響について理解を深めながら、遵守の負担を軽減するように設計されています。この

アプローチでは、Tier 1 または Tier 2 の初期結果が設定された制限を満たさない場合、養

殖場はより詳細な底生生物分析を実施することになります。逆に、Tier 1 または Tier 2 で

制限を満たした養殖業は、その後の Tier 3 で追加の分析を行う必要はなく、そうすること

で、この基準は優れた養殖場管理に報いることになります。サンプリングプログラムで

は、3 つの生態学的品質状態（EQS）モニタリングゾーン内と養殖場周辺の「参照」地点

にモニタリングステーションを設置することが義務付けられています。開放水域の養殖

場の EQS を数値的に分類するための代替として、様々な非生物的・生物学的指標が選ば

れています。 

提案された段階的アプローチは、有機濃縮が底生生物の生息環境、生物多様性、生態系

機能に及ぼす影響をモニタリングするための主要な指標として、全遊離硫化物（S2-）測

定を用いるものです。表層堆積物中の S2- 測定については、他の分析法と比較して比較的

簡便であることからイオン選択電極法（ISE 法）が標準的な測定法となっていますが，

ISE 法は分析の頑健性が低いとの指摘が多数なされています。そのため、改訂された要求

事項では、紫外線分光法（S2−
UV）の使用を推奨しています。 

Som 底生生物有機濃縮に関する国際的な規制モニタリング基準の中には、既に改訂され

た ASC 要求事項の目標に合致しているか、あるいはそれを超えているものもあり得ま

す。したがって、事業者が ASC の改訂要求事項を超えると判断した場合、ユーザー定義

の特定の底生生物モニタリングプログラムを提出できるような柔軟性が提供されます。

ASC は、提案されたユーザー定義の特定のモニタリングプログラムが ASC の厳しい要求

事項を満たしているかどうかを、内部及び外部の専門家のレビュープロセスを通じて判

断します。しかしながら、事業者は、例外的で十分に文書化された場合に限って、ユー

ザー定義の特定モニタリングプログラムの承認により、底生生物有機濃縮モニタリング
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の全ての必須要求事項に対応する多階層モニタリングシステムを採用することが奨励さ

れます。 

軟体動物の垂下養殖: 

軟体動物養殖場のモニタリングのための改訂された要求事項は、生け簀隣接地のサンプ

リングとは対照的に、養殖場境界内の有機濃縮の影響を検出することにサンプリングの

労力を集中する点を除き、海面生け簀養殖の要求事項と多くの類似点を示しています。

改訂された要求事項では、同様の段階的なサンプリングと分析方法を利用しています。

Tier 1 は、限られた空間スケールでの、実用的なほぼリアルタイムの地球化学的指標（S2-

と Eh）を用いた底生生物 EQS の迅速なスクリーニングで構成されています。同じ指標

を分析するためのより広範な Tier 2 のサンプリングは、Tier 1 のサンプリングの結果、養

殖場が改訂版 ASC 要求事項を遵守していないことが示された場合にのみ実施されます。

Tier 3 の調査は、Tier 2 と同じサンプリングデザインを使用しますが、最低 3 つの生物学

的指標を使用します。この Tier 3 プログラムは、Tier 2 のサンプリングで養殖場の非準拠

が示された場合にのみ採用されます。改訂された要求事項の下でのサンプリング設計で

は、「勾配」サンプリングアプローチを利用し、海底サンプルが養殖場境界を横切って

伸びるトランセクトに沿って、互いに 10m 離れた 7 つのステーションで収集されます。

Tier 1 は、流向が優勢な方向に走る単一のトランセクトを採用しています。Tier 2 と Tier 

3 のサンプリングは、さらに 3 つの直交するトランセクトで実施されます。養殖場の境界

が他の養殖場と隣接している場合、追加のトラ ンセクトは養殖場と参照条件の両方を横

切る場所に移動させることができます。 

 

海面生け簀養殖と同様に、ASC の改訂要求事項を超えていると判断される場合、海洋軟

体動物養殖事業者が、ユーザー定義の特定の底生生物モニタリングプログラムを提出で

きるよう、柔軟性が提供されています。 

TWG による海面養殖に関する指標の要求事項改訂提案の根拠となる情報については、

「底生生物生息地、生物多様性、生態系機能に対する水産養殖の影響に関する基準に関

するホワイトペーパー」 を参照してください。 

河川に排出される淡水システム: 

TWG は、河川に排出されるシステムへの要求事項（すなわち、排出地点の下流と上流の

受け入れ水域における大型無脊椎動物調査）を現状のまま維持することを提案していま

す。 

湖沼や貯水池に排出する淡水システム– 策定中: 

TWG は、海面養殖に対する提案で従ったものと同様のアプローチを推奨しています。こ

のアプローチには以下が含まれます。 

• 段階的なサンプリングと EQS 分類 

• 底生生物の直接モニタリング 

• 生物学的及び非生物学的な指標の使用 

TWG は、これらのまだ策定中の要素について、フィードバックを求めています。 
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判定基準の範囲 2.6 – 海面生け簀、軟体動物の垂下養殖、その他二枚貝、アワビを使用する

すべての UoC76  

 

根拠 – 最も一般的に使われている水産養殖生産システムは、有機物（例：糞、食べ残しの飼

料）と、時には重金属（例：処理した網からの銅） を含む廃水を排出します。排出の仕方

は様々ですが（分散型 vs 点源型）、いずれも受け入れ側の生態系の構造と機能に悪影響を

与える可能性があります。 

 

有機物の堆積が、受け入れ環境の同化能力を超える速度で起こると、堆積物の化学的・物理

的組成に変化が生じ、その結果、動物性・埋在性底生生物コミュニティに負の影響を与える

可能性があります。これらの影響の程度は、操業サイトから放出される有機物の量、水域の

特性、底生生物コミュニティの自然分解能力によって決まります。しかし、うまく管理すれ

ば、堆積の速度は自然の好気性分解速度の範囲内に保たれ、それによって底生生物への影響

を最小限に抑えることができます。 

 

意図 – 養殖場は、海底の有機物の濃縮度を、養殖場周辺の生態系の構造と機能の許容レベル

と非許容レベルに分類して区別するために、EQS の指数に対して定期的に監視しています。 

 

コンセプト: 

 

ASC 養殖場基準の策定の中で、ASC は底生生物への影響に関する判定基準を改訂していま

す。この改訂の目的は、すべての異なる種類の水系に排出されるすべての主要な生産システ

ム77において、水産養殖の底生生物への影響に一括して対処する判定基準/指標を定義する

ことです。技術作業部会（TWG）は、ASC 基準における底生動物の影響に対する現在のア

プローチを改訂し、 最新の科学的知識と水産養殖産業における現在の最善の実践に基づい

て、これらの判定基準/指標を推奨するために設けられました。 

 

海面養殖に関しては、TWG は海面生け簀養殖と軟体動物の垂下養殖に関する指標の要求事

項を推奨しています（下記参照）。 

 

淡水に関しては、TWG は河川に放流するシステムと湖沼や貯水池に放流するシステムの 2

つについて別々の推奨を開発し、後者はまだ策定中です。 

 

• 河川に放流するシステムについては、TWG は以下を推奨しています: 

 

 
76 モニタリングは、すべての浮遊軟体動物養殖場（水柱の複数の深さに保持された軟体動物）に対して必要とされている。

その他の二枚貝とアワビの養殖活動は、以下の条件で実施される場合を除き、モニタリング要求事項の適用除外となる: 

a) 潮下帯の養殖場の平均水深が3m未満で、平均流速が毎秒10cm未満であること。これらの条件は、生物堆積物を物理的

に分散させる能力が限定的であることを示す。 

b) 養殖場が、海草草原の自然分布内、または地域の法律で保護されている地域の境界内にあること。 

 
77 主な生産システムは、生け簀、垂下式/オフボトム、イン/オンボトム、陸上式（定点換水システム。例：池、レースウェイ、

フロースルー、RAS）である。 
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o 排水地点の下流及び上流の受入水域で大型無脊椎動物調査を実施する要求事項を維

持すること。 

o 下流の調査結果が上流の調査結果と同等またはそれ以上であるという要求事項を維

持すること（現在、淡水マス基準及びサケ基準のセクション 8、スモルト供給者に

対する要求事項で要求されています。淡水マス基準の付属資料Ⅱ-C の方法論も参

照）。 

 

• 湖沼や貯水池に排出されるシステムについては、TWG は、海面養殖に対して提案され

たものと同様のアプローチを推奨しています。このアプローチには、以下の要素が含ま

れています: 

o 底生動物のモニタリング 

o 生物的及び非生物的な指標の使用。これには、養殖場が地域の文脈に応じて最も適

切なものを選択できる多数の有機濃縮の指標が含まれます（例えば、養殖場は、

ASC が頑健とみなす、つまり下記の ASC 指標閾値リスト（表 2）に含まれる場合、 

地域の規則で要求される指標を使用することができます）。 

o 底生生物の健全性が示されている場合には、低コストの迅速なスクリーニングを可

能とし、最初の迅速なスクリーニングで潜在的な懸念が示された場合には、生物学

的指標のより包括的な空間特性の特定を求める、段階的なサンプリング 

o 生物学的及び非生物学的指標とそれに対応する生態学的品質状態（EQS）カテゴリ

ーの明確な閾値(異なるモニタリングゾーンに対して許容できる EQS と許容できな

い EQS に格付けされる) 

TWG は、これらのまだ策定中の要素について、フィードバックを求めています。 

 

 

指標  

 

指標: 

指標 2.6.1 42 UoC は、付属資料 I に概説された底生生物モニタリングプログラムに従

い、海底の有機濃縮を監視しなければならない。 

指標 2.6.2 UoC は、付属資料 I に概説されているように、養殖場周辺地域の許容可

能な生態学的品質状態(EQS)を確保しなければならない。 

指標 2.6.3 UoC は、付属資料 2 に従い、また ASC のウェブサイトに掲載されてい

るテンプレートを用いて、EQS について ASC に年次報告しなければな

らない。 
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付属資料 I: 底生生物モニタリングプログラム 

 

導入 

この付属資料は、ASC の底生生物モニタリングプログラムのための標準化された要求事項を

説明するものですが、ユーザー定義の底生生物モニタリングプログラムのためのオプション

も含まれています。 

 

セクション 1.1 – 生態学的品質状態（EQS）システムとカテゴリー 

有機濃縮の影響に関連して一貫した判断を下すために、底生大型動物相コミュニティの健全

性/生態学的状態を総合的に表す特定の生物学的・非生物学的品質要素に基づいて、生態学的

品質状態（EQS）カテゴリーが定義されています。EQS カテゴリーシステムは、科学文献で

広く報告されており、現在、複数の国で規制用の堆積物評価を行う際に使用されており、現

在のASC基準の一部（例：サーモン基準）を支えています。EQSカテゴリーは、関連する大

型動物相コミュニティの標準的な記述を用いて定義されています（表 1）。  

 

EQS 

カテゴリー 

定義 

High Status 撹乱がない、または非常に小さい: 種の豊富さ、繁栄、多様性が高く、

影響を受けやすい分類群が優勢である。日和見分類群は存在しないか、

存在してもごくわずかである。地球化学的品質要素は、低い遊離硫化物

毒性を持つ好気的条件を示している。 

Good Status 軽度の撹乱: 無脊椎動物の分類群の多様性と繁栄のレベルがわずかに低

下している。影響を受けやすい分類群のほとんどが存在するが、わずか

に減少している。日和見分類群は存在するが、ごくわずかである。地球

化学的品質要素は、遊離硫化物レベルのわずかな増加を伴う好気性の堆

積物条件を示している。 

Moderate 

Status 

中程度の撹乱: 無脊椎動物の分類群の多様性と繁栄のレベルが中程度に

低下している。影響を受けやすい分類群は、ごくわずかな量しか存在し

ないか、存在しない。耐性のある分類群と一次の日和見分類群が共存し

ており、存在量が多い。地球化学的品質要素は、影響を受けやすい分類

群とそうでない分類群にとって致命的であることが知られている遊離硫

化物レベルの嫌気性条件の中程度の増加を示している。 

Poor Status 大きな撹乱: 生物学的品質要素の値が大きく変化している証拠がある。

多様性は大幅に減少し、影響を受けやすい分類群とそうでない分類群は

無視できる程度に存在しているか、存在しない。耐性のある分類群は、

一次の日和見分類群よりも劣勢である。地球化学的品質要素は、ほとん

どの分類群にとって致命的な嫌気性条件と硫化物濃度の大幅な増加を示

している。 
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Bad Status 深刻な撹乱:生物学的品質要素の値に深刻な変化の証拠があり、通常の乱

されていない状態に関連する生物群集の大部分が欠落している状態。一

次の日和見分類群が優勢であるが、その量は大幅に減少している。地球

化学的品質要素は、すべての分類群にとって致命的な硫化物濃度の深刻

な増加を示している。 

表 1. 5 つの Ecological Quality Status（EQS）カテゴリーごとの底生大型動物相コミュニティの説明。 

 

セクション 1.2 - 有機濃縮を示す指標の閾値と対応する EQS カテゴリー 

有機濃縮を示す非生物学的・生物学的指標のモニタリングデータを解釈するためには、表 1

に示した 5 つの EQS カテゴリー（High, Good, Moderate, Poor, Bad）の数値的境界が必要で

す。表 2 は、一般的に採用されている多くの有機濃縮指標について、この数値的境界、すな

わち指標の閾値を定義したものです。 

表2.EQSの5つのカテゴリー（表1）ごとに設定された、非生物学的及び生物学的な指標の閾値。 

有機濃縮の指標 EQS カテゴリー 

High 

Status 

Good 

Status 

Moderate 

Status 

Poor 

Status 

Bad 

Status 

Total Free Sulfide (S2-; 

µM)* 
0 to 75 75 to 250 250 to 500 500 to 1100 > 1100 

Redox potential (EhNHE) >0 0 to -100 -100 to -150 <-150 

Richness (S%; % of max 

S) 
>80 50 to 80 35 to 50 15 to 35 <15 

Opportunistic Taxa (GrV; 

%) 
<20 20 to 40 40 to 60 60 to 80 >80 

Polychaete/Amphipod 

Ratio (BPOFA)  
<0.031 0.031 to 0.126 0.126 to 0.187 0.187 to 0.237 >0.237 

AZTI’s Marine Biotic Index 

(AMBI) 
<1.2 1.2 to 3.0 3.0 to 3.9 3.9 to 4.8 >4.8 

Multivariate AMBI (M-

AMBI) 
>0.83 0.83 to 0.59 0.59 to 0.47 0.47 to 0.35 <0.47 

Benthic Habitat Quality 

(BHQ) 
8 to 15 6 to 8 4 to 6 2 to 4 <2 

Simplified Richness (S50) >16 11.7 to 16 7.5 to 11.7 5.4 to 7.5 <5.4 

Benthic Quality Index (BQI) >16.0 12.0 to 16.0 8.0 to 12.0 4.0 to 8.0 <4.0 

Benthic Quality Index (BQI-

family) 
>20.8 9.2 to 20.8 5.7 to 9.2 1.9 to 5.7 <1.9 

BENTIX >0.67 0.5 to 0.67 0.42 to 0.49 0.33 to 0.41 <0.33 

Norwegian Quality Index 

(NQI1) 
>0.86 0.68 to 0.86 0.43 to 0.68 0.20 to 0.43 <0.20 

Norwegian Sensitivity 

Index (NSI) 
> 27.4 23.1 to 27.4 18.8 to 23.1 10.4 to 18.8 < 10.4 

Indicator Species Index 

(ISI2012) 
>9.6 7.5 to 9.6 6.2 to 7.5 4.5 to 6.2 <4.5 

Enrichment Stage (ES) 1 2 3 to 4 4 to 5 6 to 7 

Oxic Status** Oxic A Oxic B Hypoxic A Hypoxic B Anoxic 
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* 紫外分光光度計で測定 

** 参照用のみ 

 

セクション 1.3 - 底生生物への影響の空間的規模とコンプライアンスの決定フレームワーク 

 

A. 底生生物モニタリングプログラムでは、海面生け簀養殖に以下を要求しています: 

 

o EQS モニタリングの 3 つのゾーン（表 3 – Zone 1、2、3）と養殖場周辺の「参照」

サイトのそれぞれにサンプリング場所を設置すること 

 

表 3 に示す EQS モニタリングゾーンは、(1)研究対象となった多くの海洋ヒレ魚類養殖場周

辺の科学文献に報告されている有機濃縮の影響の空間的分布、(2)主要生産国の規制要求事

項との適合性、に基づいて海面生け簀養殖に設定されています。  

 

 

EQS モニタリングゾーン 養殖場からの距離 許容できる EQS  

最大効果ゾーン (Zone 1) ≤ 30 m 30 m までに Moderate EQS

を達成しなければならない 

トランジションゾーン

(Zone 2) 

31 to 100 m 100 m までに Good EQS を

達成しなければならない 

遠方効果ゾーン (Zone 3) 101 to 150 m 150 m までに High EQS を達

成しなければならない 

参照用 (Ref) 250 to 1000 m  

表 3：海面生け簀の底生生物モニタリングプログラム - 異なる EQS モニタリングゾーン内の許容できる EQS。 

 

B. 底生生物モニタリングプログラムでは、軟体動物の垂下養殖に以下を要求しています78: 

 

o 1 つの EQS モニタリングゾーン内（表 4 - 養殖場）と、養殖場外の「参照」地点に

サンプリング場所を設置すること 

EQS モニタリングゾーン 距離  許容でき

る EQS 

養殖場 養殖場境界線の内側 0～30m Moderate 

参照用 (Ref) 養殖場境界線から 10～30m 外側  

表 4：軟体動物の垂下養殖の底生生物モニタリングプログラム – 養殖場境界内の許容できる EQS。  

 
78 この判定基準の文脈では、海底の有機濃縮のモニタリングが免除されない他の二枚貝やアワビにも適用される（判定基準の

範囲も参照） 
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セクション 1.4 – サンプリングの時期 

 

A. サンプリングの時期 – 海面生け簀養殖 

サンプリングの時期は、底生生物への影響が最も大きいと予想される期間（すなわち、最悪

のシナリオ）に行わなければなりません。この期間は、給餌のピーク時、バイオマスのピー

ク時、収穫時、または廃棄物の分解プロセスが最も急速に進む最高水温の期間に発生する可

能性があります。養殖場は、底生生物への最大の影響が発生すると予測される時期に関する

情報を提供しなければなりません。この予備情報に基づいて、以下のモニタリング要求事項

のいずれかが適用されます: 

• サンプリングは、施設の各生産サイクルの最終年に、給餌量またはバイオマス量がピー

クに達した後、30 日以内に実施しなければなりません。 

• 同一年内に給餌量/バイオマスのピークが複数回発生する場合は、年間の推定最高水温か

ら 2 週間以内にサンプリングを行わなければなりません。 

• 収穫前の数ヶ月間にバイオマス79が維持されていた場合、サンプリングは最終収穫日か

ら 2 週間以内に行わなければなりません。 

B. サンプリングの時期 – 軟体動物の垂下養殖 

単一のコホートを有する軟体動物養殖場では、モニタリングは生産最終年にバイオマスのピ

ーク後 30 日以内に実施します。複数の生産サイクルを持つ養殖場（複数のコホートが存在

し、バイオマスのピークが複数回発生する可能性がある）では、毎年、推定最高水温の時点

から30日以内に調査を行います。 

 

セクション 1.5 – 段階的サンプリングアプローチ 

底生生物モニタリングプログラムでは、リスクまたは予備的なモニタリングデータに関連し

て、サンプリング箇所の数とサンプル分析の複雑さが増加する段階的な評価アプローチを採

用しています。養殖場事業者は、養殖場の過去の実績に基づいて、以下のモニタリング段階

のいずれかでモニタリングを開始することを決定することができます。 

 

A. サンプリングプロトコル – 海面生け簀養殖 

 

Tier 1  

• 養殖場（生け簀範囲の端）から30、100、150、500メートルの4つの異なるサンプリング

場所で、優勢な潮流方向に向かって、3連の堆積物サンプルを採取しなければなりません。 

• 各堆積物サンプルは、1.7 に示された迅速な野外分析法を用いて、表層堆積物（深さ 0～

2cm）中の全遊離硫化物（S2-；3 連式［各サンプリング地点で合計 9 回］）及び酸化還

元電位（Eh；1 回式［各サンプリング地点で合計 3 回］）を、調査船上で直ちに分析す

しなければなりません。 

 
79 持続的バイオマス: 定義リスト参照。 
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• 堆積物サンプルは、調査船上で直ちに分析され、結果が解釈されます。結果を解釈する

ために、9つのS2-と3つのEh分析の平均値を表2と比較してEQSカテゴリーを特定し、表

3と比較してEQSカテゴリーがすべてのEQSモニタリングゾーンで許容できるかどうか

を判断します。  

• 堆積物サンプルの分析結果が、各モニタリングゾーンにおいて許容可能なEQSを示して

いる場合、追加のモニタリングは必要ありません。  

• 3つのゾーンのいずれかで許容できないEQSと決定された場合、直ちにTier 2モニタリン

グを適用しなければなりません。 

 

Tier 2 

• 堆積物サンプルの収集と分析は、Tier 1と同様に実施しますが、優勢な潮流方向に直交す

る3つの追加方向で行わなければなりません。 

• 堆積物サンプルの分析結果80が許容可能な EQS を示している場合、追加のモニタリング

は必要ありません。  

• 3 つのゾーンのいずれかで許容できない EQS が決定された場合、底生生物コミュニティ

への影響のリスクは高いと推定され、UoC は直ちに Tier 3 モニタリングを適用し、生物

学的指標モニタリングを採用することで空間的な影響の特徴をさらに明らかにしなけれ

ばなりません。 

 

Tier 3 

• 3連採取サンプルは、Tier2と同じ場所で採取しなければなりません。 

• 採取したサンプルは、1.0mmのメッシュでスクリーニングし、すべての生物を分類学的

分析のために保存しなければなりません。 

• 各モニタリングゾーンのEQSを決定するために、最低3つの生物学的指標メトリクスを平

均化しなければなりません。  

• 算出された結果が、各モニタリングゾーンで許容できるEQSを示している場合、追加の

モニタリングは必要ありません。  

• 3つのゾーンのいずれかで許容できないEQSが決定された場合、参照用ゾーンからの結果

でより低いEQSが得られない限り、その養殖場は指標2.6.2に準拠していないことになり

ます。参照サンプリング地点からの指標モニタリングデータは、当該養殖場に適用され

る「エリアEQS」を決定するために使用されます。例えば、養殖場（参照用ゾーン）の

「エリアEQS」が「Good」と示された場合、Zone 3の同じカテゴリーは許容されます。

同様に、養殖場（参照用ゾーン）の「エリアEQS」が「中程度」であると示された場合、

Zone 2と3の同じカテゴリーが許容されます。提案されている指標の要求事項改訂版では、

養殖場（参照用ゾーン）の「エリアEQS」が「Poor」または「Bad」であることが示さ

れた場合、認証は認められません。 

各モニタリング段階は表5にまとめられています: 

段階 解説 指標  サンプリング場所 

Tier 1  迅速なスクリーニング: 有機濃縮に S2- 及びEh 30、100、150、500m*の距

 
80 モニタリングゾーンごとの平均値、36 データポイントから算出：4 つのサンプリング場所/トランセクトごとに、3 つの分析

レプリケートサンプル。 
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よる影響のリスクを判断するため

に、実用的でほぼリアルタイムの

生物学的測定を用いた低コストの

養殖場への影響のスクリーニン

グ。 

離で、優勢な潮流方向に向か

って 

 

 

Tier 2 

 

影響の描写: 実用的なモニタリング

ツールを用いて、農場周辺の非生

物的影響の空間的分析を強化す

る。 

S2-及びEh Tier 1と同じだが、さらに3方

向の追加サンプリングを含む 

Tier 3 

 

 

生物学的影響: 農場周辺の生物学的

影響の特徴を包括的に把握する。 

表2からの3つの

生物学的指標 

Tier 1及びTier 2と同じ場所 

表5: 生け簀養殖の底生生物モニタリングプログラム – 段階的評価アプローチ 

*範囲ではなく、正確な位置を示す。 

 

図1.海面生け簀のモニタリングプログラムにおけるTier1（●）、Tier2（●及び○）、Tier3（●及び○）のサンプリング場所と

EQSゾーンの模式図。EQSモニタリングゾーンは、各ゾーンの外側の境界に位置するサンプリングサイトで示されている。 

 

B. サンプリングプロトコル –軟体動物の垂下養殖 

 

Tier 1  

• 優勢な潮流方向に向かう単一の横断ラインに沿って、10m離れた7つのサンプリング地

点のそれぞれで、3連の堆積物サンプルを採取しなければなりません（図2）。 
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• 各堆積物サンプルは、セクション 1.7 に示されている高速フィールド分析法を用いて、

表面堆積物（深さ0～2cm ）中の全遊離硫化物（S2-; 3連で（各サンプリング地点で合

計 9 回分析））及び酸化還元電位（Eh：1 回測定（各サンプリング地点で合計 3 回分

析））について、調査船上で直ちに分析しなければなりません。 

• 堆積物サンプルは、調査船上で直ちに分析され、結果が解釈されます。結果を解釈す

るためには、養殖場の境界線上及びその内側に位置する4つのサンプリング地点におけ

るS2-及びEhの分析結果の平均値を表2と比較してEQSカテゴリーを特定し、表4と比較

してEQSカテゴリーが「中程度」であるかどうか、すなわち許容可能なEQSであるか

どうかを判断する必要があります。 

• 堆積物サンプルの分析結果が許容可能なEQS、すなわち「中程度」を示している場合、

追加のモニタリングは必要ありません。 

• 許容できないEQSと判定された場合には、直ちにTier 2モニタリングを適用しなければ

なりません。 

Tier 2 

• 堆積物サンプルの収集と分析は、Tier 1と同様に実施しますが、直交する3つの追加方

向で行わなければなりません。 

• 堆積物サンプルの分析結果81が許容可能なEQSを示している場合、その期間の追加モニ

タリングは必要ありません。 

• 許容できない EQS と判定された場合には、底生生物コミュニティへの影響のリスクは

高いと推定され、 UoC は直ちにTier 3のモニタリングを適用し、生物学的指標モニタ

リングを採用して空間的な影響をさらに特定しなければなりません。 

Tier 3 

• Tier 2 の説明と同じ場所で、3 連の採取サンプルを集めなければなりません。 

• 採取したサンプルは、1.0mmのメッシュでスクリーニングし、すべての生物を分類学的

分析のために保存しなければなりません。 

• 養殖場内と境界上でのEQSを決定するために、最低 3つの生物学的指標メトリクスを平

均化しなければなりません。  

• 算出された結果が、養殖場内と境界上で許容できる EQS、すなわち「中程度」を示して

いる場合、追加のモニタリングは必要ありません。  

• 許容できない EQS と判定された場合、参照用地点（養殖場の境界から 10〜30m）が

「Poor」と判定されない限り、その養殖場は指標 2.6.2 に準拠していないことになりま

す。参照用地点が「Poor」と判定された場合には、養殖場の境界内でも同じカテゴリー

が許容されます。提案されている指標の要求事項の改訂版では、参照用ゾーンが「Bad」

と示された場合には認証は認められません。 

 

各モニタリング段階は表6にまとめられています: 

 
81 144 個のデータポイントから得られた平均値：3 つのサンプルごとに 3 つの分析レプリケート、4 つのサンプリングロケーシ

ョン、養殖場内及び境界での 4 つのトランセクトごとに。 



 

ASC 養殖場基準 - パブリックコンサルテーション V (P1, P2, P3) ドラフト – 2022年 3 月                                                  Page 

49 of 176 

段階 解説 指標  サンプリング場所 

Tier 1  迅速なスクリーニング: 有機濃縮によ

る影響のリスクを判断するために、

実用的でほぼリアルタイムの生物学

的測定を用いた低コストの養殖場へ

の影響のスクリーニング。 

S2- 及び Eh 優勢な潮流方向に向かう単一の横

断ラインに沿って、10m離れた7

つのサンプリング地点* 

 

Tier 2 

 

影響の描写: 実用的なモニタリングツ

ールを用いて、農場周辺の非生物的

影響の空間的分析を強化する。 

S2- 及び Eh Tier 1と同じだが、さらに3方向*

の追加サンプリングを含む 

Tier 3 

 

 

生物学的影響: 農場周辺の生物学的影

響の特徴を包括的に把握する。 

表2からの3

つの生物学

的指標 

Tier 1及びTier 2と同じ場所 

表6: 生け簀養殖の底生生物モニタリングプログラム – 段階的評価アプローチ 

* 養殖場の境界が他の養殖場と連続している場合は、追加の横断ラインを養殖場と参照用条件の両方を横断する位置に移動さ

せることができます 

 

 

 

図 2. モニタリングプログラムにおける Tier1（●）、Tier2（●及び○）、Tier3（●及び○）のサンプリング場所と EQS ゾーンの

模式図。横断ラインのサンプリング位置は 10m 間隔で、中間地点は養殖場の境界に位置している。 

 

 

セクション 1.6 - ユーザー定義のモニタリングプログラム 

底生生物の有機濃縮モニタリングの要求事項には、事業者が提供される全ての空間モニタリ

ングゾーンにおいて、有機濃縮指標の同じ閾値を検出する能力を実証することで、地域の規

制の要求事項に沿ったアプローチを使用するための柔軟性が含まれています。前述の図 1 及
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び図 2 を参照ください。モニタリングに対するこの非規定的なアプローチは、いくつかの国

や法域における水産養殖の綿密なモニタリングと規制を認識し、イノベーションを促進する

ことを目的としています。ASC は ASC 底生生物モニタリングプログラムの使用を義務づけ

ていませんが、事業者は ASC に 対して、自身が提案した養殖場モニタリングプログラムが

以下の要求事項を満たしていることを非常に詳細かつ説得力のある形で説明する義務があり

ます。 

a) ユーザーが定義したモニタリングアプローチは、改訂された底生生物有機濃縮モニタリン

グ要求事項の全体的な目的に沿ったものでなければなりません。 

• これには、事業者の環境方針と、そのモニタリング手法が海底有機濃縮による底生生

物の生息地、生物多様性、生態系への悪影響をどのようにして最小化、軽減、排除で

きるかを明確に説明する記述が必要です。 

b) プログラムは、実証済みの方法を用いて、養殖場に隣接する有機濃縮からの底生生物への

影響の大きさと空間規模の両方を定量化しなければなりません。プログラムは以下のこと

を行わなければなりません: 

• すべてのサンプリング地点と養殖場までの距離の範囲（表 3 及び 4 による）、採用し

た底生生物サンプリング方法、及び複製数を含むサンプリング設計に関する情報を提

供すること。 

• 養殖場と周辺の自然の底生環境との間の空間的及び時間的な相互作用を定量化すると

いう ASC の意図に沿った基準点の選択の根拠を提供すること。 

• 底生生物への影響の最大の可能性に合わせたモニタリングのタイミングの根拠を示す

こと。 

• 採用するすべての影響指標とサンプルの準備及び分析手順を記述すること。 

 

c) ユーザー定義のモニタリングプログラムは、少なくともASC底生生物要求事項に記載され

たものと同程度に厳しい底生生物の生態的品質目標に対応する必要があります。プログラ

ムは以下のことを行わなければなりません: 

• これらの決定を行うための定量的な底生生物指標の閾値と、これらの閾値を選択する

ための根拠を含む、採用される養殖管理の意思決定フレームワークを記述すること。 

• ユーザーが定義したサイト影響分類と、表 1及び表 2に定義された EQSカテゴリーシ

ステムとを比較し、互換性を示すこと。 

 

 

事業者から提出されたユーザー定義のモニタリングプログラムは、改訂された要求事項の目

的、根拠、意図及び一般的な要求事項との互換性について、ASC 内で事前にスクリーニングさ

れます。一般的な判定基準を満たしていると思われるプログラムは、全体的な目的と特定の要

求事項を満たしていることを確認するために、養殖と環境の相互作用に関する国際的な科学の

専門家で構成されるパネルによって外部から審査されます。モニタリング要求事項の包括的で

厳しい修正を考慮すると、ユーザー定義のプログラムの承認は稀なケースでしか期待できませ

ん。ASC は事業者に ASC 底生生物モニタリングプログラムを実施することを推奨します。 
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セクション 1.7 - Tier 1 及び Tier 2 で採用されている非生物指標のフィールド分析のための

標準オペレーション手順 

 

直接紫外線分光法によるフィールドでの全遊離硫化物（S-2）分析 

この方法論には、Cranford ら（2017）に記載された表層堆積物（グラブまたはコア）の間

隙水のフィールド抽出と分析の両方が含まれ、Cranford ら（2020）で修正されています。 

材料リスト 

• フィールドでの使用に適した UV分光光度計（例：IMPLEN C40モバイルナノフォト

メーター） 

• 石英キュベット：200～2500nm のスペクトル範囲、パスレングス 10mm、容量

1.4ml（例：Helma Analytics No 104-B-10-40）。石英が必要なことに注意してくだ

さい 

• 5 cm の RizoCera 間隙水抽出機(https://www.rhizosphere.com/rhizocera)。 

• 10 cc のシリンジ 

• 10 cc のシリンジ内に収まるステンレス製の圧縮バネ 

• 00 µL ガスタイトシリンジ  (例 : https://www.hamiltoncompany.com/laboratory-

products/syringes/80630) 

• キュベットの洗浄及びサンプルの希釈用の 1 mL ピペッターまたはボトルディスペン

サー 

• 0.44M または同等の濃度の水酸化アンモニア 

• 希釈水（飲料水で十分）を pH 8～10 の間に調整するための pH ストリップ 

• 硫化物 WP-認証標準物質（Sigma 社から入手可能：QC1034-20mL）1 ヶ月間隔での

装置キャリブレーション用 

• 標準を調製するための 1L 及び 5L のピペッターと 10～20mL のバイアル 

• キュベットの洗浄面に使用するためのリントフリーの光学用ワイプ（Kimwipes など） 

 

間隙水の抽出 

1) 堆積物サンプラー内の水を沈殿物表面まで排出します。 

2) ステンレス製のバネ付きシリンジを用いてプランジャーを押し下げ、RhizoCera を

装着して 45°の角度で堆積物表面に挿入します。プランジャーを放し、深さ 0～2cm

までの自動間隙水抽出を開始します。 

3) 約 2 分後、シリンジ内には十分な間隙水（0.5～1mL）が入っています。 

4) 堆積物からシリンジを外し、RhizoCera を取り除きます。シリンジ内の水は、

RhizoCera を洗い流すためにのみ使用されるので、廃棄します。 

5) 100μL のシリンジの針を RhizoCera の内部に直接挿入し、100μL のサンプルを取り

出します。 

6) 再使用する前に、RhizoCera の外側に付着した堆積物を洗い流します。 

 

注：RhizoCera の内部は、抽出手順中のサンプル間で自動的に洗浄されます。 

https://www.rhizosphere.com/rhizocera
https://www.hamiltoncompany.com/laboratory-products/syringes/80630
https://www.hamiltoncompany.com/laboratory-products/syringes/80630
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紫外線分光光度法による分析 

1) 分光光度計の電源を入れ、可能であれば、230、240、250 nmの波長のデータ出力を

選択します。それ以外の場合は、フルサンプルスキャンを保存します。 

2) 1Lの希釈水に少量の水酸化アンモニウムを、pHが 8～10になるまで加えます。この

量のバッファリングされた希釈水は、日常的な使用には十分です。 

3) 石英キュベットをすすぎ、1mL のバッファリングされた水を加えます。 

4) リントフリーワイプでキュベットの外側をきれいにし、機器に装着します。このブ

ランク液を使って機器をゼロにします。機器のブランキングは定期的に行ってくだ

さい。 

5) 1mL のバッファリングされた水が入ったキュベットに 100µL の間隙水サンプルを加

え、反転させて混合し、3つの波長での吸光度を記録します。ほとんどの装置には、

フルスキャンを保存する機能があります。 

6) キュベットを取り出し、バッファリングされた水ですすぎ、次のサンプルの準備を

します。 

7) 吸光度値と下記のキャリブレーション手順で求めた回帰式を用いて、総遊離硫化物

濃度を算出します。吸収データは 3 つの波長で提供されていますが、S2-は 2 以下の

吸光度が得られる最も低い波長でのみ計算されます。230nm の吸光度が 2 以上であ

れば、240nm の吸光度を使う、など。 

 

 

機器のキャリブレーション 

キャリブレーションは非常に安定しており、月に一度、機器が損傷していないことを確認す

るために実施するだけで構いません。濃度が既知の ISO 認証標準物質（CRM; 硫化物 WP）

をストック液として使用し、連続希釈（1:2、1:5、1:10、1:50、1:100）で5種類の作業標準

液を調製します。 

1) ピペッターとバッファリングされた水を用いて、CRM のストック液を希釈し、5 種

類の既知濃度を調製します。 

2) 機器をブランク（ゼロ）にしてから、1 mL のバッファリングされた水での希釈を含

め、サンプルと同じ手順で標準試料を分析します。選択した 3 つの波長（230, 240, 

250 nm）の結果を記録し、2.0 より大きい吸光度は除外します。 

3) 2.0 より大きい吸光度を除外し、回帰分析（x = 選択した波長での吸光度、y = µM 単

位での標準濃度）を用いて 3 つのキャリブレーション式（各波長ごとに 1 つ）を算

出します。 

 

注：3 つの波長における S2-の濃度範囲は以下の通りです: 

230 nm: 0～2,000 µM (High から Bad までの全 EQS 条件の定量に適しています) 

240 nm: 2,000～4,000 µM 

250 nm: 4,000～10,000 µM 

注：高濃度の場合は 260 nm を使用可能 
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酸化還元電位（Eh）の測定 

Eh は、銀/塩化銀または白金の参照電極を使用する酸化還元電位（ORP）プローブを用いて、

グラブ/コア内で直接測定することができます。ORP プローブは、厳密な製造業者の仕様に

基づいてキャリブレーション、操作、保守を行う必要があります。ORP 測定値（ORP、

EAg/AgCl または EPtと呼ばれる）は、それ自体が曖昧であり、ユーザーがデータを解釈するた

めには、基準スケールを指定する必要があります。水素スケールに変換した ORP 測定値は

「Eh」として報告され，一部の出版物では同じ測定値を EhNHE.と表記しています。Ag/AgCl

または Pt 電極を用いて現場で得られた ORP データ（mV）は，以下のように水素スケール

に変換されます: 

Eh = ORP (mV) + 参照電極の半電池電位 

ここで，Ag/AgCl または Pt 参照電極の半電池電位は、充填液のモル濃度と測定温度に関係

します。 

Ag/AgCl 参照電極の半電池電位 

T (°C) KCl 充填液のモル濃度 

1.5M 3M 3.3M 3.5M 4M 

5 254 224 220 219 219 

10 251 220 217 215 214 

15 249 216 214 212 209 

20 244 213 210 208 204 

25 241 209 207 205 199 

30 238 205 203 201 194 

 

1. ORP プローブは、プローブ位置周辺の堆積物を 2cm の深さまで攪拌した後、コア/グラ

ブ内の堆積物表面に深さ 1cm 程度まで直接挿入することができます。ORP 電極の先端

と湿った堆積物が完全に接触していることを確認します。 

2. サンプルの温度を記録します。 

3. ORP mV 値は 1～2 分以内に安定するはずです。酸化的な堆積物のように、酸化還元条

件が単一の酸化還元反応によって制御されていない場合は、電極電位のゆっくりとした

連続的なドリフトがしばしば見られます。この時間以内に安定しない場合は、任意の時

間（3〜4 分）を選んで mV 値を記録することができます。還元された堆積物の電位は、

通常、より迅速に安定します。 

4. 電極充填液のメーカー情報と堆積物温度のデータを用いて、上述のように通常の水素電

極に対する ORP 電位（mV）を補正します。 
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判定基準 2.7 - 水質 

 

判定基準の範囲 2.7 – 策定中. 

 

根拠 – 水産養殖システムからの溶存及び粒子状の栄養分の放出は、受入水域の富栄養化を

加速させ、長寿命の大型藻類からより有害な種や成長の早い植物プランクトン（有毒種を含

む）へと種の構成が変化する原因となります。主に懸念される栄養素は、窒素化合物、リン

酸塩、溶存及び粒子状の有機物です。濁りや酸素欠乏（低酸素）を含む水質への影響は、影

響を受けやすい水生種を減少させ、水生生態系全体に連鎖的な影響を与え、局所的及び地域

的なスケールで動植物の豊富さと生物多様性が全体的に失われる可能性があります。水質の

全般的な悪化は、人間の他の水利用や生態系サービスを妨げることもあります。 

影響の規模と深刻さは、受入水域の同化能力に影響を与える一連の生物学的及び非生物学的

要因に左右されます。これらの要因には、水路の特徴、回転率、温度-成層化プロファイル、

塩分、及び自然と人為的な栄養源の相対的な寄与が含まれます。閉鎖的で高度に成層した湖

や栄養不足の「貧栄養」の淡水湖の富栄養化は特に懸念されており、より予防的な管理手法

を取り入れることが望まれます。栄養物の流出と富栄養化が沿岸生態系にどのような影響を

与えるかについての科学的理解には、依然として大きなギャップがあります。 

養殖場の影響は、受入水域での適切な配置とモニタリング体制によって限定することができ

ます。溶存栄養塩と粒子状栄養物の放出は、飼料と肥料の利用の改善（例：消化率の向上）

（「栄養効率」またはインプットリミット）と、実行可能な場合には養殖場での栄養物の遮

断対策（アウトプットリミット）によっても限定することができます。 

 

意図  – 養殖場から排出される溶存・粒子状の栄養物や懸濁物質が、受入水域の水質やそれ

に関連する生態系の構造・機能に悪影響を及ぼすリスクを評価し、最小化することを目的と

しています。 

 

指標:  

 現段階では、この判定基準に対応する指標はありません。以下の推奨

について、ステークホルダーのインプットが求められています。 

 

水質についての改訂 

 

この改訂の目的は、すべての異なる水系タイプ82に立地する、あるいは排出されるすべての

主要な生産システム83における水質への影響を総合的に取り扱う指標を定義することです。

技術作業部会（TWG）は、ASC 基準の水質に対する現在のアプローチを改訂し、最新の科

学的知識と養殖業界における現在のベストプラクティスに基づいて改訂された指標を推奨す

るために設けられました。 

 

改訂の範囲には、以下の 3 つの要素が含まれています: 

 

 
82 水系タイプ: 海洋、汽水、淡水。 
83 主な生産システムは、生け簀、垂下式/オフボトム、イン/オンボトム、陸上式（定点換水システム。例：池、レースウェイ、

フロースルー、RAS）である。 
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1. 立地：養殖場の立地の要求事項は、栄養状態やより局所的な成層特性に応じた水域の分

類に基づいています。 

2. 影響：受入水域における因果関係及びより直接的な生物学的影響のモニタリング。 

3. インプット-アウトプット管理（IOM）：栄養物のインプットとアウトプットの制限。 

 

現在までに TWG は、湖沼や貯水池84における開放型生産システムの水質に関する指標の改

訂に向けた推奨を行っています。TWG は、パブリックコンサルテーションを通じて、推奨

に対するステークホルダーのフィードバックを求めています。このフィードバックが、湖沼

や貯水池の開放系システムのための最終的な生合成のある水質指標の開発をサポートするこ

とを意図しています。ASC は 2022 年 9 月に、他の生産システムや水系に関する推奨事項と

ともに、この最終的な整合性のある指標をパブリックコンサルテーションのために提示する

ことが想定されています。 

 

湖沼や貯水池に流入する開放系システムの水質指標の改訂案に関する主な考慮事項と推

奨事項 

1. 立地 

 

1.1. 栄養状態の分類 

指標の改訂に関する推奨事項:  

1) 局所的な成層特性に関連する影響をモニタリングし排除するために、認証単位周辺の

ベースライン DO 及び温度-深度プロファイルを測定すること。 

2) Tier 1 指標（[TN]、[TP]、及び透明度(Secchi disk)）の測定に基づき、水域の初期栄養

状態の特性評価を実施すること。 

3)  [Chl-a]を Tier 2 指標として追加すること - 他の二次的な非生物学的要因（例：温度や

光量に対する季節的・緯度的な影響）との共分散を考慮。 

 

注: TWGは、一連の指標に対する普遍的な要求事項が、状況によっては不必要な負担とな

る可能性があることも認めています（例：貧栄養の温帯湖沼や貯水池ではPだけで十分な

場合があるなど）。適切に設計された段階的な意思決定アプローチが、この懸念に対す

る解決策となるかもしれません。 

 

1.2. 同化能力のモデリング 

指標の改訂に関する推奨事項:  

 
84 貯水池は、主要な公益機能（例：灌漑、水力発電、水供給）のために建設された人工システムであるが、他の重要な生態系

の機能及びサービスを支えることもできる。このような背景のもと、本書では、湖が言及されている場合、貯水池も包含され

るものとする。 
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1) 小規模（<1,000km2）の超貧栄養湖において、栄養状態に変化がないことが同化能力

調査で示されている場合には、生け簀の認証を認めること（後述の N と P の制限条件

に関連した資格を条件とする） 

2) 自然と人為的な栄養強化源を説明し区別するために、発生源配分モデルの使用を要求

すること。 

3) 同化能力モデルが、過去のデータ及び/または発生源配分モデルに基づいて信頼性を

持って確認される場合、基準は自然の中富栄養水系における生け簀の認証も認めるべ

きである。 

4) 季節的または長期的な成層の特徴が顕著なすべての水系において、DO と温度-深度の

プロファイリングを必要とすべきである。 

5) さらに潜在的な立地指標として、養殖場周辺の長期的な DO と温度の成層傾向のモニ 

タリングを追加すること。5 年間の養殖場データが収集され、影響指標要求事項（セ

クション 2）の一部としてレビューされるまでは、特定の立地要求事項を設定するこ

とを一時停止するべきである。このレビューは、「大規模な」湖沼系と「小規模な」

湖沼系の両方に適用されるべきである。 

6) 現在の基準では、大規模な湖沼については同化能力のモデルをよりローカライズする

ことが認められているが（例：湾）、この基準は、養殖場がその近辺だけでなく、水

域の他の場所でより広い許容できない影響を及ぼすことを防ぐため、さらに前身させ

るべきである。 

7) 立地要求事項は、上述の 5 年間のレビューを前提に、異常気象の再現期間に伴う栄養

物の再懸濁のより大きなリスクに関連する水深の遷移ゾーンも考慮すべきである。 

8) 現行の基準は、恒常的に成層している水系にも適用されており、大規模な水域では、

次層膜が十分に洗い流されている（すなわち、成層していない）地域や、流体力学的

に隔離された湾の外側に限定されている。しかし、TWG は、特に大規模なシステム

において、より局所的な影響の可能性を考慮し、成層の程度や変動性が低い場合に

は、より具体的に示すべきだと考えている。 

 

2. 受水の「影響」 

富栄養化に対するメートル法による制限 

指標の改訂に関する推奨事項:  

1) 以下の「養殖場が水質に与える影響を評価するための簡易ツールの提案」で提案され

ているマスバランス比アプローチを用いて、N＆P が制限される状況と共制限される

状況の間で要求事項を区別すること。シンプルな定常栄養物負荷モデルにより、限ら

れた表水層の WQ データに基づいて現在の N と P のインプット量、及び N と P のど

ちらの多量栄養素が制限されている可能性が高いかを推定することができる（これは

基本的な最低限のことであり、養殖場は必要に応じてより強固なアプローチを使用す

ることができ、また使用すべきであると考えられる）。 
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2) 小規模な水域と大規模な水域における P のベースラインリミットからの最大増加量

を、それぞれ 25％と 20％85に維持すること。 

3) P が富栄養化の制限因子であると判断された場合、または N と P が共制限であると判

断された場合には、いかなる水域の栄養転換も認めないという現行の条件を維持する

こと。 

4) マスバランス推定法に基づく BOD の養殖場レベルでのモニタリングに関する要求事

項を維持すること。特に、中温帯における富栄養化の制限栄養素が N であると判断さ

れた場合（水質サンプルに基づく養殖場レベルでの測定は、サンプリングや分析上の

問題から実用的ではないと考えられた）。 

 

注: 

• 上述のもの（TN、TP、透明度[Secchi disk]、Chl-a）以外の基準でモニタリングの要

求事項がある WQ パラメータには、水の伝導性、ToC、TSS、NH4 NO3、Ortho-P が

あります。TWG は、NH4 は養殖株の原位置での繁栄の指標となる可能性はあります

が、受入水質の指標としては適切ではないと考えています。伝導性は水質の一般的な

指標であり、湖水特有の伝導性は滞留時間の代用として使用されています。同様に、

有機炭素のインプットが富栄養化を促進する条件も存在します。しかし、これら 2 つ

のパラメータの測定に関する既存の標準的な要求事項には、明確な根拠や測定限界が

ありません。 

• TWG はまた、底生生物のすぐ上（0.5m）で DO を測定する要求事項の実用性につい

ても疑問を呈しました（サケ準）。ここでは、センサー技術の向上により、底生生物

の測定も可能になると考えられました。しかし、要求事項は、底生生物の判定基準に

おける酸化還元測定の要求事項とクロスチェックされるべきであり、すなわち、この

中間部ゾーンにおける酸素化の代理となります。 

• 現在の BOD 要求事項は、サケ基準に限定されていますが、養殖場に（特定の時点で

のサンプルを実験室で分析するのではなく）栄養物のマスバランス・アプローチ86を

用いて、生産サイクル全体に関連する BOD を IOM 指標（性能制限なし）として推定

することを要求しています。Chl-a が植物プランクトンのレベルを直接示すのに対

し、BOD はバクテリアの代謝を示します。つまり、BOD は貧栄養ゾーンにおける富

栄養化の影響を示す「影響」指標として機能する可能性があります（サケ基準は排水

の BOD モニタリングにも言及していますが、特定の要求事項はありません）。BOD

指標は、より中間富栄養化／複合富栄養化の文脈でも適用できるかもしれません。し

かし、長くて高価な実験室での分析の必要性とサンプル管理の制約は、多くの環境に

おいて実施の上での課題となりそうです。TWG は、多くの生産環境における BOD

（及び富栄養化の最も直接的な指標である Chl-a）の実験室ベースの分析に関する実

用的な限界を認めています（センサー技術の進歩により、Chl-a のコスト効率の良い

 
85 TWG は、N と P の変化率制限に差を設けるべきかどうかを検討した(潜在的には N の変化をより大きく認める)が、特に熱

帯地域の中富栄養湖の詳細な窒素収支がないことから、より予防的な立場をとることにした。 
86 生産サイクルにおける飼料と魚の生産における N＆C の入出力の差の推定に基づく 
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正確な原位置の測定が可能になりましたが、BODについては同様の進歩と実現可能な

オプションがありません）。 

• 窒素が制限された水系では、栄養状態の「転換点」を確実に分類して制限をかけるこ

とができないため、別の、あるいはより厳しい影響評価指標が必要です。窒素の制限

（または P との共制限）は、P の負荷87が高い富栄養状態で最も一般的です。このよ

うな状況下では、上述のモデル化された BOD の寄与に制限を設けることが現実的で

あるかもしれません。これは、個々の養殖場レベル（以下の推奨事項）及び/または

ランドスケープレベルで適用できます。後者は、セクション 3（インプット-アウトプ

ット管理）に追加されています。 

 

水域の成層化と富栄養化の影響 

指標の改訂に関する推奨事項:  

1) 成層した水域における酸素と温度-深度のプロファイルの測定を要求し、サンプル設

計には季節やより広いシステムの変動性を反映させること。認証された養殖場は、測

定限界値の設定や関連する管理介入要求事項、さらには追加の立地要求事項の可能性

を評価するために、この要求事項の導入後 5 年間にわたってデータを収集することが

求められるべきである。 

  

3. 「インプット」（インプット-アウトプット管理） 

栄養物の利用効率 

指標の改訂に関する推奨事項:  

1) 効率指標の限界値88は、養殖種に加えてライフステージを考慮して調整すべきであ

る。 

 

飼料の品質保証 

指標の改訂に関する推奨事項:  

1) 飼料品質効率の評価基準は、飼料水の安定性やペレットの沈殿率などの養殖場での簡

単な試験に加えて、飼料のタンパク質消化率（魚類の飼料に含まれる N と P の主な供

給源として。特に P に重点を置いている）の評価・制限を必要とするように拡張され

るべきである。TWG は、最終的にこのような要求事項が新しい ASC 飼料基準の一部

として開発され、ASC 養殖場基準の養殖場の調達要求事項とリンクすることを推奨し

ている。 

 
87 リンと窒素の両方が自然に不足している山岳地帯や高緯度地域などの貧栄養水域では特に、窒素が制限されることもある。 
88 例：サケ基準の指標 8.4。12 ヶ月間に生産される魚 1 トンあたりの環境中に放出されるリンの最大総量。要求事項：12 ヶ月

間に生産される魚 1 トンあたり 4kg。 
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WQ データの収集と透明性 

指標の改訂に関する推奨事項:  

1) 養殖場に対して、水質のベースライン及びモニタリングデータを ASC に提出し、公

開するよう求めること。 

2) 中栄養の BOD に対する部門別寄与度のマスバランスモデリングを可能にするデータ

の提出を養殖場に求めること。この場合、養殖場は認証を受けていない養殖場にその

ようなデータ提出を求めたり、生け簀の数や面積などに基づく代理推定値を用いたモ

デリングを共同で行ったりする必要があるかもしれない。 

 

エリアベースの管理 

このテーマは、TWG が残りの議論の一環としてさらに深く掘り下げていくことになりま

すが、現在の審議の中で、TWG は以下のことを議論しました:  

• 受入水域の栄養物濃度に絶対的な制限を設けることで、認証養殖場に他の水利用者と

積極的に協力して富栄養化を管理するという効果的なインセンティブを与えること
89。しかし、TWG は、多数の養殖場から許容できない影響が出ている場合、認証養殖

場は集団行動とスチュワードシップの責任を負うことを基準に明記すべきだと考えま

した。 

• これには、適切な「ランドスケープ」スケールでのエリアベースの管理アプローチの

さらなる開発と採用が必要です。例えば、データの収集、共有/透明性、及び養殖場の

立地・飼料インプットの品質・慎重な養殖場管理と管理手段に関連した緩和のフィー

ドバックループなどが挙げられます。 

• このような要求事項の設計では、インセンティブ（費用負担、生物学的性能、大企業

/パートナー支援の社会的ライセンスに関わる戦略的機会など）と参加への障壁も考

慮されます。 

• TWG は、WQ 管理のための ABM 要求事項は、他の基準分野で進行中の同様の議論と

連動して調整されるべきであると推奨しています。 

• サケ基準におけるウミジラミ管理のための要求事項は、既存の基準における ABM の

例として挙げられました。TWG は、多くの熱帯淡水システムに典型的な、より細分

化された生産状況における関与とただ乗りに関する非常に異なる課題を指摘し、この

ような基準の開発を支えるために、マルチステークホルダーのさらなる関与が必要で

あることを強調しました。 

 

 
89 このことは、インドネシアのトバ湖において、富栄養化の傾向に対応して、ASC 認証養殖場（大規模なティラピア生け簀養

殖家）が小規模養殖家に協力・支援している様子を見たパネルの意見にも裏付けられています。 
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指標の改訂に関する推奨事項:  

1) 具体的な改訂指標が決定されること。TWG は、現行基準における WQ 管理の ABM 要

求事項に大きな欠陥があることを指摘した。また TWG は、多くの小規模企業を含む

細分化された生産環境においては、特にこの分野は非常に困難であると感じている。

これには、天然資源管理に関する他の分野の専門家や経験者（合意形成、紛争緩和、

利害関係者・組織分析など）の関与が必要である。理想的には、複数の整合性のある

基準に基づいて ABM 要求事項を幅広く検討する一環として行うことが望ましい。 

2) 認証された養殖場が、適切なランドスケープ・スケールで他の養殖場や水利用者と飼

料投入・生産物の要求事項を調整することを義務付ける追加の ABM指標を開発するべ

きである（すなわち、立地・分類の要求事項と結びつける）。 

根拠を含む改訂版判定基準に関する TWG の推奨事項の詳細は、湖沼・貯水池の水質指標

の改訂に関する ASC への TWG の推奨事項を参照のこと。 

 

養殖場が水質に与える影響を評価するための簡易ツールの提案 

  

このセクションでは、養殖活動による栄養物の増加に伴う表層水の栄養物濃度の増加の

予測に基づき、養殖場が水質に与える影響について、監査可能で複雑さを最小限に抑え

た評価を行うための手順を示しています。この評価手順は、公表されている定常状態の

水質モデル、認証プロセスの別の場所で収集されたデータ、養殖場が認証を求めている

水域に関するその他の公的に利用可能な地理的データ、及び窒素（N）とリン（P）の両

方が淡水の一次生産性を制限する可能性があるという新たな科学的コンセンサスに基づ

いています（Paerl et al.） 

ここで説明されている手順は、養殖場が水質に与える潜在的な影響を監査可能な形で評

価するための可能な最小閾値として提示されていることを強調しておかなければなりま

せん。影響の許容レベルを決定するためにどのような基準を使用すべきか（ベースライ

ンからの増加率、栄養状態の閾値の境界など）については、基準の別の場所で扱われて

いるため、本提案は中立のままです。さらに、本提案では、認証申請者が新たな養殖事

業を行う前に、濃度の意味のある推定値（例：幾何平均値）を算出できるように、候補

水域で窒素合計とリン合計の両方について十分なモニタリングを行っていることを前提

としています。したがって、適切な水質サンプリング戦略についての議論はありませ

ん。 

富栄養化の影響を評価する際には、NとPの両方のインプットを考慮する必要があること

を示唆する科学的証拠が増えています。P 制限のパラダイムは歴史的に湖沼管理の有用な

指針となってきましたが、大気中の重要な N 排出源に近接した温帯地域以外（すなわち

熱帯地域、さらには亜寒帯地域も増えています）の水質への影響の可能性を完全には把

握できないかもしれません。多くの淡水湖や貯水池は、N が制限されているか、N と Pの
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両方が制限されており、どちらかの栄養素を追加で投入すると、水質の悪化につながる

可能性があります（Paerl et al. 2016 及びその参考文献） 

一次生産性の向上とそれに続く水質障害に対して最も可能性の高い制限栄養素（N または

P）は、水域への N 合計及び P 合計の投入量に対する質量比（NIn 及び PIn;；Paerl et 

al.2016）に基づいて決定することができます。Guilford と Hecky（2000）によって合成

された大量のデータに基づいて、Paerl ら（2016）は、NIn:PIn≥23,の質量比の場合、湖は

一般的に P が制限されていることを示唆しています。NIn:PIn≤9,の場合、湖は一般的に N

が制限されています。中間的な NIn:PInの比率（9 と 23 の間）では、湖は N と P の両方が

制限されています。Paerl ら（2016）が提示した実際のスキームは、N の固定と脱窒の相

対的な速度も重要であることを指摘しているため、若干複雑になっています（すなわ

ち、脱窒が固定を大幅に上回る場合、N 制限の可能性が高くなります）。この複雑さをプ

ロトコルに組み込むことができます。例えば、深水層無酸素状態の水域は脱窒率が高

く、ラン藻の繁殖が見られる水域は N 固定率が高いと考えられます。 

最も可能性の高い制限栄養素（N、P、またはその両方）と栄養物濃度の変化は、公表さ

れている定常状態の水質モデル、参照用の状態（養殖場前）を評価するために必要なモ

ニタリング、養殖場経営に伴うNとPの投入量の評価を用いて推定することができます。 

定常水質モデル（Vollenweider、Dillon-Rigler など）は通常、湖に流入する P の質量（PIn 

kg/yr）と経験的な保持係数 rPに基づいて、湖から流出する P の質量（POut; kg/yr）を推定

できると仮定しています（例えば、Brett and Benjamin 2008 を参照）。 

POut = (1 – rP)PIn                                                                                             (1) 

N についても、インプットと保持の関数としてアウトプットを予測する同様の定常モデル

が存在します（例えば、Harrison et al.2009）。 

NOut = (1 – rN)NIn                                                                                            (2) 

湖沼から流出する水の栄養物濃度（[NOut]及び[POut]; mg/l）は，表水層の濃度（[NEpi] 及び

[PEpi];mg/l）と同じであると仮定することができます。また、表水層内の濃度は、水柱内

の平均濃度（[NLake] 及び [PLake]; mg/l）の妥当な代用であると仮定することができます。 

[NOut] = [NEpi] = [NLake]                                                                                  (3)  

[POut] = [PEpi] = [PLake]                                                                                    (4) 

水域の流出口を通る年間の水量（QOut; m3/yr）を用いて、システムから流出する栄養物の

質量を推定することができます: 

POut = 0.001 [POut] QOut                                                                                   (5) 

NOut = 0.001 [NOut] QOut                                                                                  (6) 

年間流出量は、直接得られる場合と、年間単位流出量（mm/yr）と集水域面積から得られ

る場合があります。一般的に、このような測定は国の水路機関によって行われます。測
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定値が得られない場合は、年間流出量の推定値を得るために利用できる、一般にアクセ

ス可能な多くのグローバルデータベースがあります（例えば、Ghiggi et al.） 

 (1)と(2)を再整理し、(3)と(4)の等価性を用い、(5)と(6)に代入することで、表水層の（測

定された）水化学に基づいて、現在の栄養物の投入量を推定することができま: 

PIn = (0.001 [POut] QOut)/(1 – rP)                                                                    (7) 

NIn = (0.001 [NOut] QOut)/(1 – rN)                                                                   (8) 

rP（Brett and Benjamin 2008 にまとめられている）と rN（Harrison et al.2008 にまとめら

れている）は、年間流入量（QIn; m3/yr）、水域面積（A; km2）、平均水深（z̄; m）に基づ

いて推定することができます。 

Harrison ら（2008）の表 2 には、温帯及び熱帯地域の湖沼及び貯水池の一連の N 保持係

数が示されています。これらはすべて、以下の形式です。 

 rN = 1 – exp(-vf/Hl)                                                                                       (9) 

 ここで、vf (m/yr)は経験的に決定された見かけの沈降速度、Hl(m/yr)は A と QIn から決定

された水理学的負荷です。 

 Hl = QIn/(1000000 A)                                                                                  (10) 

水域の表面からの蒸発により、QIn はほぼ常に QOut よりも大きくなります。Wang ら

（2018）は、ルックアップ関数として実装可能な緯度の関数としての湖沼蒸発量（E; 

mm/yr）の推定値を提供し、McMahon ら（2013）は、測定値が得られない場合の蒸発量

のモデル化に関するガイダンスを提供しています。 

QIn = QOut + 1000 EA                            (11) 

Brett と Benjamin（2008）は、Vollenweider アプローチの様々なバリエーションを用い

て、湖沼のPのインプットとアウトプットの測定に関する大規模な発表データを統計的に

再評価しました。彼らは、最適なモデルでは、平均水理滞留時間(τw; yr)に基づいて P の保

持係数をシミュレーションし、指数 x=-0.53 と経験的な係数 k（yr-0.47）を挙げたと結論づ

けています。 

rP = k τw
x/(1 + k τw

x)                                                                                    (12) 

平均水理滞留時間（τw;yr）は、平均水深と水理負荷から求めることができます: 

τw = z̄ / Hl                                                                                                    (13) 

rP と rN の式を(7)式と(8)式に代入することで、現在の水質測定結果に基づいて水域への栄

養物の負荷を推定することができます: 

PIn = (0.001 [POut] QOut)(1 + k τw
x)                                                               (14) 

NIn = (0.001 [NOut] QOut) exp(vf/Hl)                                                              (15) 
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式(14)と(15)は，養殖場経営開始前の栄養物投入量を簡単かつ監査可能な形で推定し，

Paerl ら(2016)のタイポロジーを用いて，システムが N 制限，P 制限、または共制限のい

ずれであるかを評価することができます。新規養殖場経営に伴う N または P の投入量増

加の影響は、式（14）及び（15）で得られる現在の栄養物投入量と養殖場の投入量の評

価を用いて、式（1）及び（2）を用いてシミュレーションすることができます。 

ここで紹介したアプローチは、スプレッドシートとして簡単に実装できます。そうする

ことにより、特別なツールやソフトウェアを使わなくても、応募者が自分で計算するこ

とができます。 
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判定基準 2.8 – 塩化 

 

判定基準の範囲 2.8 – 開放型生け簀養殖システムを除くすべての UoC 

 

根拠 – 塩化とは、土壌や淡水（地表水と地下水 1の両方）2の塩分濃度が上昇することです。

塩化は、自然現象として起こる場合と、人間の活動によって起こる場合があります。塩化は

農地に影響を与え、気候変動によって悪化することが予想されます。塩分の影響を受けた農

地では、作物の収穫量が減少したり、塩分が植物の根系や水分を吸収する能力に影響を与え

るため、作物の成長が完全に阻害される可能性があります。これは農家の収入に直接影響を

与えるため、貧困率を高める可能性があります。また、より多くの耕作可能な土地を求めて

コミュニティがその地域を放棄することもあります。農作物の生産性の低下は、世界人口の

増加による圧力の増大と相まって、主に塩害の影響を受けている地域において、2050 年ま

でに食糧生産量を 70％増加させる必要があると予想されており 3、世界的な食糧安全保障の

問題となっています。自然の生態系も、農作物と同様に、植物の生育の低下や阻害を通じて、

塩害の影響を受ける可能性があります。動物は、生息地や食料源の喪失によって直接影響を

受けます。さらに、塩分濃度の範囲が動物の浸透調節の許容範囲を超えた場合、動物は影響

を受ける可能性があります。これは、生物多様性や生態系の機能の低下につながります。特

に、世界人口の増加に伴う自然生息地への圧力の増加と相まって、塩化は懸念すべきテーマ

となっています 4。 

 

水産養殖の分野では、塩分を含んだ水域（水産養殖池など）からの浸透、塩分を含んだ水の

淡水への排出、塩分を含んだ水の地下水への浸入、バイオソリッドの投棄などが塩化の原因

となります。バイオソリッドの投棄は、気候変動の影響による海面上昇や地盤沈下によって

さらに増幅される可能性があるため、特に沿岸地域に関連しています。 

 

ASC の塩化に対するアプローチは、土壌や淡水の塩化という世界的な問題に対する養殖場

の寄与を最小限にするために、池のライナーや塩分濃度のモニタリングなどのベストプラク

ティスを実施することです。 

 

意図 – 養殖場は、その活動による土壌や淡水資源の塩化のリスクを低く抑えます。 

 

主な変更点の正当性  

この判定基準の意図は、陸上の塩水システムの塩分濃度の影響に対処することであるた

め、対象範囲を「すべての UoC」から「開放型生け簀と淡水系を除くすべての UoC」に

変更しました。ライナーにプラスチックを使用することによる影響を考慮して、ASC

は、土壌の浸透性が高い場合にのみ、非プラスチック製のライナーを使用することを提

案しています。  

 

主な考慮事項  

塩害に関連する指標を持つ現在の ASC 基準では、土壌の透水性やライナーの使用を考慮

していなません。そのため、ASC は指標 2.8.1 を中心としたすべての指標についてのフ

ィードバックを求めています。 
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指標: 

指標 2.8.1 UoC は、透水性の土壌（付属資料 7）における汽水域または塩水域の養殖

池90の場合、非プラスチック製の低透水性ライナー91を使用しなければなら

ない。この要求事項は、養殖池が自然の塩分環境にある場合には適用され

ない。 

指標 2.8.2 UoC は、自然に周期的に塩分濃度が変化する水域92（この場合、排出水の

塩分濃度は、その水域の自然変動の範囲内でなければならない）でない限

り、受入水域（または陸地）の塩分濃度と同等またはそれ以下93 94の塩分濃

度の水のみを排出するようにしなければならない。 

指標 2.8.3 UoC は、汽水域または塩水域の水を陸地に排出してはならない。 

指標 2.8.4 UoC は、定期的なモニタリング95により、養殖水に使用する地下水の井戸

の塩分濃度が増加傾向にないことを証明しなければならない。UoC が井戸

のモニタリングを行うことが法的に認められていない場合は、塩分濃度が

減少傾向にないことを証明するために、規制当局の記録を入手しなければ

ならない。 

 

ASCリスク管理フレームワークに関する要求事項– 塩化、2.8.1 のサポートのため 

指標 2.8.5 

RMF シンボル 

評価: 

UoC は、リスク管理フレームワーク（RMF）アプリ96を実行し、養殖水97の

浸透やバイオソリッドに起因する土壌や淡水の塩分化の可能性を高める要

因を含む、外部及び内部の文脈を理解するためのアセスメントを実施しな

ければならない。評価結果は、塩化のリスクを低減するための可能な対策

と、対策の有効性を監視するための指標を提案するものである。 

 

外部文脈（UoC 外）における潜在的な推進要因:  

- 水ストレスを受ける地域 

- 気候変動の影響を受ける地域 

- 同じ水源の複数の利用者 

- 不十分な法律や規制、または施行の不備 

- 土壌や淡水の塩分化の歴史とその蔓延 

 
90 すなわち、これら 2 種類の水系タイプ（汽水域と塩水域）の塩分濃度は>0.5ppt である。 
91 すなわち、輸入粘土から作られたライナー、原位置の粘土のリッピングと再圧縮、ベントナイトとの混合、ジオメンブレ

ン、コンプサイトライナーなど。 
92 すなわち、河川の河口やその他の水域で、塩分濃度が周期的に変化するもの。また、ポイキロハリン水域とも呼ばれる。 
93塩分濃度の違いを判断するために、次の塩分濃度スケールが使用されている：ライムネティック（淡水；0.5ppt 未満）、オ

リゴ塩水（わずかに塩分を含む；0.5〜4.9ppt）、メソ塩水（中程度の塩分を含む；5〜17.9ppt）、ポリ塩水（高度に塩分を含

む；18〜29.9ppt）、ユーハリン水（海水；30〜34.9ppt）。 
94 塩分濃度: 定義リスト参照  
95 水位や塩分濃度に季節的変動がない場合を除き、毎月モニタリングを行わなければならず、その場合は毎年のモニタリング

が免除される。 
96 RMF アプリへの接続; 策定中 
97 取水地点と排水地点の間にあるすべての水インフラを含み、敷地の境界には関係しない。 
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内部文脈（UoC 外）における潜在的な推進要因:  

- 養殖システムでの汽水または塩水の使用 

- 浸透性のある土壌 

- 天然の非塩分環境 

- バイオソリッドのオンサイト処理 

指標 2.8.6 

RMF シンボル 

計画: 

UoC は、RMF アプリの一部として、2.8.5 に基づくアセスメントによって

決定されたリスクレベルに基づいて、塩害に対するサイト固有のリスク管

理計画（RMP）を策定するために、適切な手段とモニタリング指標を選択

しなければならない。 

指標 2.8.7 

RMF シンボル 

実行: 

a) UoC は、UoC のサイト特有の RMP（2.8.6 に基づいて作成）の一部

として、浸透またはバイオソリッドによる塩化の低リスクを確保す

るための対策（予防、緩和、是正）を実施するものとする。 

b) UoC は、UoC のサイト特有の RMP の一部として、低リスクレベル

の達成と維持を確実にするためのモニタリング 指標（2.8.6 で策

定）を実施しなければならない（時期及び頻度は、RMP 内で定義さ

れる手段特有のものでなければならない）。 

 

c) UoC は、UoC のサイト特有の RMP の一部として、以下の頻度で見

直しを実施しなければならない: 

• モニタリング結果がきっかけとなり、RMP を見直し、改訂する 

• 内部文脈の変化（養殖活動等）が発生した場合に、RMP を見直し、

改訂する 

• 外部文脈の変化（例：気候変動関連）が発生した場合に、RMP を見

直し、改訂する 

 

  



 

ASC 養殖場基準 - パブリックコンサルテーション V (P1, P2, P3) ドラフト – 2022年 3 月                                                  Page 

67 of 176 

判定基準 2.9 – バイオソリッド 

 

 

 

判定基準の範囲 2.9 –すべての土地ベースのシステム、及びバイオソリッドを捕捉または回

収するその他のシステム 

 

根拠 – バイオソリッド[1]は、養殖活動によって生成または蓄積された有機廃棄物と堆積物の

混合物です。バイオソリッドは、養殖システム、用水路、処理システムに蓄積され、除去さ

れます。バイオソリッドの周辺環境への排出や無秩序な廃棄は、富栄養化、塩化、病気や残

留物の拡散、水生生息地の沈降など、環境に悪影響を及ぼす可能性があります。バイオソリ

ッドは、適切に取り扱えば、再利用することができます。バイオソリッドの取り扱い、再利

用、廃棄を適切に管理することは、責任ある農場管理の重要な要素です。 

バイオソリッドによる水質への影響の防止は 2.7 に、淡水や土壌の塩化は 2.8 に、汚染・廃

棄は 2.12 に記載されています。 
[1] バイオソリッド（汚泥）：定義リスト参照。 

 

意図 – 養殖場は再利用のレベルを高め、必要に応じて責任ある廃棄を確保し、バイオソリ

ッドによる水域や土壌の汚染を回避します。  

 

指標: 

指標 2.9.1 

 

UoC は、以下を特定し、文書化するために、アセスメントを実施しな

ければならない: 

- バイオソリッドが蓄積され、除去される地点 

- 塩分、病気、薬剤の残留、その他の有害廃棄物98の残留による

バイオソリッドの潜在的な汚染   

 
98 有害廃棄物: 定義リスト参照。  

主な変更点の正当性   

指標の順序は、基準間の整合性をとるために変更されました。 

サイト特有の管理計画の必要性は、重要な問題を特定して文書化するための一般的な評

価に変更されました。 

水処理システムの洗浄と保守の手順に関する指標は、保守記録を追加で作成する必要が

あり、追加作業が発生する可能性がある一方、付加的な利点がほとんどないため削除さ

れました。この変更は、前回のパブリックコンサルテーションのフィードバックに基づ

いています。 

バイオソリッドの再利用が、抗生物質耐性の形成などの問題を引き起こさないように、

本判定基準では、非汚染バイオソリッドと汚染（塩分、病気、薬物残留、その他の有害

廃棄物の残留）バイオソリッドを区別しています。 

全体的に、再利用はより重要視されています。 

 

主な考慮事項  

優先事項としての再利用の妥当性についてステークホルダーの意見を求めています。 

https://ukc-word-edit.officeapps.live.com/we/wordeditorframe.aspx?ui=de&rs=en%2DUS&wopisrc=https%3A%2F%2Fascaqua.sharepoint.com%2Fsites%2FExternalSharing%2F_vti_bin%2Fwopi.ashx%2Ffiles%2F8c8b9b6183964361ad4cd0669253514b&wdenableroaming=1&mscc=0&hid=0091EB9F-201D-3000-4243-233C33B099BC&wdorigin=ItemsView&wdhostclicktime=1630592510454&jsapi=1&jsapiver=v1&newsession=1&corrid=a2c91fe4-6036-75fc-0270-a77a2b7a1297&usid=a2c91fe4-6036-75fc-0270-a77a2b7a1297&sftc=1&mtf=1&sfp=1&instantedit=1&wopicomplete=1&wdredirectionreason=Unified_SingleFlush&preseededsessionkey=4cedd603-5dcc-098e-5d15-1229e93f452f&preseededwacsessionid=a2c91fe4-6036-75fc-0270-a77a2b7a1297&rct=Medium&ctp=LeastProtected#_ftn1
https://ukc-word-edit.officeapps.live.com/we/wordeditorframe.aspx?ui=de&rs=en%2DUS&wopisrc=https%3A%2F%2Fascaqua.sharepoint.com%2Fsites%2FExternalSharing%2F_vti_bin%2Fwopi.ashx%2Ffiles%2F8c8b9b6183964361ad4cd0669253514b&wdenableroaming=1&mscc=0&hid=0091EB9F-201D-3000-4243-233C33B099BC&wdorigin=ItemsView&wdhostclicktime=1630592510454&jsapi=1&jsapiver=v1&newsession=1&corrid=a2c91fe4-6036-75fc-0270-a77a2b7a1297&usid=a2c91fe4-6036-75fc-0270-a77a2b7a1297&sftc=1&mtf=1&sfp=1&instantedit=1&wopicomplete=1&wdredirectionreason=Unified_SingleFlush&preseededsessionkey=4cedd603-5dcc-098e-5d15-1229e93f452f&preseededwacsessionid=a2c91fe4-6036-75fc-0270-a77a2b7a1297&rct=Medium&ctp=LeastProtected#_ftnref1
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- 給餌を行う場合：主要な栄養素（N、P）の濃度の推定 

- バイオソリッドを現場で封じ込めるためのオプション 

- 現場での封じ込め対策に影響を与える可能性のある、繰り返し

発生する異常気象の予測 

- 廃棄よりも再利用を優先させる可能性の評価 

- バイオソリッドを敷地外で処分する必要性の有無 

指標 2.9.2 バイオソリッドを再利用する場合99、UoC は、汚染されていないバイ

オソリッド（2.9.1 参照）のみを、以下の目的でのみ再利用しなければ

ならない: 

− 農業における肥料としての使用 

− 堤防の維持・建設 

− 道路やインフラの維持管理   

− バイオガス 

指標 2.9.3 UoC は、廃棄が必要な場合、バイオソリッドを責任を持って廃棄しな

ければならない。責任ある廃棄の仕組みは、2.12 材料の使用、廃棄物

及び汚染に記載されている。 

指標 2.9.4 

 

バイオソリッドが敷地外で再利用または処分される場合、UoC は、

2.9.2 及び 2.9.3 に従ったバイオソリッドの再利用または処分のみであ

ることを第三者に保証しなければならない。 

指標 2.9.5 

 

バイオソリッドが敷地内に保管されている場合100、UoC は、繰り返し

発生することが予想される熱帯性暴風雨や洪水などの異常気象の場合

にも、バイオソリッドが養殖場の境界内に収まるようにしなければな

らない。 

指標 2.9.6 

 

UoC は、敷地内で生成されるバイオソリッドの量（m3）を継続的に計

算・記録し、再利用・敷地内での封じ込め・廃棄に分類しなければな

らない。 

 

  

 
99 これは、バイオソリッドが養殖システム、用水路、処理システムなどから除去される場合に適用される 
100 これは、バイオソリッドが養殖システム、用水路、処理システムなどから除去される場合に適用される。 
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判定基準 2.10 –淡水の使用 

 

 

判定基準の範囲 2.10 – すべての UoC 

 

根拠 – 淡水は限られており、様々な要因により需要が増加しています。水産養殖における水

の使用は、他の用途や生物学的プロセスのための水の利用可能性に直接影響します。すべて

の養殖事業者が水の使用量を認識し、養殖プロセスの水効率を改善するために行動すること

が重要です。淡水や汽水域の水源（地表水、地下水など）、地域の条件（降雨量、生態系の

感度など）、取水の強度によって、この資源の利用が自然環境に悪影響を与えるかどうかが

決まります。水ストレスは地域によって異なりますが、世界的には新たな危機となっており、

そのためすべてのシステムにおける保全が不可欠です。比較的少量であるため、この判定基

準では生活用水の測定は必要ありません。 

 

意図 – 養殖場は生産のための水使用を認識し、水源の重要な生態系サービスを維持するため

に水を効率的に使用します。 

 

指標: 

指標 2.10.1 UoC は、取得された水101のレベルが自然水域の最小バイタルフローまた

は地下水貯水池の最小レベルを尊重していることを実証しなければなら

ない。 

 
101 取得された水: 定義リスト参照。 

主な変更点の正当性  

養殖場での水の使用が、養殖場周辺の環境や水源の他の利用者に悪影響を及ぼさないレベ

ルであることを保証するという、判定基準の意図に焦点を当てた変更が行われました。 

最大転用率と水域への還元率に関する指標は削除されました。消費量を削減し、他の生態

系機能に沿った使用を保証することが目的であり、現行の指標はこれらの懸念をより直接

的に表しています。 

他の基準と同様に、リスク管理計画に関する要求事項が追加されました。これにより、各

養殖場のサイトに特有の内的・外的要因を検討し、サイト固有のアクションプランを策定

することが可能になります。 

 

主な考慮事項  

RAS システムにおける水の 90％還元に関する要求事項は、関連性のある指標ではないと

考えられたため、削除されました。意図は、水の摂取量とバイタルフローの測定、及び廃

棄物のモニタリングによってカバーされています。 

最小バイタルフローの測定は非常に複雑な計算であり、多くの水系では合理的ではないか

もしれません。他にどのようにして、利用者が水源の公正な取り分を超えて摂取していな

いことを保証することができるでしょうか？ 

水源の他の利害関係者や流域の利害関係者の追加的考慮は、これを行うための合理的な指

標が開発できる場合には、この指標の下で検討することができます。 
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指標 2.10.2 

 

UoC は、定期的なモニタリング102により、養殖水に使用される地下水の

井戸の水位が低下傾向にないことを証明しなければならない。井戸のモ

ニタリングが UoC によって法的に認められていない場合は、水位が低下

傾向にないことを証明するために、規制当局の記録を入手しなければな

らない。モニタリングは、自然の周期的変動を考慮に入れて調整されな

ければならない。 

指標 2.10.3 

 

UoC は、養殖水の塩分濃度を下げるために、淡水103と定義される地下水

を使用してはならない。 

指標 2.10.4 UoC は、排水が取水と同じ塩分濃度になるように脱塩されている場合104

を除き、淡水の塩分濃度をより高く105してはならない。 

 

ASC リスク管理フレームワークに関する要求事項 – 淡水の使用: 

指標 2.10.5 

RMF シンボ

ル 

評価: 

UoC は、リスク管理フレームワーク（RMF）アプリ106を実行し、淡水の

非効率的な利用や水ストレスを受ける地域での過剰消費の可能性を高め

る要因を含む、外部及び内部の文脈を理解するための評価を行う。評価

結果は、生態系やコミュニティへの悪影響のリスクを低減するための可

能な対策と、対策の有効性を監視するための指標を提案するものであ

る。 

 

外部文脈（UoC 外）における潜在的な推進要因: 

- Aqueduct Water Risk Atlas 

www.wri.org/applications/maps/aqueduct-atlas による、水ストレ

スが増大している地域 

- 同じ水源の複数の利用者 

- 異常気象やその他の水関連の緊急事態（アクセス性、品質の変

化） 

- 不適切な水利権の保護  

- 不十分な法律や規制、または施行の不備 

 

内部文脈（UoC 内）における潜在的な推進要因: 

- 養殖システムへの淡水の利用 

- 地表水や地下水からの淡水の調達 

- インフラの不適切な維持管理（例：パイプの漏れ） 

 
102 水位や塩分濃度に季節的変動がない場合を除き、毎月モニタリングを行わなければならず、その場合は毎年のモニタリン

グが免除される。 
103 淡水; <0.5 ppt. 
104 取水水域が自然の周期的な塩分濃度の変動を有する場合、排水の塩分濃度は、取水水域の自然の変動の範囲内でなければな

らない。 
105 塩分濃度の違いを判断するために、次の塩分濃度スケールが使用されている：ライムネティック（淡水；0.5ppt 未満）、オ

リゴ塩水（わずかに塩分を含む；0.5〜4.9ppt）、メソ塩水（中程度の塩分を含む；5〜17.9ppt）、ポリ塩水（高度に塩分を含

む；18〜29.9ppt）、ユーハリン水（海水；30〜34.9ppt）。 
106 RMF アプリへの接続; 策定中 

http://www.wri.org/applications/maps/aqueduct-atlas
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指標 2.10.6 

RMF シンボ

ル 

計画: 

UoC は、RMF アプリの一環として、2.10.5 のアセスメントで決定された

リスクレベルに基づいて、淡水の使用に関するサイト特有のリスク管理

計画（RMP）を策定するために、適切な手段とモニタリング指標を選択

しなければならない。 

指標 2.10.7 

RMF シンボ

ル 

実行: 

j) UoC は、サイト特有の RMP（2.10.6 に基づき策定）の一環とし

て、以下の対策（予防、緩和、是正）を実施しなければならない: 

a. 淡水資源を効率的に利用すること  

b. 同じ水源を利用する生態系の水供給問題を引き起こすリス

クを最小化すること 

c. 同じ水源を利用するコミュニティの水供給問題を引き起こ

すリスクを最小化すること 

 

k) UoC は、UoC のサイト特有の RMP の一部として、低リスクレベ

ルの達成と維持を確実にするためのモニタリング 指標（2.10.6 で

策定）を実施しなければならない（時期及び頻度は、RMP 内で定

義される手段特有のものでなければならない）。 

l) UoC は、UoC のサイト特有の RMP の一部として、以下の頻度で

見直しを実施しなければならない: 

• モニタリング結果がきっかけとなり、RMP を見直し、改

訂する 

• 内部文脈の変化（養殖活動等）が発生した場合に、RMP

を見直し、改訂する 

• 外部文脈の変化（例：気候変動関連）が発生した場合に、

RMP を見直し、改訂する 
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判定基準 2.11 - エネルギーの使用と温室効果ガス排出量 

 

 

 

 

 

 

 

主な変更点の正当性 

 

変更点 1. すべての養殖種におけるエネルギーと GHG の報告に関する要求事項の追加 

 

概要: 養殖場でのエネルギー使用量を記録することは、ほとんどの ASC 基準ですでに要求

事項となっていますが、養殖場や飼料からの GHG 排出量を計算して報告する必要があっ

たのは、これまで一部の基準（サーモン、スズキ、タイ・オオニベ、カレイ目、熱帯魚

類）に限られていました。 

主な変更点の正当性:全ての魚種におけるエネルギー使用量と GHG 報告の一貫したベース

を持つことは、ASC に生産者の相対的なエネルギーと GHG のパフォーマンスを伝え、エ

ネルギー使用量と排出量が最も少ないシステム、種、慣行を特定し、エネルギー使用量と

排出量を削減する潜在的な機会を特定し、種と生産システムの種類に応じて最も効果的で

実現可能な機会をターゲットにするために生産者と協力する将来のプロジェクトを開発す

ることに役立ちます。 

主な考慮事項: 

• 養殖場でのエネルギー使用量と GHG 排出量の算出に関する具体的な方法論のガイ

ダンスは、付属資料で提供されます。エネルギー使用量と GHG 排出量の推定値の

計算は、ASC の GHG 計算機をオプションとして使用することで容易になります。 

• これまで計算や報告を必要としていなかった種のグループでは、複雑さとコストが

増す可能性があります。計算をサポートするために必要なデータ収集の実現可能性

は、生産者の規模によって異なると思われます。 

• エネルギー使用量と GHG データの正確さと質は、燃料や電気の入力、飼料の使

用、生産量の記録など、計算をサポートするために収集されたデータの質に大きく

依存します。 

• ここでは、養殖場レベルの要求事項はエネルギーに重点を置いていますが、フード

システムには多くの排出要因があることがわかっています（一部の水産養殖システ

ムでは、エネルギーの影響は比較的少ない）。飼料生産からの排出量はモデル化さ

れ、飼料基準を通じて報告されていますが、現在のところ閾値は設定されていませ

ん。加えて、飼料（例：大豆）と養殖場（マングローブ）の両方に関して、基準の

他の部分で土地利用変化の制限があります。 
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変更点 2. エネルギー効率管理計画の導入 

 

概要: この計画は、養殖場でのエネルギー値が保守的な閾値を超えたことをきっかけに、

養殖場でのエネルギー使用に関するエネルギー効率、エネルギー調達、GHG 排出量の改

善を特定して実施するための管理指示を含むことを目的としています。 

 

主な変更点の正当性: EEMP の要求事項は、エネルギー使用率及び/またはエネルギー関

連の GHG 排出量が高い生産者が、効率を改善し、排出量を削減する方法を特定するため

に実際の手順を踏んでいることを示すことを意図しています。 

主な考慮事項:  

• エネルギー効率管理計画は、エネルギー投入量の削減、作業効率の改善、及び/ま

たは化石燃料由来のエネルギー源への依存度を低減するために、養殖場サイトま

たは事業全体レベルで機会を特定するプロセスを通じて、生産者を導くことを意

図しています。 

• 変更点 3 で設定した閾値以下のエネルギー使用量を十分に証明できる養殖場に

は、EEMP は必要ありません。 

• EEMP に含まれる具体的な要求事項と実施された対策の有効性は、生産システム

の種類や環境によって大きく異なる可能性があります。 
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判定基準の範囲 2.11 – すべての UoC 

 

根拠 – 気候変動は、世界的に最も差し迫った環境問題であり、化石燃料を用いたエネルギ

ー消費、森林伐採、その他の人間活動による二酸化炭素やその他の温室効果ガス（GHG）

の排出によって引き起こされます。気候への影響に加えて、GHG は世界的な海洋酸性化の

原因となり、化石燃料の消費は有限な資源の枯渇を招き、国や地域のエネルギーネットワー

クに圧力をかけます。水産養殖からの GHG 排出は、養殖場でのエネルギー使用、飼料やそ

の他の投入物の生産、土地利用の変化によって引き起こされます。気候変動に対応した養殖

生産を行うためには、養殖場やサプライチェーン全体でのエネルギー使用と GHG 排出量を

継続的に測定し、特定する必要があります。これにより、エネルギー効率を改善し、化石燃

料の使用を減らし、養殖製品のカーボンフットプリントを最小化する機会を特定することが

できます。これらの機会には、養殖場でのエネルギー需要の削減、化石燃料から風力や太陽

光などの再生可能なエネルギーへの移行、飼料転換率の改善、排出量や森林破壊の多い飼料

の投入を避けること、航空貨物による製品の流通を避けることなどが含まれます。カーボン

フットプリントを測定し、特徴を把握し、改善することで、養殖場は、責任を持って生産さ

れた養殖製品が、炭素制約のある世界に適合することを確保します。 

変更点 3. EEMP プロセスのトリガーとなる養殖場でのエネルギー使用量の閾値の設定 

 

概要:これらの養殖場でのエネルギー使用量とエネルギー関連の GHG 排出量の閾値は、

鶏肉生産と比較して、水産養殖生産システムのエネルギーパフォーマンスを評価するた

めのベンチマークとなります。 

主な変更点の正当性:このベースラインの確立は、水産養殖システムのエネルギー使用の

状況を把握し、エネルギー効率の改善及び/またはエネルギー使用による GHG への影響

を削減するための目標と道筋を確立するための重要なステップです。鶏の生産量をベー

スにしたベンチマークを採用することで、エネルギー効率の高い基準が設定され、少な

いエネルギー投入量とエネルギー関連の GHG 排出量で一貫して水産養殖製品を提供して

いる生産者や養殖システムを特定する手段となります。 

主な考慮事項: 

• これらの閾値は、基準への不適合の閾値としてではなく、特に効率的なシステム

の指標として、また変更点 2 の EEMP のトリガーとして意図されています。 

• エネルギー効率の高い生産のためのベースラインとして鶏肉を使用することは、

養殖生産を単なる養殖という文脈から離れ、世界のフードシステムのエネルギー

性能という幅広い文脈に位置づけることを意味します。 

• 比較的エネルギー効率の高い生産システムである鶏を閾値として使用すること

は、ほとんどの生産者が閾値を超える可能性があり、特定の種や生産システムの

生産者は、おそらく大差で常に基準値を超える可能性があることを意味していま

す。 

• これらの閾値がエネルギー使用だけに焦点を当てていることは、GHG 排出量が通

常、飼料や生物由来の排出量によって推進されるシステムには、排出量の主な推

進要因に関する同様の閾値がないことを意味します。 
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多くの水産養殖システムは、すでに比較的エネルギー効率が高く、他の動物生産システムよ

りも GHG 排出量が少なくなっています107,108。水産養殖から効率的で排出量の少ない動物

性タンパク質源を提供することは、広範な食料システムの気候変動への影響を軽減する機会

となります109。そのためには、水産養殖システムのエネルギー投入と GHG 排出量を単独で

はなく、世界の食料生産システムとサプライチェーンの中で理解する必要があります。他の

食料システムと比較して、最小のエネルギーを必要とし、最小の排出量を生み出す生産シス

テムと生産方法を特定することにより、低排出量の食料製品を提供する水産養殖生産の最良

の機会を認識することができ、他の生産システムをより気候に責任のある生産方法に移行さ

せることができます。 

 

意図 – 養殖場はエネルギーを効率的に使用し、再生可能な非化石燃料のエネルギー源を優

先的に使用し、養殖場内及び飼料からの GHG 排出量を最小限に抑えます。 

 

指標: 

指標 2.11.1 UoC は毎年、付属資料 2 に概説されている方法に従って、養殖場で

消費されるエネルギー源 4 ごとのエネルギー量を、養殖場での生産

量 1 トン当たり MJ 単位で算出しなければならない。 

指標 2.11.2 UoC は毎年、付属資料 2 に概説されている方法に従い、総排出量と 

a) 養殖場でのエネルギー消費、b) 飼料、c) 養殖場でのその他の投入

物の消費のそれぞれからの排出量を含め、生産された GHG 排出量

を CO2-eq kg で算出しなければならない、¥。 

 

サイト特有のエネルギー・GHG 管理プランに関する要求事項: 

指標 2.11.3 

MP シンボル 

a) UoC は、2.11.1 及び 2.11.2 が以下の i.及び ii.の閾値よりも高い

エネルギー関連の値を示している場合、b)、c)及び d)の改善策を

含むエネルギー効率管理計画（EEMP）を策定し、実施しなけれ

ばならない: 

i. 養殖場で生産した生体重1101 トンあたりのエネルギー消費量

1,300 MJ/t 

ii. 養殖場でのエネルギー使用による、生体重1111 トンあたりの

CO2-eq 100kg 

 

b) .UoC は、EEMP の一環として、2.11.3 a)に向けて、使用される

エネルギーと発生する GHG 排出量の単位あたりの養殖生産の効

率を改善するための規定を概説しなければならない。 

  

 
107 Gephart, J. A., Henriksson, P. J., Parker, R. W., Shepon, A., Gorospe, K. D., Bergman, K., ... & Troell, M. (2021). 
Environmental performance of blue foods. Nature, 597(7876), 360-365. 
108 Hilborn, R., Banobi, J., Hall, S. J., Pucylowski, T., & Walsworth, T. E. (2018). The environmental cost of animal source foods. 
Frontiers in Ecology and the Environment, 16(6), 329-335. 
109 Hoegh-Guldberg. O., et al. 2019. The Ocean as a Solution to Climate Change: Five Opportunities for Action. Report. 

Washington, DC: World Resources Institute. Available online at http://www.oceanpanel.org/climate 
110 エネルギー使用量の閾値は、従来の鶏肉生産に関する 8 つのライフサイクルアセスメントで報告された、鶏の生体重 1kg

あたりの養殖場でのエネルギー消費量の中央値に基づいています。 
111 GHG 閾値は、ディーゼルの直接的な GHG 排出強度（0.074kg CO2-eq/MJ）を乗じた相当のエネルギー量を示す。 
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c) UoC は、EEMP の一環として、2.11.3 a)に向けて、非再生可能

資源からのエネルギーの使用を削減するための規定を概説しな

ければならない。 

 

d) UoC は、EEMP の一環として、2.11.3 a)に向けて、非化石燃料

源からのエネルギーの割合を増加させるための規定を概説しな

ければならない。 

 

報告に関する要求事項: 

指標 2.11.4 

開示シンボル 

UoC は、2.11.1 で算出したエネルギー源別の養殖場で消費されるエ

ネルギー量を公表112しなければならない。 

指標 2.11.5 

開示シンボル 

UoC は、2.11.2 で算出した温室効果ガスの排出量を公表113しなけれ

ばならない。 

指標 2.11.6 

報告シンボル 

UoC は、2.11.1 で算出したエネルギー源別の養殖場でのエネルギー

消費量を、付属資料 2 に従い、ASC のウェブサイトで提供されるテ

ンプレートを用いて ASC に報告しなければならない。 

指標 2.11.7 

報告シンボル 

UoC は、2.11.2 で算出した GHG 排出量を、付属資料 2 に従い、

ASC ウェブサイトで提供されているテンプレートを用いて ASC に

報告しなければならない。 

 

  

 
112 UoC のウェブサイト経由 
113 UoC のウェブサイト経由 
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判定基準 2.12 - 材料の使用、廃棄物及び汚染の管理 

 

 

判定基準の範囲 2.12:  すべての UoC 

 

根拠 – 水産養殖場の建設、運営、廃止は、材料を使用し、廃棄物を発生させます。その中に

は、有害物質や有害廃棄物が含まれる場合があります。材料の使用と廃棄物の処理は、 責

任を持って管理されなければ、 人の健康、 近隣のコミュニティ、 環境、 野生生物、 養殖

された水生生物に悪影響を与える可能性があります。責任ある使用とは、廃棄物の発生を減

らすために再使用やリサイクルを優先するなど、材料資源を効率的に使用することです。ま

た、有害物質や廃棄物の処理が、コミュニティや環境を汚染したり害を及ぼしたりしないよ

うにします。 

 

意図 – 養殖場では、再利用とリサイクルを優先し、廃棄物の発生を削減し、汚染を防ぐた

めに危険物の取り扱いと廃棄物の処理を責任を持って行います。 

 

指標: 

指標 2.12.1 

 

UoC は、アセスメントを実施しなければならない  

i. 以下の事項を特定し、文書化すること: 

- 廃棄よりも再利用またはリサイクルを優先させる可能性

の評価 

- 現場での封じ込めに影響を与える可能性のある異常気象

が繰り返されることの予測  

- 廃棄物を処理する第三者契約者  

主な考慮事項及び主要な変更の正当性 

現在、養殖用具にタグやマークを付ける（養殖場のものであることを識別する）という

要求事項は、二枚貝基準にのみ存在します。改訂された要求事項は、要求事項が対処し

ようとしている問題が全てのシステムに関連しているため、全ての生産システム/種に

適用されるようになりました。 

新たな要求事項が追加され、海洋ゴミ汚染に対処するために、排水または排出ポイント

でプラスチック流出予防装置の使用を義務付けることになりました。 

管理計画の策定に関する要求事項が追加されました。管理計画は、材料の効率的な使

用、廃棄物の発生の抑制、可能な限りの再使用とリサイクル、適切な取り扱いと廃棄の

確保、及び汚染の最小化を目的としています。この判定基準に MP の要求事項が追加さ

れたのは、MP が要求されるようになった他の基準に沿ったもので、ASC が指標の要求

事項を通じて取り組もうとしている問題に、養殖場が適切かつ総合的に取り組むことを

支援することを目的としています。 

新たな要求事項として、「単一用途プラスチック（SUP）」の使用を避ける/最小限に

することを養殖場に求める項目が追加されました。 この要求事項は、海洋ゴミに関する

TWG の見解を反映したものです。 
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ii. 発生するすべての種類の廃棄物114を以下のように分類する

こと: 

- 廃棄物が危険物か非危険物か  

- 廃棄物が単一用途のプラスチックであるかどうか 

- 材料が再使用、リサイクル、または廃棄されるかどうか 

- 処分の方法 

指標 2.12.2 UoC は、変異原性、発癌性または催奇性のある殺虫剤を養殖場ま

たは養殖動物に適用してはならない。 

指標 2.12.3 UoC は、海洋環境、養殖場、または養殖水産物に毒素として残留

する化学物質を適用してはならない。 

指標 2.12.4 

 

 UoC は、以下の条約または組織によって禁止または制限されてい

る殺虫剤で水処理を行ってはならない: 

• The Rotterdam Convention on Prior Informed Consent (PIC)115 

• The Stockholm Convention on Persistent Organic Pollutants 

(POPs)116 または 

• The World Health Organisation (WHO), "極めて危険" または "

高度に危険"と分類される製品(classes Ia and Ib)117.  

指標 2.12.5 

 

UoC は、養殖水産物がホルモン剤で処理された後、少なくとも 48

時間、または製品仕様書通り（いずれか大きい方）に排水を保持

しなければならない。 

指標 2.12.6 

 

UoC は、網を陸上で洗浄する場合、排水を処理する網洗浄施設の

みを使用しなければならない。排水処理には、銅処理された網を

使用する場合の銅の捕捉も含まれる。 

指標 2.12.7 

 

UoC は、オーストラリア、EU、日本、または米国の法律に基づき

承認された殺生物剤を含む防汚剤のみを使用しなければならな

い。 

指標 2.12.8 

 

UoC は、網/その他の養殖具/インフラを銅で処理したり、銅処理

された網118/その他の養殖具/インフラ を環境中でその場で洗浄119

したりしてはならない。 

指標 2.12.9 

 
指標の範囲: 銅製の網または銅で処理された網を使用する UoC 

UoC は、付属資料 9 に概説されている方法に従って、堆積物中の

銅レベルのテストを実施しなければならない。 

指標 2.12.10 

 
指標の範囲: 銅製の網または銅で処理された網を使用する UoC 

 
114 廃棄物: 定義リスト参照。 
115 http://www.pic.int/TheConvention/Chemicals/AnnexIIIChemicals 
116 http://chm.pops.int/TheConvention/ThePOPs/ListingofPOPs/tabid/2509/Default.aspx 
117 https://www.who.int/publications/i/item/9789240005662 
118 「銅処理された網」とは、過去 18 ヶ月の間に銅を含む物質（銅系防汚剤など）で処理された網、または最後の処理後に陸

上施設で十分な洗浄が行われていない網と定義されている。銅で処理されたことのある網を使用している養殖場は、この定義

のように十分な時間と洗浄が行われていれば、未処理の網とみなすことができる。これにより、養殖場はすぐにすべての新し

い網を購入することなく、銅の使用から移行することができる。 
119 網の軽い洗浄は認められている。この基準の意図は、例えば、銅処理された網に高圧の水中洗浄機を使用することはできな

いということある。なぜなら、この種の重い、あるいはより徹底した洗浄の際に銅が剥がれ落ちる危険性があるからである。 

http://www.pic.int/TheConvention/Chemicals/AnnexIIIChemicals
http://chm.pops.int/TheConvention/ThePOPs/ListingofPOPs/tabid/2509/Default.aspx
https://www.who.int/publications/i/item/9789240005662
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UoC は、堆積物（2.12.9）中の銅レベルが 34mg Cu/kg 乾燥堆積物

重量未満であること、または堆積物（2.12.9）中の銅レベルが 3 つ

の基準地で測定されたバックグラウンド濃度の範囲内である証拠

を示さなければならない。 

指標 2.12.11 

 

UoC は、治療薬120、非治療薬121、その他の材料を、製造者が意図

した使用方法に従ってのみ使用しなければならない。 

指標 2.12.12 

 

UoC は、治療薬、非治療薬及びその他の物質の取り扱い、保管、

使用及び廃棄を、Safety Data Sheet の要求事項に従って行わなけ

ればならない。 

指標 2.12.13 

 

UoC は、腐敗、汚染、害虫被害による廃棄物を最小限に抑えるた

め、生鮮食料品（飼料など）を適切に保管しなければならない。 

指標 2.12.14 

 

UoC は、熱帯暴風雨や洪水などの異常気象が繰り返し起こること

が予想される場合にも、危険物が流出しないように確実に保管し

なければならない。 

指標 2.12.15 

 

UoC は、流出防止及び対応計画を含む、緊急対応手順を実施しな

ければならない。 

指標 2.12.16 

 

UoC は、漁具が放棄され、失われ、またはその他の方法で廃棄さ

れること（ALDFG）を防止し、回収できるように、追跡目的のマ

スターリストに特定された養殖具にタグまたはマークを付けなけ

ればならない。 

指標 2.12.17 

 

UoC は、廃棄物を最小限にし、損失を防ぐために、養殖ギア、そ

の他の機械やインフラの予防的メンテ ナンスのための規定を設け

なければならない。 

指標 2.12.18 

 

UoC は、廃棄物を最小限にし、損失を防ぐために、壊れた漁具、

使用されなくなった漁具、廃止のための規定を設けなければなら

ない。 

指標 2.12.19 

 

UoC は、持続可能な代替品が入手できない、または手頃な価格で

ない122場合を除き、使い捨てプラスチック（SUP）123を使用して

はならない。 

指標 2.12.20 

 

UoC は、海洋ゴミの原因とならないように、排水・排出地点にプ

ラスチック流出防止装置を設置、管理、記録しなければならな

い。 

指標 2.12.21 

 

UoC は、漁具や廃棄物を紛失した場合、漁具や海洋ゴミを回収す

るために、受入側の海岸線や土地の清掃をわなければならない。 

指標 2.12.22 

 

UoC は、以下のいずれかの方法を用いて、責任を持って廃棄物を

処理124しなければならない: 

 
120 治療薬には、抗生物質、寄生虫駆除剤、抗真菌剤、抗ウイルス剤、ホルモン剤、麻酔剤、ワクチンなどがある。 
121本判断基準において、非治療薬とは、治療以外の目的で養殖に使用される化学製品であり、殺生物剤、殺藻剤、防汚剤、殺

菌剤、洗浄剤などが含まれるが、これらに限定されるものではない。 
122 https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/HTML/?uri=CELEX:32019L0904&from=EN 
123 これには綿棒、カトラリー、皿、ストロー、かき混ぜ器、風船用の棒などを含み、カップ、発泡ポリスチレン製の食品・飲

料容器、及びオキソ分解性プラスチック製のすべての製品に適用されるべきである。 
124バイオソリッドを含む、毎日の死亡除去と大量の死亡除去量 
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iii. 非有害廃棄物 

- 焼却125（エネルギー回収あり）による処理 

- 焼却（エネルギー回収なし）による処理 

- 埋め立て126による処理  

iv. 化学物質及び有害廃棄物 

- 化学物質及び有害廃棄物の処理は、専門業者が上記の方

法で処理127した後に行う。 

指標 2.12.23 

 

廃棄物が第三者によって処理される場合、UoC は、第三者が

2.12.22 に準拠してのみ廃棄物を処理していることを保証しなけれ

ばならない。 

  

 
125 焼却: 定義リスト参照。 
126 埋め立て: 定義リスト参照。 
127 化学物質や有害廃棄物は、事前または追加の処理が必要な場合があります（2.12.2 及び 2.12.8 参照）。 
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判定基準 2.13 – 飼料 

 

判定基準の範囲 2.13 – 資料を使用するすべての UoC 

 

根拠 – 水産養殖事業では、ほとんどの魚種が、その養殖サイクルを完結させるために飼料

を必要とします。このように、飼料は世界の水産業において主要な資源投入となっていま

す。 

飼料に関連する影響は、サプライチェーンの様々な段階で発生します。これには、一次原料

の生産に関連する影響（例：農業、漁業）、原料や飼料の製造現場で発生する影響、養殖動

物に与えられた飼料から生じる影響（こぼれたり、食べられなかったりした飼料や排泄物か

らの栄養分の放出を通じて）が含まれます。最後に、資源の使用を制限する手段としての飼

料の効率的な使用も、対処すべき影響の一つです。 

 

ASC は、飼料に関連するさまざまな影響に総合的に取り組みます。ASC 飼料基準は、原料

生産と飼料製造に関連する主要な影響に対応しています。ASC 養殖場基準は、資源の使用

効率に加えて、飼料の使用に起因する環境への影響に取り組みます。魚粉と魚油の Forage 

Fish Dependency Ratio に設定された制限値は、海洋資源の効率的な利用を促すとともに、

養殖場レベルでの適切な飼料管理と給餌体制の必要性を示しています。 

 

飼料の使用による環境への影響は、判定基準 2.6（底生生物の健康）と 2.7（水質）によっ

て対処されます。判定基準 2.13 は資源効率を扱っています。 

 

意図 – 養殖場は責任を持って生産された飼料を使用し、資源の効率的な使用を最適化する

ために給餌を効率的に管理します。 

 

指標:  

主な変更点の正当性  

 

2.13.1 は、ASC 養殖場が ASC 準拠の飼料（新しい ASC 飼料基準に基づいて製造されたも

の）を調達するための新しい要求事項を反映して追加されました。 

 

2.13.2 は、責任を持って収穫または養殖された海藻を直接飼料源として与えることを認め

るよう追加されています。 

 

ウェットフィードやモイストペレットを与えてはならないという要求事項（2.13.6）は、

すべての魚種に適用されるよう修正されました。以前は、ブリ・スギは、養殖場が位置す

る同じ生態系から供給される場合、ウェットフィードとモイストペレットモイストペレッ

トを使用することができました。私たちは、（認証を受けた養殖場で行われている実践に

基づいて）この例外はもはや必要ないと考えており、この点に関する具体的なコンサルテ

ーションの質問を盛り込みました。 

 

遺伝子組み換え原料の開示に関する要求事項は、トレーサビリティー判定基準 1.4 に移さ

れました。 
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指標 2.13.1 指標の範囲: ASC 生産システム内で見られるものとは異なる製造された飼

料を与えられた種128 

UoC は、直接の飼料源として海藻を与えている場合を除き、ASC 認証水

産物には ASC 適合製品129のみを与えなければならない。ASC 適合製品を

給餌するための要求事項は、2024 年 9 月に適用され、生産者には ASC

飼料基準の発効日から 2 年間の移行期間が与えられる。 

指標 2.13.2 UoC は、直接飼料源としての海藻は、規制された適切に管理された資源

から野生で収穫されたものか、ASC が承認した認証スキーム130の下で養

殖されたもののみを与えなければならない。 

指標 2.13.3 UoC は、ASC 認証生産の付属資料 1 にある、各養殖種に定義された飼料

効率の要求事項を満たさなければならない。 

指標 2.13.4 UoC は、属資料 2 に概説されている方法に従い、完了した各生産サイク

ル131の飼料効率値を計算しなければならない。 

指標 2.13.5 UoC は、養殖されている種と同じ属に由来するタンパク質を与えてはな

らない。 

指標 2.13.6 UoC は、ASC 認証水産物に、ウェットフィード132またはモイストペレッ

ト133、及び未調理または未加工の魚134を与えてはならない。 

 

報告に関する要求事項: 

指標 2.13.7 

報告シンボル 

UoC は、付属資料 2 に従い、ASC ウェブサイトで提供されるテンプレー

トを用いて、飼料効率値を ASC に報告しなければならない。 

  

 
128 多栄養段階のシステムは、本指標の範囲には含まれない。詳細は「Interpretation Manual」を参照。 
129 これには、マスバランスモデルに基づいて生産された飼料と、分別モデルに基づいて生産された飼料が含まれる。2 つのモ

デルの詳細及び定義については、ASC 飼料基準を参照。 
130  承認された認証制度のリストについては、「Interpretation Manual」を参照。 
131 生産サイクルが 1 年未満の養殖場、または継続的な養殖・収穫方法を採用している養殖場の場合、1 年ごとに計算する。生

産サイクルが 1 年以上の養殖場、または全量養殖/収穫方法を使用している養殖場（例:サケ）の場合 - 生産サイクルごとに計

算する。 
132 ウェットフィード: 定義リスト参照。  
133 モイストペレット: 定義リスト参照。  
134 未調理または未加工の魚: 定義リスト参照。  
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判定基準 2.14 – 魚の健康と福祉 

 

判定基準の範囲 2.14 – すべての UoC 

 

根拠 – 策定中. 生物の健康の意図は、生物の福祉の意図と統合されます。 

 

意図 – 策定中. 生物の健康の意図は、生物の福祉の意図と統合されます。 

 

 

指標 

指標 2.14.1 

 
指標の範囲: ヒレのある魚種のみ 

UoC は、有効なワクチンが存在するすべての地域関連疾患に対して、

ヒレのある魚種にワクチンを接種しなければならない。 

指標 2.14.2 

 
指標の範囲: サケのみ 

UoC は、個々のサイトで養殖する際には、単一年クラスの魚のみを養

殖しなければならない。 

指標 2.14.3 

 
指標の範囲: ヒレのある魚種のみ 

UoC は定期的に死亡した動物や瀕死の動物を取り除き、責任を持って

処分しなければならない。責任ある処分方法は、2.12 材料の使用、廃

棄物及び汚染に記載されている。 

指標 2.14.4 UoC は、種特有の死亡率の制限を遵守しなければならない（付属資料

1）。 

指標 2.14.5 UoC は、生産段階で養殖された魚が 100g の大きさに達した後の、種

特有の最低回収量を遵守しなければならない（付属資料 1）。 

指標 2.14.6 指標の範囲: エビのみ 

主な変更点の正当性  

この判定基準の指標は、現行の種別基準に含まれる魚の健康に関する要求事項との整合

を表しています。整合的な判定基準では、隣接する生態系の他の海洋生物に病気が移る

リスクを最小限にするために、予防及び養殖場で適切な健康管理を積極的に行うことに

重点を置いています。また、改訂された指標は、魚の健康に関する要求事項を遵守する

ために何を実施する必要があるのか、養殖場に対してより明確にしています。 

主な考慮事項  

提案では、養殖場のバイオセキュリティ、病気のモニタリング、死亡率の制限（ウイル

スによる死亡を含む）、OIEに届出可能な病気に対する要求事項、獣医による監視と情報

公開を整合させています。本提案では、リスクの概説、軽減、管理を行うためのサイト

特有の魚の健康管理計画 (FHMP)の重要な役割を特に強調しています。 

本判定基準は、ASC Fish Welfare Project の一環として現在策定中の魚類の繁栄に関する

最終的な要求事項を組み込む予定です。 

  

https://www.asc-aqua.org/programme-improvements/fish-welfare/
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UoC は、種固有の最低生存率を遵守しなければならない（付属資料

1）。 

指標 2.14.7 UoCは、ウイルス病関連死亡率の最大値に関する種固有の制限135を遵

守しなければならない（付属資料 1）。 

指標 2.14.8 

 

UoC は、総死亡率が 6%を超える養殖場について、過去 2 回の生産サ

イクルにおける説明のつかない最大死亡率に関する種別の制限を遵守

しなければならない（付属資料 1）。 

指標 2.14.9 UoC は、養殖場での成長段階136に入る前に、地域で懸念される特定

の疾病について検査されたスモルト群137の割合に関する種別の制限を

遵守しなければならない（付属資料 1）。 

指標 2.14.10 

 

UoC は、OIE に届出可能な疾患が確認された場合、その疾患が風土病

として分類されている場合を除き、疾患が検出された生物のバッチを

直ちに淘汰しなければならない。 

指標 2.14.11 

 

UoC は、指定された獣医師138 または魚の健康管理者139を有し、少な

くとも年 1 回及び魚の健康が懸念される場合には、定期的に現場を訪

問しなければならない。 

指標 2.14.12 

 

UoCは、治療剤の適用140ごとに、以下の最低限の情報を含む処方箋を

保持しなければならない: 

– 診断  

– 病因  

– 使用の目的  

– 製品名、有効成分、治療対象となる種  

– ワクチン接種/治療を受ける種のライフステージ 

– 投与量  

– ワクチン接種の期間または反復 

– 投与方法 

– 最低休薬期間  

 
135 ウィルス性疾患関連死亡率は、ウィルス性疾患に関連する可能性があるため、特定不能及び原因不明の死亡率を含むものと

する。 
136 孵化場で育てられた種苗が、生育のために出荷される前に、関連する/重要な病原体を持っていないことを確実にするため

の適切な措置が講じられていなければならない。これには、養殖場での病気や寄生虫の移入（病気の株を検疫する能力、機器

の分離など）や、施設と自然の動物相の間（病気の株の排水の消毒、休閑など）への対応が含まれる。このアプローチは、

種、生産システム、生産規模、法的要求事項に関連したものでなければならない。適切な手順やシステムには、適切なリスク

アセスメントや地域や国の規制のような他の証拠を通じて、養殖施設によって定義された特定の要求事項や行動が含まれるべ

きである。このような場合の適切な管理手段には、養殖施設での寄生虫数による治療基準レベルや、養殖施設を野生の個体群

から適切な距離に配置することを要求する要求事項などがある。 
137 スモルトグループとは、病気のリスクを共有している集団のことであり、グループごとに病気の病原体を共有する要因とな

りうる環境、飼育、宿主の要素を含む。海水で発生することが証明されている、または疑われている（そして海水による魚か

ら魚への感染が懸念されている）が、淡水で発生した病気のみを検査対象とするべきである。スモルト養殖場の指定獣医師

は、科学的基準と公開された情報に基づいて、どの病気を検査すべきかを評価することが求められる。この分析には、淡水で

の臨床疾患や病原体の保菌状態が成長段階に悪影響を与え、それによりスモルト群の移動を不適格とすると考えられるかどう

かの評価を含まなければならない。分析書は要求に応じて認証者が入手できなければならない。 
138 指定獣医師とは、養殖場での健康管理に責任を持つ専門家で、病気を診断し、薬を処方する法的権限を持っている。ノルウ

ェーなどの一部の国では、フィッシュヘルス・バイオロジストやその他の専門家が同等の専門資格を有しており、本基準の目

的上、獣医師と同等とされている。この定義は、この基準書の中で獣医師に言及しているすべての項目に適用される。 
139 魚の健康管理者とは、魚の健康を管理するための専門的な知識を持った人で、養殖会社や獣医師の下で働いているかもしれ

ないが、必ずしも薬を処方する権限を持っているわけではない。 
140 これには、抗生物質、寄生虫駆除剤、抗真菌剤、抗ウイルス剤、ホルモン剤、麻酔剤、ワクチンなどが含まれる。 
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– WHO List of Critically Important Antimicrobials for Human Medicine

に基づく有効成分の分類  

– 確認のための、治療前または治療後の抗菌剤感受性試験の結果  

 処方された抗菌薬治療に対して検討された代替戦略 

 

サイト特有の魚の健康と福祉の管理計画に関する要求事項: 

指標 2.14.13 

MP シンボル 

 

a) UoC は、病気の発生を防ぎ、養殖動物の最適な健康状態を確

保する目的で、サイト特有の「魚の健康と福祉の管理計画

（FHMP）」を実行しなければならない。 

 

FHMP の福祉セクション: 策定中 

b) UoC は FHMP の一環として、サイト特有の疾病モニタリン

グ、対応メカニズム、報告要求事項（OIE に届出可能な疾病を

当局に報告することを含む）を概説しなければならない。 

c) UoC は FHMP の一環として、サイト特有のバイオセキュリテ

ィプロトコルを概説しなければならない。 

指標の範囲: ヒレのある魚種のみ 

d) UoC は FHMP の一環として、以下について対策を概説し、記

録保持システムを維持しなければならない: 

- 回収されたすべての死骸を分類する 

- 各死亡例について死後分析を行う141  

- 原因不明の、あるいは魚の健康状態に起因しない死亡事例を

調査する 

- 毎日の死亡率が平均値を超えているすべての死亡事象を獣医

師または水生生物の健康専門家に報告する 

- OIE に届出可能な病気が確認された場合: 

o 他のバッチの生物の疾病検査/モニタリングを増やす 

o 獣医師または水生生物の健康専門家による監視を調整

する 

o 当局に報告する 

e) UoC は、死亡率削減プログラムを策定し、年間/生産サイクル

の死亡率を削減するための具体的な対策を概説しなければな

らない。このプログラムには、総死亡率と原因不明の死亡率

を削減するための明確な年間目標を含めなければならない。

また、このプログラムには、生存率のさらなる向上が現実的

ではないような目標レベルが含まれていなければならない。 

f) UoC の FHMP は、獣医師または水生生物の健康専門家によっ

て監督され、署名されなければならない。 

 
141 現場での診断が決定的でない場合、本基準はオフサイトの実験室での診断を要求する。有資格の専門家がすべての診断を行

わなければならない。死亡事故の 100％が死後分析を受けなければならないが、必ずしもすべての魚が対象ではない。死亡事

故のうち、統計的に必要な数の魚が分析されなければならな 
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g) UoC は、養殖活動の変化や外部要因の変化が生じた場合、ま

たは獣医師や水生生物の健康専門家の指示があった場合に

は、IPMP を見直し、必要に応じて修正しなければならない。 

 

開示に関する要求事項: 

指標 2.14.14 

開示シンボル 

UoC は、OIE に届出可能な疾病が確認された場合、14 日以内に調査

結果を公表142しなければならない。 

指標 2.14.15 

開示シンボル 

UoC は、識別不可能な伝染病菌が疑われた場合、または原因不明の死

亡率の増加が見られた場合は、14 日以内に調査結果を公表143しなけ

ればならない。 

  

 
142 UoC のウェブサイト経由 
143 UoC のウェブサイト経由 
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判定基準 2.15 – 寄生虫コントロール 

 

 

判定基準の範囲 2.15 – 指標の中で特に明記されていない限り、すべての UoC 

 

根拠 – 養殖場における責任ある健康管理は、健康な養殖水産物を確保し、養殖場周辺の環

境や野生生物を保護し、養殖場の存続を確保するために不可欠です。養殖魚の適切な飼育、

モニタリング、治療により、病気のリスクを管理することができます。養殖場の寄生虫は、

養殖種や野生種に直接害を及ぼすこともあれば、病気を移す媒介となることもあります。寄

生虫駆除剤の不適切な使用は、耐性や汚染の原因となります。複数の養殖場が共存している

地域では、病気の移入を減らし、治療薬への抵抗力の発達を防ぐために、協調した管理が必

要です。 

 

サケの養殖場のウミジラミは、養殖場での増殖が野生のサケやマスへの悪影響につながる可

能性があるため、特に懸念されます。影響の程度については科学文献でも大きな議論があり

ますが、サケの養殖場におけるウミジラミの負担を継続的に軽減することで、養殖場の生産

性や野生魚への潜在的な影響を最小限に抑えることができるという共通の利益があることが

認識されています。野生のサケ科魚類への感染リスクを最小化するために、養殖場は、特に

稚魚の移動期間中、ウミウラミを低レベルに維持するよう努めるべきです。 

 

意図 – 養殖場は、養殖場内での寄生虫負荷と、それがより広い環境に及ぼすリスクを最小

限に抑えます。 

 

判定基準 2.15 には 2 つのセクションがあり、1 つは帰省中、もう 1 つはウミジラミに関す

るものです。後者は、ASC が行っているサケ基準-指標 3.1.7 の改訂に対応しています。 

主な考慮事項 – 寄生虫セクション 

• 本判定基準のほとんどの要求事項は、現在の異なる種特有の基準に既に存在するこの

トピックに関する要求事項の調整を表しています。このことは、いくつかの種/生産シ

ステムについては、要求事項が新しいかもしれないことを意味します: 

o UoC は、複数の予防・制御戦略（例：研究、調整、モニタリング、治療）を用い

て寄生虫を制御する目的で、サイト特有の統合寄生虫管理計画（IPMP）を策定

し、実施しなければならない。 

o UoC は、養殖場に 1 種類より多い有効な寄生虫駆除剤があり、すべての 3 番目の

治療が異なる寄生虫駆除剤に属する場合、治療のローテーション（有効成分のロ

ーテーション）を適用しなければならない。 

o UoC は、毎年 AZE の外にある底生生物の堆積物中の残留寄生虫剤レベルを監視し

なければならない。 

o UoC は、外部寄生虫のサンプリング結果を、サンプリング後 7 日以内に公表しな

ければならない。 

• 寄生虫駆除剤の最大残留基準値について記載した新しい指標を追加しました。 
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指標: 

寄生虫 

指標 2.15.1 

 
指標の範囲: 非陸上の養殖システムのみ144  

UoC は、リスクアセスメントの結果に基づいて決定された頻度

で、寄生虫のサンプルを採取しなければならない145。 

指標 2.15.2 

 
指標の範囲: 非陸上の養殖システムのみ146  

指標 2.15.1 で決定された寄生虫の負荷が、魚の福祉やより広い環

境に害を及ぼす危険性がある場合、リスクアセスメントの結果に

応じて 処置（治療、収穫）を行わなければならない。 

指標 2.15.3 UoC は、寄生虫駆除処理に関する種特有の制限を遵守しなければ

ならない（付属資料 1）。 

指標 2.15.4 

 
指標の範囲: 寄生虫を使用する UoC のみ 

UoC は、毎年、AZE の外にある底生生物の堆積物中の寄生虫剤の

残留レベルを監視しなければならない147。 

指標 2.15.5 

 

UoC は、治療に使用する寄生虫剤の適切な選択を行うため、各治

療の前に寄生虫剤の感受性試験を実施しなければならない。 

指標 2.15.6 

 

寄生虫感受性試験の結果、抵抗性の蓄積や有効性の低下が見られ

た場合、養殖場に 1種類より多い有効な寄生虫駆除剤があることを

条件に、ローテーション治療（異なる種類の寄生虫駆除剤に属す

る有効成分）を行わなければならない。 

指標 2.15.7 UoC は、同じ系列の寄生虫駆除剤を 2 回連続して散布しても期待

した効果が得られない場合、生物検定分析を行って耐性を判定し

なければならない。 

指標 2.15.8 UoC は、UoC により抵抗性があると判断された場合（2.15.7）、

ローテーション治療を行う148か、直ちにその場ですべての魚を収

穫しなければならない。 

指標 2.15.9 

 

UoC は、その養殖場に 1 種類より多い有効な寄生虫駆除剤がある

場合、全 3 回目の治療でローテーション治療149 150を行わなければ

ならない。 

指標 2.15.10 UoC は、収穫時に、使用した寄生虫駆除剤の残留レベルが、EU で

定められた最大残留基準値以下であることを保証しなければなら

ない。 

 

 
144 これは、サケ以外のすべての種グループに適用される。サケは 2.15 のウミジラミ・セクションに含まれる。 
145 リスクアセスメントでは、地域の状況の中で養殖される特定の種に関連して寄生虫の可能性を検討し、養殖水産物の繁栄の

観点からの害のレベルと、寄生虫の増幅/広い環境への移動の観点からの害のレベルを検討する。 
146 これは、サケ以外のすべての種グループに適用される。サケは 2.15 のウミジラミ・セクションに含まれる。 

147 殺寄生虫剤の残留レベルに関する実際の収集/サンプリング及び分析に関する ASC のガイダンスは保留されている。このガ

イダンスが利用可能になるまでは、指標への準拠は要求されず、監査人は監査報告書においてこの指標を非適用として扱わな

ければならない。ガイダンスが公表されれば、本指標の有効な実施日が確定する（QA0111 も参照） 
148 本判定基準において、ローテーション治療とは、異なる種類の寄生虫駆除剤に属する有効成分を使用することを意味する。 
149 これは、2.15.6 の感受性試験の結果や 2.15.8 の生物検定分析の結果とは無関係に、追加される。 
150 本判定基準において、ローテーション治療とは、異なる種類の寄生虫駆除剤に属する有効成分を使用することを意味する。 
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サイト特有の統合寄生虫管理計画のための要求事項: 

指標 2.15.11 

MP シンボル 

a) UoC は、複数の予防・制御戦略（例：研究、調整、監視、

治療）を用いて寄生虫を制御する目的で、サイト特有の統

合寄生虫管理計画（IPMP）を策定し、実施しなければなら

ない。 

b) UoC の IPMP は、獣医師または水生生物の健康専門家によ

って署名されなければならない。 

c) 養殖活動の変化や外的要因の変化が生じた場合、あるいは

獣医師や水生生物の健康専門家の指示があった場合、 UoC 

は IPMP を見直し、必要に応じて修正しなければならな

い。 

 

 

開示に関する要求事項: 

指標 2.15.12 

開示シンボル 

指標の範囲:サケ以外のすべての種族、非陸上養殖システムのみ  

UoC は、外部寄生虫のサンプリング結果を、サンプリング後 7 日

以内に公表151しなければならない。 

指標 2.15.13 

開示シンボル 

UoC は、抵抗性があると判断した場合、この情報を公表152しなけ

ればならない。 

 

 

主な考慮事項 – ウミジラミ セクション 

A.  指標を設定するためのウミジラミの種/ライフステージ/性別 

• 指標の要求事項を引き続き Lepeophtheirus salmonis に絞ります。 

カナダのブリティッシュ・コロンビア州の養殖場における Caligus spp.をサンプリ

ング後 7 日以内に公表することを要求事項に含めます。 

 

B. 影響を受けにくい時期の要求事項 

• 影響を受けやすい時期に焦点を当てた指標を維持します。 

 

C. サンプリングプロトコルに関する要求事項 

• 頻度:  影響を受けやすい期間中は、現行の週単位のサンプリング要求事項を維持し

ます。 

• 生け簀の数: 少なくとも 50％の生け簀を 2 週間かけてサンプリングし、少なくとも

6 週間かけて全生け簀をサンプリングすべきです。 

• 生け簀ごとの魚の数: 1 つの生け簀につき、最低 10 匹の魚をサンプリングします。 

 
151 UoC のウェブサイト経由またはその他の既知の/容易にアクセス可能な公的ウェブサイト経由。 
152 UoC のウェブサイト経由 
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• ウミジラミのステージ: 最低限、養殖場は移動可能及び成体の雌のウミジラミに関

するデータを提供します。 

• 魚の福祉（サンプリングの免除）:健康と福祉を担当する専門家は、影響を受けや

すい期間内の特定の期間において、魚のサンプリングを免除することができます。

免除の理由は文書化されなければなりません。 

 

D. 指標に対する地域的アプローチ（影響を受けやすい期間中） 

• ASC は地域に関連した最大のウミジラミの閾値と影響を受けやすい期間を設定しま

す: 

o 出発点として: 

▪ 今日、異なる地域で設定されている最も低いウミジラミの限界値を

ASC のウミジラミの閾値として使用しています。 

▪ 現在、異なる地域で設定されている影響を受けやすい期間を使用しま

す。 

▪ ASC は、これらの閾値と期間を変更せざるを得ないような証拠を受け

入れます。 

o 限界値や影響を受けやすい時期が設定されていない状況では、ASC はその時

点で有効な最も厳格な限界値の使用を要求します（例：成体雌 0.2）。影響を

受けやすい期間の長さとタイミングは、定義された判定基準（例：サケの野生

幼魚の移動期間）に沿って、最新の知識を用いて指定されるべきです。 

o oASC は毎年、異なる管轄区域で確立された制限値を見直し、それに応じてウ

ミジラミの閾値を更新します。 

• 養殖場は、ウミジラミのレベルを閾値以下に維持することができなければ、ASC に

不適合となります: 

o 養殖場は閾値を超えたことを CAB に通知する必要があります。 

o もし養殖場が一定の期間内（TBD）にウミジラミレベルを閾値以下にできな

い場合、養殖場は魚を ASC 認証済みとして販売してはなりません。 

o ASC はこのタイムラインをまだ決定しておらず、どのようなものにすべき

か、ステークホルダーの提案を求めています。 

根拠を含む TWGの改訂版判定基準に関する提言の詳細については、「ASCサケ基準（パ

ブリックコンサルテーション後、2021年 3-4月）の指標 3.1.7 に関する改訂提言」を参照

ください。 

 

判定基準の範囲 2.15 ウミジラミ – 指標の中で特に明記されていない限り、サケを養殖する

すべての UoC 

 

指標:  

ウミジラミ 

指標 2.15.14  

 

UoC は、付属資料 II-1「ABM の属性と必要な構成要素」に概説され

ているように、飼養、休閑、治療、情報共有の調整を含む、病気、寄
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生虫、治療への耐性を管理するための地域ベース管理（ABM）スキ

ームに参加しなければならない。 

指標 2.15.15 指標の範囲: 野生のサケ類が生息する地域でサケを養殖する UoC153 

UoC は、付属資料 II-2「ABM のウミジラミ負荷及び養殖場のウミジ

ラミレベルの設定と改訂」に概説されているように、ABM 全体及び

個々のサイトの最大ウミジラミ負荷を設定しなければならない。 

指標 2.15.16 指標の範囲: 野生のサケ類が生息する地域でサケを養殖する UoC 

UoC は、付属資料 II-2「ABM のウミジラミ負荷及び養殖場のウミジ

ラミレベルの設定と改訂」で概説されているように、ABM 全体と

個々のサイトについて、2.15.15 で設定した最大ウミジラミ負荷の見

直しを毎年行い、必要に応じて修正しなければならない。 

指標 2.15.17 

 
指標の範囲: 野生のサケ類が生息する地域でサケを養殖する UoC 

UoCは、付属資料X「ウミジラミのサンプリングに関する要求事項」

に概説されている通り、ウミジラミのサンプリングを行わなければな

らない。 

指標 2.15.18 

 
指標の範囲: 野生のサケ類が生息する地域でサケを養殖する UoC 

UoCは、養殖場から 75km以内の主要水路におけるサケ類の移動ルー

トと移動時期に関するデータを有してなければならない。 

指標 2.15.19 指標の範囲: 野生のサケ類が生息する地域でサケを養殖する UoC 

UoCは、付属資料 III-1「野生サケ科魚類のモニタリング方法」に概説

されているように、野生のサケ幼魚、沿岸海洋マス、北極マスのウミ

ジラミモニタリングデータを提供しなければならない。 

指標 2.15.20 指標の範囲: 野生のサケ類が生息する地域でサケを養殖する UoC 

UoC は影響を受けやすい期間中、養殖場のウミジラミのレベルを閾

値以下に維持するか、または閾値に達した場合や超えた場合には、付

属資料 XX「影響を受けやすい期間のウミジラミの閾値」に概説され

ているように、超えた時点で[TBD]日以内に154レベルを閾値以下に下

げなければならない。 

指標 2.15.21 

 

UoC は、付属資料 VII「寄生虫駆除治療の方法」に概説されているよ

うに、加重薬物治療数（WNMT）の国別エントリーレベル（EL）以

下でなければならない。 

指標 2.15.22 

 

UoC は、指標 2.15.21 を達成した後、WNMT が付属資料 VII「寄生虫

駆除治療の方法」に記載されているグローバルレベル（GL）以下に

なるまで、2 年ごとに WNMT を 25％ずつ削減しなければならない。 

 
153 この基準では、「野生のサケ科魚類が生息する地域」を、野生のサケ科魚類の移動ルートまたは生息地から 75km 以内の地

域と定義する。この定義は、北半球におけるサケの生育地域のすべて、またはほぼすべてを網羅すると考えられる。 
154 養殖場は、影響を受けやすい期間内の最初のサンプリング時に、影響を受けやすい期間の閾値以下のウミジラミレベルを達

成することを目的として、影響を受けやすい期間の前月にサンプリングを行う。 
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指標 2.15.23 UoC は、野生のサケ資源に起こりうる影響を測定するために、相互

に合意した研究分野において、NGO、学術界、政府と協力するコミ

ットメント155を示さなければならない。 

 

報告に関する指標: 

指標 2.15.24 

報告シンボル 

指標の範囲: 野生のサケ類が生息する地域でサケを養殖する UoC 

UoC は、野生のサケの幼魚、沿岸海洋マス、北極マスのウミジラ

ミレベルのサンプリング結果を公表156しなければならない。 

指標 2.15.25 

報告シンボル 

指標の範囲: 野生のサケ類が生息する地域でサケを養殖する UoC 

UoCは、サンプリング後 7日以内に、養殖場でのウミジラミのサン

プリング結果を公表157しなければならない。 

指標 2.15.26 

報告シンボル 

UoC は、付属資料 XX「影響を受けやすい時期のウミジラミ閾値」

の閾値を超えた場合、ウミジラミサンプリングの最終日の翌営業日

までに、適合性評価機関（CAB）にその旨を通知しなければなら

ない。 

 

 

付属資料 II: エリアベース管理 (ABM) スキーム 

 

サブセクション 

1. ABM の属性と必要な構成要素 

2. ABM のウミジラミ負荷及び養殖場のウミジラミレベルの設定と改訂 

付属資料 II-1. ABM の属性と必要な構成要素 

病気や寄生虫の管理、治療に対する抵抗力を高めるためのエリアベースのスキーム158への

参加は、判定基準2.15に基づいて要求されます。この付属資料では、エリアベース管理スキ

ームの主な構成要素を概説しています。 

エリアベース管理スキームの目的は、養殖場における健康及びバイオセキュリティ管理を改

善することであり、野生のサケ個体群への潜在的な悪影響を最小限に抑えることを最終目標

としています。 

II-1.「エリア」の定義 

エリアベースの管理がすでに養殖場の管轄区域の規制要求事項である場合、養殖場はこれら

の要求事項の目的のために「エリア」のこの定義を使用します。ABMが規制上の要求事項

ではない管轄区域では、ABMの対象となる地域は、フィヨルドや生態学的につながってい

 
155 少なくとも、養殖場やその運営会社は、養殖レベルのデータを研究者に提供したり、研究者に現場への立ち入りを許可した

り、あるいは研究活動に非金銭的な支援をしたりすることで、このコミットメントを示さなければならない。 
156 UoC のウェブサイト経由またはその他の既知の/容易にアクセス可能な公的ウェブサイト経由。  
157 UoC のウェブサイト経由またはその他の既知の/容易にアクセス可能な公的ウェブサイト経由。公表された結果には、L. 

salmonis を含めなければならない（最低でも、付属資料 X「ウミジラミのサンプリングに関する要求事項」で要求されている

ステージ）。カナダのブリティッシュ・コロンビア州（BC）では、公表結果に Caligus spp.の成魚も含めなければならない。 
158 地点ベースまたはエリアベースの管理の原則についてより詳しい情報は、Young et al., 2007. Solving the Crisis in Ocean 

Governance: Place-Based Management of Marine Ecosystems. Environment: Volume 49, Number 4, pages 20–32 参照のこと。 



 

ASC 養殖場基準 - パブリックコンサルテーション V (P1, P2, P3) ドラフト – 2022年 3 月                                                  Page 

93 of 176 

るフィヨルドの集合体など、論理的な地理的範囲を反映したものでなければなりません。領

域の境界は、野生個体群に対する重要な累積的影響が発生する可能性のあるゾーン、水の移

動、及び生態系の構造と機能のその他の関連する側面を考慮して定義されるべきです。 

II-1. B スキームへの参加に関する要求事項 

定義されたエリア内では、全ての養殖場がこの要求事項に基づいて認証を求めていなくても、

養殖場生産量（重量）の少なくとも80％がエリア別管理スキームに参加しなければなりま

せん。大半の養殖場が参加しなければ、このスキームは効果を発揮しない可能性が高いです。

その地域で認証を申請している企業が所有するすべての養殖場は、ABMに参加しなければ

なりませんが、すべての農場が認証を申請している必要はありません。 

II-1. C ABM の構成要素と指針 

ASC養殖場基準で適用可能とみなされるためには、養殖場が使用するABMスキームは以下

の点を確保しなければなりません: 

1. ABM に含まれる農場/企業、担当者（連絡先を含む）、連絡の仕組みを明確に文書化し

ていること 

2. ABM における共通の疾病管理目標及び目的の策定及び文書化。目標には、野生のサケ科

魚類に対する養殖場内疾病のリスクを理解し、最小化することに関連する要素を含める

こと。目標は、3.13に記載されている企業のステークホルダーとの関わりの一環として、

地域社会や野生サケの利害関係者からABM内の養殖場に提起された懸念事項を含め、新

しい情報に基づいて定期的に更新されなければなりません。 

3. 調整を確実にするために必要なデータの養殖場間での情報及びデータの共有。これには、

放流及び休閑の計画、ウミジラミの数を含む養殖場での疾病及び寄生虫のモニタリング

結果、特定できない伝染性病原体の疑い、治療に関する情報、及び治療が期待ほど効果

的でないことに関連する情報を含む耐性に関するデータが含まれます。 

ABMスキームには、以下に関連した養殖場間の調整が含まれていなければなりません: 

1. 治療の適用とローテーション:  

a. 養殖場は、調整された治療計画と、治療のスケジュールとローテーションが実施

されていることを示す証拠を示すことができなければなりません。 

b. b. WHOで「highly important」159 と分類されている抗生物質の累積使用とその

潜在的なリスク160を考慮することは、治療に関する調整と情報共有の必須要素で

す。 

c. 該当する場合は、野生のサケの移動前に、サケの治療及び/または戦略的収穫を

調整し、サケ種にとって影響を受けやすいこの時期に、養殖場のウミジラミのレ

ベルを最小限に抑えます（2.15.18 に基づいて決定されます）。 

 
159 2018 年に WHO リストの第 6 版「Critically important antimicrobials for human medicine」が発表されており、以下で閲覧可

能: https://apps.who.int/iris/bitstream/handle/10665/312266/9789241515528-eng.pdf . 

160リスクの評価は、環境中での耐性発現による人の健康への潜在的なリスクを評価するために、地域内のサケの生産によるこ

れらの抗生物質の累積使用を考慮しなければならない。人の健康にとって重要性が高い抗生物質の処方は、最後の手段として

考慮しなければならない。 

https://apps.who.int/iris/bitstream/handle/10665/312266/9789241515528-eng.pdf
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d. ABM 内での寄生虫駆除剤の累積使用量の追跡（化学物質別、年間及び生産サイ

クル別）。 

2. 放流: ABM 内で放流されたすべてのサケ科魚類が同一年級であること、及び放流日が他

の養殖場と調整されていることを記録が証明しなければなりません。 

3. 休閑: 病気のサイクルを断ち切るために、各生産サイクルの間に休閑を調整し、その地

域の養殖サケ科魚類が水中にいない明確な期間を設けなければなりません。 

 

4. モニタリングスキーム:  

a. ABM 内の養殖場での疾病及び病原体のモニタリングと情報共有 

b. ABM 内の養殖場での抵抗性のモニタリングと情報の共有 

c.  2.15.19. 野生のサケ科魚類が生息する地域にある養殖場では、その地域に関連する

野生のサケ科魚類の個体数のモニタリングを、2.15.19 に規定された方法で行わなけ

ればなりません。 

5. ABM のウミジラミの最大負荷の設定と修正: 

a. ABM スキーム全体で、その地域の全養殖場の総ウミジラミ量で表される最大ウミジ

ラミ量を設定します。野生のサケ科魚類が生息する地域では、ABMスキームは、野

生のサケ科魚類のモニタリング結果を、この総ウミウシ負荷の長期的な見直しにど

のように組み込むかを示さなければなりません（このフィードバックループの詳細

については、下記のセクション2を参照）。 

 

付属資料 II-2. ABM のウミジラミ負荷及び養殖場のウミジラミレベルの設定と改訂 

指標2.15.15では、ABMスキームが最大のウミジラミ負荷を設定することが求められていま

す。この要求事項の主な目的は、養殖場でのウミジラミによる潜在的な累積感染圧力を推測

できるようにすることであり、これはその地域の全養殖場におけるウミジラミの数として表

されます。この「総負荷」の数値は、養殖魚1匹あたりのウミジラミの数として測定される

養殖場内のウミジラミレベルよりも、野生のサケ個体群に対する潜在的なリスクをよりよく

反映しています。 

ABMスキームはまず、事業を行う法域の規制義務と、これまでに行われた野生サケのモニ

タリングの結果に基づいて、この総負荷量を設定しなければなりません。実際には、ほと

んどのABMスキームの養殖場は、規制当局から達成を求められている養殖場内のウミジラ

ミのレベルを取り、それにその地域の養殖魚の数を乗じることになります。これが出発点と

なります。 

野生サケ科魚類の生息地域にある養殖場の場合、ABMスキームは、野生サケ科魚類のウミ

ジラミのモニタリング結果を用いて、毎年その地域の最大ウミジラミ負荷を見直し、修正

する可能性があることを示さなければなりません。この地域のウミジラミ負荷の調整は、

個々の養殖場のウミジラミレベルの制限につながります。このフィードバックループは透明

でなければならず、野生サケのモニタリングデータの解釈を通じて、ABMスキームがどの
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ように野生サケの個体群を保護しているかを文書化しなければなりません。具体的には: 

• レビューの結果には、ABM 方式における最大ウミジラミ負荷を維持または調整するため

の最終的な推奨事項及び正当性が含まれなければなリマ戦。 

• レビューは文書化し、監査員が利用できるようにしなければなりません。文書には、最

低でも、参加養殖場/企業の名称（責任者を含む）、会議の議事録、推奨事項、措置、

及びその正当性が含まれなければなりません。 

野生サケのモニタリングによるデータの収集と分析にはタイムラグがあることから、ABM 

スキームでは過去の期間、特に野生サケの稚魚の移動などの影響を受けやすい期間のデータ

を調べることが期待されます。 

野生サケのモニタリング結果は、ABM の総ウミジラミ量について説明したのと同様のフィ

ードバックループを経て、影響を受けやすい時期の養殖場のウミジラミ量の閾値に反映され

るはずです。野生サケのモニタリングにより、設定された閾値が野生個体群の保護になって

いないことが判明した場合、養殖場はその後の影響を受けやすい時期はより低いレベルを設

定しなければなりません。逆に、野生サケのモニタリングから得られたデータにより、野生

サケの個体数が健全であることが一貫して示されていれば、養殖場は設定された閾値よりも

高いレベルを設定することができます。このケースは、ABM 全体で ASC に対して作る必要

があります。   

 

付属資料 X: ウミジラミのサンプリングに関する要求事項 

 

1) 頻度: 影響を受けやすい時期には毎週サンプリング。それ以外の期間は毎月サンプリ

ング。 

2) 生け簀の数: 生け簀の少なくとも 50％を 2週間かけてサンプリングし，養殖場全体を

少なくとも 6 週間かけてサンプリングします。 

3) 生け簀ごとの魚の数: 生け簀 1 つにつき最低 10 匹の魚をサンプリングすべきです。 

4) ウミジラミのステージ: 最低限、移動可能161及び成体の雌のウミジラミに関するデー

タを提供します。 

魚の福祉（サンプリングの免除）: 獣医師または魚の健康専門家は、影響を受けやすい期間

内の一定期間において、魚のサンプリングを免除することができます。除外の理由は文書化

されなければなりません。162 

養殖場は、サンプリング中に魚から切り離されたウミジラミが最終的なサンプリング数に含

まれることを確実にしなければなりません。 

 
161 成体前と成体の雄のウミジラミ。 
162 免除の根拠には以下が含まれ得る:スモルトや放流の直後、病気にかかっている、及び/または治療中（ウミジラミの治療を

含む。免除の理由が魚の治療に関連している場合、免除の最大期間は 2週間とする）、特定の環境事象（例：水温［4℃以下］、

低酸素、藻類の繁茂、クラゲの発生）の間。 
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閉鎖された生産システム163では、ビデオ監視などのウミジラミを監視するための代替方法

を使用することができます。 

注: サンプリングに関する要求事項は、野生のサケ科魚類が生息する地域の養殖場にのみ適

用されます。 

 

付属資料 III:野生サケ科魚類のモニタリングに関する方法 

 

付属資料 III-1.野生サケ科魚類のモニタリング方法 

ASC 養殖場基準では、野生のサケ科魚類が生息する地域にある養殖場に対して、野生のサ

ケ科魚類に対するウミジラミのモニタリングへの参加を求めています。このモニタリングの

目的は、客観的な情報を通じて、野生魚と養殖魚の健康状態の関連性を明らかにすることで

す。これらの要求事項は、このモニタリングに特定の方法を要求するものではありません。

ただし、本モニタリングは以下の要求事項に従わなければなりません: 

• 方法、結果、分析が一般に公開され、サンプリングサイズ、場所、方法において科

学的厳密さを示すこと 

• モニタリングは、養殖場/ABM がある地域に地理的に関連しており、ABM の管理方

法に意味のある情報を提供していること。 

• そのプロセスには、独立した科学者など、養殖場以外の第三者が関与していなけれ

ばなりません。政府のプログラムで、企業がほとんど何も貢献していなくても、そ

のプログラムが地理的に関連性があれば、受け入れられます。 

• 野生魚 1 匹あたりのウミジラミの数や、ウミジラミの流行度合いは、いずれも調査

で考慮すべき有意義な指標である。 

 

国や地域の規制で野生のサケ科魚類の取り扱いが禁止されている場合は、別の方法で野生の

個体群を監視・保護していることを明確にする必要があります。養殖場の協力が必要なので、

データを提供できなければなりませんが、養殖場が自らサケを捕獲することは期待されてい

ません。 

 

付属資料 XX: 影響を受けやすい期間のウミジラミの閾値 

 

下の表は、ASC の主要なサケ養殖地域/管轄区における、地域ごとのウミジラミの閾値と影

響を受けやすい期間を表しています。この表は現在、異なる地域/管轄区で設定されている

最低のウミジラミの限界値164に対応しています。これは、ASC が地域に関連したウミジラ

ミの閾値と影響を受けやすい期間を設定するための出発点です。ASC は、これらのレベル

を変更せざるを得ないような証拠を常に把握しており、定期的な見直しを行い、必要に応じ

てこの表を更新していきます。 

 

地域/管轄*  ウミジラミ閾値 (L. salmonis) 影響を受けやすい期間 

 
163 閉鎖された生産システム: 定義リスト参照。 
164 規制当局が制定したもの、または業界が合意したもの（例：業界コードオブプラクティスによるもの）。 
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カナダ（ブリティッ

シュコロンビア州） 
3 運動性** 

        3 月 1 日～6 月 30 日 

フェロー諸島 0.5 成体の雌 5 月 1 日～7 月 31 日 

アイルランド 0.3 雌の卵 3 月 1 日～5 月 31 日 

 

 

ノルウェー 
0.2 成体の雌 

4 月 13 日〜5 月 24 日（第 16

〜21 週）：ノルト・トロンデ

ラーグ以南  

5 月 18 日〜6 月 28 日（第 21

〜26 週）：ノルドランド、ト

ロムス、フィンマルク 

スコットランド 0.5 成体の雌*** 2 月 1 日〜6 月 30 日*** 

表: 地域／管轄区域ごとのウミジラミ (L. salmonis) の閾値と影響を受けやすい時期 

*   確立された限界値がない状況では、ASC はその時点で有効な最も厳格なレベルの使用を要求する（例：0.2 成体の雌）。影響

を受けやすい期間の長さとタイミングは、定義された判定基準（例：幼魚が生け簀に近づいた時）に沿って、最新の知識を用い

て規定されるべきである。 

** 運動性には、L. salmonis の成体の雌（紐状の卵があってもなくても）と、その他の運動性のある L. salmonis（成体の雄、成

体前を含む）が含まれる。Mobile は motile の同義語と考えられる。  

*** Scottish Finfish Aquaculture (CoGP)の Code of Good Practice より。 

 

獣医師または魚の健康専門家は、影響を受けやすい期間内の特定の期間において、魚の治療

を免除することができ、その結果、超過時に[TBD]日以内に養殖場内のウミジラミレベルを

閾値以下に下げる能力に影響を与えること gああります。免除の理由は文書化されなければ

なりません165。 

 
付属資料 VII: 寄生虫駆除治療の方法 

 

医療用寄生虫駆除剤の継続的な使用の削減 

 

ASC 養殖場基準では、養殖場に持続性の高い海洋外部寄生虫である「ウミジラミ」の治療

に使用する薬剤の数を継続的に減らすことを求めています。最終的なビジョンは、ウミジラ

ミを薬で処理する必要がなくなることです。しかし同時に、このシナリオは現時点では業界

の大部分が達成できないことも認識しています。 

 

薬剤以外の手段（例：生物学的及び機械的防除）の開発と実施を奨励するために、判定基準 

2.15 の関連指標では、養殖場がエントリーレベル（EL）を満たすことを要求しています。

これは薬剤による治療の加重数（WNMT）を表すもので、その後、WNMT が定義されたグ

ローバルレベル（GL）を満たすまで、一定の削減率を達成する必要があります。 

 
165 免除の根拠には以下が含まれ得る:特定の環境事象（異常気象、水温（例：4℃未満）、低酸素、藻類の繁茂、クラゲの発

生）、養殖場内のウミジラミのレベルが予期せず上昇した場合、治療を実施するための物流上の障害や遅延が文書化されてい

る場合などが挙げられる。 
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上記のような改善プロセスと並行して、本基準では、養殖場が効果的な方法で軽減するため

に統合的害虫管理（IPM）を適用することを求めています。 

 

この付属資料では、上記の様々な概念の詳細を説明するとともに、EL、GL、削減率に関連

する指標レベルを示しています。 

 

薬剤による治療の加重数 (WNMT)166 

 

薬剤による治療の加重数の頻度は、生産サイクル中に適用された医療的寄生虫治療の総数で

あり、UoC の部分的な治療は、治療された生け簀の割合としてカウントされるべきです。 

 

WNMT の数え方については、以下のような例が挙げられます。 

– 養殖場全体（すべての生け簀）を 1 回治療すると WNMT=1 とカウントする。 

– 10 個のうち 1 個の生け簀を 1 回治療すると WNMT=0.1 とカウントする。 

– 10 個のうち 1 個の生け簀を 2 回（つまり 2 回のユニークな治療）治療すると

WNMT=0.2 とカウントする。 

– 20 個中 5 個の生け簀を 1 回治療すると WNMT=0.25 とカウントする。 

 

その他の考慮事項: 

1. 過酸化水素(H2O2)は、医薬品としての寄生虫治療と考え、WNMT のカウントに含め

なければなりません。 

2. 1回の浴水治療が「連成治療」として適用されることが規定されている場合（すなわ

ち、t1での 1 回の治療と t2でのフォローアップ治療）、各治療（t1及び t2）は WNMT

カウントに含まれなければなりません。 

WNMT の数え方については、さらにいくつかの例が挙げられています。 

– 10 個の生け簀のうち 1 個を過酸化水素（H2O2）で 1 回治療する場合、WNMT = 0.1

とカウントする。 

– 10 個の生け簀のうち 1 個を過酸化水素(H2O2)を用いて連成治療する場合は、

WNMT=0.2 とカウントする。 

エントリーレベル(EL)とグローバルレベル(GL)の定義 

 

様々な生産地域において、生産サイクルごとに適用されるウミジラミ治療の回数の地域的な

特徴を理解するために、詳細な統計調査が実施され、TWG で検討されました。この研究は、

使用されたデータ（エクセル）を含め、ASC のウェブサイトで公開されています。 

 

ようやくすると、この研究では 4 つのデータセットを使用し、N = 896 のデータポイントを

得ました。データセットは以下の生産地域をカバーしています: 西カナダ（BC），チリ，

フェロー諸島，アイルランド，ノルウェー，スコットランド。その後、この研究では、N = 

 
166 医療用の寄生虫駆除剤には過酸化水素が含まれる。 
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896 に基づいて、地域ごとに適用された医療的治療の数の分布曲線と、1 つのグローバル曲

線を作成しました。 

 

各地域の曲線の 50 パーセンタイルを基に、その地域の養殖場のエントリーレベルとなる地

域の WNMT 数値が設定されます。遵守するためには、養殖場が EL 以下でなければなりま

せん。結果は以下の表のとおりです: 

 

地域* エントリーレベル(WNMT) グローバルレベル(WNMT) 

カナダ(ブリティッ

シュコロンビア) 
1 

 

カナダ(東海岸) 9  

チリ 9  

フェロー諸島 6 3** 

アイスランド 6  

アイルランド 3  

ノルウェー 5  

スコットランド 9  

表: 地域別エントリーレベルとグローバルレベル（いずれも WNMT 内） 

* この表に記載されている地域以外の養殖では、EL=6、GL=3 を適用します。これらの地域

については、改訂時にデータが不十分であったため、世界の WNMT 分布を用いて EL を設

定しています。EL は各地域のデータセットの 50 パーセンタイルで設定されているため、グ

ローバルデータセットにも同じパーセンタイルが適用されます（結果として EL=6 とな

る）。 

** GL は 3WNMT に設定されています、「連成治療」が 2 回適用されなければ

（2*2=4WNMT とカウント）、GL=4WNMT が適用されます。この例外の場合、追加で薬効

成分を投与すると、GL=4 を超えることになります。 

地域ごとに定められたエントリーレベルに加え、グローバルレベル（GL）も定められまし

た。養殖場は、一定の時間枠に従って、EL から GL へと進んでいくことが求められます。

GL は、使用された全体のデータセットの 20〜25 パーセンタイルに基づいています。この

結果、GL = 3 WNMT となります。しかし、いくつかの浴水治療は「連成治療」（上記参照）

として行われており、GL = 3 の場合、治療の一部が GL = 3 を超える可能性があります。こ

の場合、GL=4 の WNMT が適用されます。この例外を満たさない状況では、GL = 3 WNMT

を適用します。 

 

EL から GL への削減 

 

養殖場は WNMT を 2 年間で 25%のペースでEL から GL に削減することが求められていま

す。  
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判定基準 2.16 - 抗生物質及びその他の動物用治療薬 

 

主な変更点の正当性  

ほとんどの ASC 基準は、抗生物質やその他の動物用医薬品の使用に関する要求事項が概

ね一貫しています。しかし、基準間での例外も発生しており、さらに、抗生物質の使用

に関する世界的な見解は、オリジナルの基準が作成された時よりも進歩しています。 

そこでASCは、WHO、FAO、OIE、学術界、獣医師、産業界の専門家で構成される技術

作業部会（TWG）を設置し、抗生物質やその他の動物用医薬品の責任ある使用に関する

ASC 要求事項の改善を検討しています。 

TWG は、FOA、WHO、OIE の世界的な取り組みである「ワン・ヘルス・アプローチ」

（https://www.fao.org/one-health/en/)）に基づいてアドバイスをまとめました。このアプ

ローチでは、人間の健康が動物や環境の健康につながっており、その逆もまた然りと認

識されています。このワン・ヘルス・アプローチの中で、人と動物の両方の医療におい

て、抗菌剤耐性（AMR）が猛烈に増加していることが大きな問題となっています。この

問題の関連性を説明すると、2050 年までに、AMR が自然災害以外の死亡原因の第 1 位

になり、年間 1,000 万人が死亡すると推定されています。 

AMR は、病気の診断をせずに使用したり（いわゆる「予防的使用」）、病気の治療に間

違った抗生物質を適用したりするなど、抗生物質の不適切な使用によって引き起こされ

ます。このような不適切な使用により、微生物（例：細菌）は耐性を獲得し、治療のた

めに抗生物質を必要とする者に多大な影響を与えます。その結果、肺炎などの病気が致

命的なものになってしまうのです。また、AMR のために、同じ病気を治療するために

は、より多くの治療と有効成分の量が必要になります。 

https://www.fao.org/one-health/en/
https://amr-review.org/sites/default/files/AMR%20Review%20Paper%20-%20Tackling%20a%20crisis%20for%20the%20health%20and%20wealth%20of%20nations_1.pdf
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判定基準の範囲 2.16 – すべての UoC 

 

根拠 – 抗生物質及びその他の治療薬は、水生生物を含む動物の健康状態を治療または改善

するために使用される化学物質です。治療薬には、抗生物質、抗寄生虫剤、抗真菌剤、抗ウ

イルス剤、ホルモン剤、麻酔薬、ワクチンなどがあります。治療薬の使用は、水産養殖産業

に多くの利益をもたらし、水生生物の健康と福祉の向上、生存率の向上、さらには養殖業者

の経済的利益と生産効率の向上を可能にしてきました。こうした利点にもかかわらず、治療

薬（ワクチンを除く）の過剰使用や誤用には、特定のリスクがあります。最も重要なリスク

主な考慮事項 

TWG は、抗生物質及びその他の動物用医薬品の要求事項に関する 2 つの主要な側面につ

いて ASC にアドバイスしてきまし: 

1 - 極めて重要な抗生物質の条件付き使用許可  – 抗生物質は、WHO の「Critically 

Important Antimicrobials」のリスト（以下、WHO CIA リスト）を通じて、人間の医療に

おける重要性分類されています。ASC 基準の多くは、「使用しないことは、どのような

使用よりも良い」という観点から、WHO CIA リストで「極めて重要」とされている抗生

物質の使用を禁止しています。 

これは、養殖場や指定された獣医師が効果の低い（リストに載っていない）抗生物質を

使用することになるため、TWG はこの根拠に強い異議を唱えています。効果の低い抗生

物質を病気の治療に使用することは、AMR 発生の主な原因になると考えられます。

TWG は、獣医師が診断した場合、診断された病気を効果的に治療するためには、極めて

重要な抗生物質を選択することを推奨しています。従って、許可された抗生物質の種類

よりも治療効果が優先されます。 

ASCは、より幅広いワン・ヘルス・アプローチを受け入れ、TWGの専門家としての提言

を支持します。しかし、ASC 認証製品が「極めて重要な抗生物質」で処理されている場

合のステークホルダーの見解も認識しています。このような理由から、ASC はサプライ

チェーンに入る ASC 認証製品への極めて重要な抗生物質の使用を認めません。このアプ

ローチにより、ASC 認証養殖場は AMR の発生を最小限に抑えながらも、極めて重要な

抗生物質で処理された製品をサプライチェーンに入れないことで、消費者に価値を提供

します。このアプローチは、ASCサケ基準とASC淡水マス基準のスタンディングポリシ

ーです。 

2 – 全体的な抗生物質使用量の削減 – 現在の ASC 基準では、投与可能な治療回数に制

限を設けています。AMR の発生は治療回数だけでなく、抗生物質の投与量によっても左

右されるため、TWG は養殖場が組織として抗生物質使用量を長期的に削減するための要

求事項を推奨しています。抗生物質使用量は、治療回数*有効成分量の組み合わせで定義

されます。治療回数は、現在治療制限が設定されている種については固定されていま

す。TWG は、この基準の初期バージョンにおいて、固定された削減率の定義を推奨ませ

ん。なぜなら、意図は組織的な抗生物質の使用量を削減することであり、状況に応じ

て、使用量は世界中の種、種類、生産規模、地域によって大きく異なるからです。 
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は、薬剤やその代謝物の環境への放出、人間が消費する最終製品への残留薬剤の存在、無責

任な使用による耐性の発達などに関連しています。 

寄生虫駆除剤の使用については 2.15 に、非治療薬については 2.14 でカバーされています。 

 

意図 – 統合的なワン・ヘルス・アプローチ（人の健康、養殖水産物の健康、「環境の健康」）

を通じ、抗生物質及びその他の獣医学的治療薬が人の健康を損なうリスクを最小限に抑える

こと。 

 

指標: 

指標 2.16.1 UoC は、成長を促すホルモン剤や抗生物質を使用してはならない。 

指標 2.16.2 UoC は、雌雄逆転、産卵の誘発・調整、単一性の個体の生産などの目

的でのみ、ホルモン剤（メチルテストステロン、エチルテストステロ

ンなど）を使用することができます。 

指標 2.16.3 UoCは、治療を目的とした治療薬167のみを使用しなければならない。 

指標 2.16.4 UoC は、抗菌剤を168予防的に使用してはならない。 

指標 2.16.5 UoC は、獣医師または水生動物の健康専門家による処方のもとでの

み、抗生物質169を使用しなければならない。 

指標 2.16.6 UoC は、獣医師または水生動物の健康専門家による処方のもとでの

み、その他の治療薬170を使用しなければならない。 

指標 2.16.7 

 

UoC は、病原体を治療するための抗菌剤の適切な選択を導くために、

各治療の前に抗菌剤171の感受性試験を行わなければならない。 

指標 2.16.8 

 

UoC は、 感受性試験の結果、耐性の蓄積や効果の低下が見られた場

合、養殖場に 1 種類より多い有効な抗菌剤がある場合には、ローテー

ション治療（異なる抗菌剤系列に属する有効成分）を適用しなければ

ならない。 

指標 2.16.9 

 

UoC は、同じ系列の抗菌剤を 2 回連続して使用しても期待した効果が

得られない場合、生物検定分析を行って耐性を判定しなければならな

い。 

指標 2.16.10 

 

UoC は、UoC により抵抗性があると判断された場合（2.16.9）、養殖

場に 1 種類より多い有効な抗菌剤がある場合には、ローテーション治

療172を行わなければならない。 

 
167 本判定基準において、治療薬には、抗生物質、抗真菌剤、抗ウイルス剤、ホルモン剤、麻酔剤、ワクチンなどが含まれる。

寄生虫駆除剤については、判定基準 2.15 でカバーされている。 
168 本判定基準において、抗菌剤には、抗生物質、抗真菌剤、抗ウイルス剤が含まれる。寄生虫駆除剤については、判定基準

2.15 でカバーされている。 
169 抗生物質を使用したエビは、ASC 認証の対象外となる。 
170 抗生物質以外の治療薬については、2.16.5 に記載している。 
171 本判定基準において、抗菌剤には、抗生物質、抗ウイルス剤、抗真菌剤が含まれる。寄生虫駆除剤については、判定基準

2.15 でカバーされている。 
172 本判定基準において、ローテーション治療とは、異なる抗菌剤系列に属する有効成分を使用することを意味する。 
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指標 2.16.11 UoC は、その養殖場に 1 種類より多い有効な寄生虫駆除剤がある場

合、全3回目の治療でローテーション治療173 174を行わなければならな

い。 

指標 2.16.12 UoC は、特定の細菌の病態に対して代替の治療法がなく、以下の基準

が満たされない限り、世界保健機関  （WHO）によって「Critically 

Important Antimicrobials for Human Medicine175」としてリストアップ

されている抗菌薬を使用してはならない:  

– 獣医師または水生生物の健康専門家による明確な診断があり、効

果的な代替治療法がない特定の細菌性病態を特定している 

– 獣医師または水生生物の健康専門家が、なぜ「極めて重要な抗生

物質」が治療の唯一の可能性であるかの理由を提示している 

– 以前の生物検定分析で、有効成分に対する耐性が確認されていな

い 

– 獣医師または水生生物の健康専門家が、少なくとも以下の内容を

含む処方箋を提供した場合: 

o 処方された有効成分の感受性試験の結果、治療が有効であ

る可能性が高いことを示している 

o 策定中（必要に応じて、2.14 の要求事項に加えて） 

  

指標 2.16.13 UoC は、抗生物質治療に関する種特有の制限を遵守しなければならな

い（付属資料 1）。 

指標 2.16.14 生産者は、年間または生産サイクル176ごとに、抗生物質の使用量また

は処理回数を削減177しなければならない。 

指標 2.16.15 UoC は、収穫時に、使用された治療薬の残留レベルが、EU で定義さ

れた最大残留限界値以下であることを保証しなければならない。 

 

開示と報告に関する要求事項 

指標 2.16.16 

開示シンボル 

UoCは、抵抗性があると判断された場合、その発見を公に開示178しな

ければならない。 

 

指標 2.16.17 

開示シンボル 

UoC は、毎年、以下を公に開示しなければならない: 

 
173 これは、2.16.8 の感受性試験の結果や 2.16.10 の生物検定分析の結果とは無関係に、追加される。 
174 本判定基準において、ローテーション治療とは、異なる抗菌剤系列に属する有効成分を使用することを意味する。 
175 「Critically Important Antimicrobials for Human Medicine 」としてリストアップされている抗菌剤で処理されたバッチは、

ASC 認証の対象外となる。 
176 生産サイクルが 1 年未満の養殖場、または継続的な養殖・収穫方法を採用している養殖場の場合、1 年ごとに計算する。生

産サイクルが 1 年以上の養殖場、または全量養殖/収穫方法を使用している養殖場（例:サケ）の場合 - 生産サイクルごとに計

算する。 
177 これは、抗生物質の使用に依存している UoC、すなわち組織的な使用が行われている場合に適用される。抗生物質の使用

量と処理回数を減らすための要求事項は、抗生物質を 1回きりで使用する UoC には適用されない。すなわち、数年後に治療

を行う場合や、治療を行わずに生産サイクルを行う場合である。 
178 UoC のウェブサイト経由 



 

ASC 養殖場基準 - パブリックコンサルテーション V (P1, P2, P3) ドラフト – 2022年 3 月                                                  Page 

104 of 176 

- 製品の生産量に対する生産サイクル179ごとの抗生物質の使用

量 

- WHO が 「 Critically Important Antimicrobials for Human 

Medicine」としてリストアップしている抗菌剤の使用状況 

指標 2.16.18 

報告シンボル 

UoC は、付属資料 2 に従い、ASC のウェブサイトで提供されるテン

プレートを使用して、毎年 ASC に以下を報告しなければならない: 

- 製品の生産量に対する生産サイクル180ごとの抗生物質の使用

量 

- WHO が 「 Critically Important Antimicrobials for Human 

Medicine」としてリストアップしている抗菌剤の使用状況 

 

 

 

 

 

 

  

 
179 生産サイクルが 1 年未満の養殖場、または継続的な養殖・収穫方法を採用している養殖場の場合、1 年ごとに計算する。生

産サイクルが 1 年以上の養殖場、または全量養殖/収穫方法を使用している養殖場（例:サケ）の場合 - 生産サイクルごとに計

算する。 
180 生産サイクルが 1 年未満の養殖場、または継続的な養殖・収穫方法を採用している養殖場の場合、1 年ごとに計算する。生

産サイクルが 1 年以上の養殖場、または全量養殖/収穫方法を使用している養殖場（例:サケ）の場合 - 生産サイクルごとに計

算する。 
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判定基準 2.17 - 孵化場及び中間サイト 

 

主な変更点の正当性 

現行の種の基準では、孵化場・保育所の段階に関するアプローチが異なっており、大部

分は、選択した方針と手順の一部を CAB が遠隔で審査することを要求しています。 

孵化場・保育所や中間サイトはいずれも同様の環境・社会的影響を及ぼすため、概念

上、これらの生産段階を認証製品に関連する影響評価から除外する理由はありません。

したがって、この提案されている新しいコンセプトは、すべてのサイトを評価すること

で堅牢性を高めることを目的としていますが、その中には中間サイトとして知られてい

る場所など、以前は認証要求事項から除外されていたものもあります。 

本提案の新コンセプトは、すべての種と養殖システムの間で一貫したアプローチを採用

し、「成長前の段階」（例：孵化場、保育所、中間サイトを含む）と「成長段階」

（例：最終的な生育サイト）をより明確に区別しています。本提案の新コンセプトは、

主に品質保証と種苗の調達に関連して、UoC がサプライヤーと密接に協力している現在

のベストプラクティスを基に、業界の既存の関係をよりよく利用することを目的として

います。 

主な考慮事項 

提案されたアプローチには、上記のようないくつかの利点がありますが、一部の UoC に

とっては、サプライヤーの監査や、最終製品を育てる前のサイトにとっては、ASC 養殖

場基準がこれらのサイトにも適用されるという点で、より大きな努力が必要になるかも

しれません。 

主な変更点 1: サプライチェーンの内部監査 

概要: 現行の ASC 養殖場基準では、孵化場の環境・社会的要素の比較的徹底した監査か

ら、認証ユニットへの出荷時の健康状態の基本的な文書化まで、孵化場の生産に関する

様々な評価が求められています。ここで紹介する提案は、責任を持って種苗や幼魚を養

殖場に供給することを保証する責任を、サプライチェーンの内部監査を通じて生産者に

移すものです。リスクの高い生産ユニット（例：サケ養殖の中間サイト）は、リスクと

審査員の判断に基づき、UoC 監査の際に ASC 監査員による抜き打ち検査を受けることが

できます。 

主な変更点の正当性: 養殖場への供給を評価する現在のモデルには一貫性がなく、生産チ

ェーンの中で利用されるサイトによってはギャップが生じる可能性があります。例え

ば、サケ基準には孵化場の書類をしっかりと審査することが含まれていますが、中間サ

イトの利用はカバーされていません。孵化場やその他のサプライチェーンへの接続地

は、環境面と社会面の両方で課題を抱えている可能性があり、ASC が製品を認証する際

にこれらの要素を含めることが重要です。 

主な考慮事項: 
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- 内部監査員は、ASC が概説する要求事項を満たすことが期待されます。 

- 監査は、整合性の取れた基準に基づいて行われます。 

- 養殖場は、資格のある第三者監査員による監査を受けることができ、その場合、1

回の監査をその孵化場から調達する複数の生産者が利用することができます。 

主な変更点 2: サプライチェーンのステップ 

Overview: UoC が利用するサイト、生産システム、またはサプライヤーの数は、種、生

産システム、養殖場の規模、地域などによって大きく異なリマス。現行の提案は、幼魚

生産の主な影響に対処することを目的としているため、生産者に過度な負担をかけるこ

となく、チェーン内の重要なサプライヤーをカバーする必要があります。。 

主な考慮事項: 

- 大規模な孵化場では、複数の異なる養殖場向けに資源を生産することがありま

す。 

- サプライチェーンの中には、成長前に 1 つのステップを含むものもあれば、複数

のステップを含むシステムもあリマス（例：ブルードサイト、孵化場、中間サイ

ト）。 

 

 

1) 成長フェーズの要求事項 

 

a) 遵守に関する要求事項 

 

ASC 養殖場基準の P1、P2、P3 の遵守は、最終製品の育成に関わるすべてのサイトに

求められます。最終製品の育成とは、「成長前フェーズ」に続く「成長フェーズ」のこ

とです。また、計算、報告、開示要求事項には、指標内で別段の指定がない限り、これ

らすべてのサイトが含まれることになります。例えば、FFDR は成長フェーズ全体で計

算されます。 

 

b) 検証に関する要求事項 

 

CAB 監査による第三者保証は、最終的な成長サイト（UoC）で行われます。CAB 監査

では、内部監査報告書の検証に加え、リスクの高い生産システム（例：サケ養殖の中間

サイト）では必要に応じて、監査人の判断に基づき、最終製品を生育しているサイトの

抜き打ち検査が行われます。 このための詳細な要求事項は、RUoC / CAR に含まれま

す。 

 

2) 成長前フェーズの要求事項 

 

a) 遵守に関する要求事項 
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概要文書では、成長段階に特有の指標と、成長前の段階のみに適用される指標（遺伝的

導入など）を区別しています。成長前の段階に関与するすべての施設で遵守が求められ

ます。場合によっては、養殖製品を短期間保管する施設や UoC に属さない施設が含ま

れることがあります。これらの施設は CAB の監査プロセスの対象ではありませんが、

UoC 自身の評価の対象となります。 

 

b) 検証に関する要求事項 

 

UoC はサプライヤーに対して責任を持ち、種苗や幼魚製品の生産に関わるすべてのサイ

トを、最終的なサイトや UoC に移動する前に監査することが求められます。UoC は、

第三者に監査を委託することもできますし、同じ成長前サイトを使用している他の ASC

認証農場が実施した監査レポートを利用することもできます。このための詳細な要求事

項は、RUoC / CAR に含まれます。 
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判定基準: 2.18 – エリアベース管理 

 

 

判定基準の範囲 2.18 – 指標の中で特に明記されていない限り、すべての UoC  

 

根拠 – 水産養殖は、それが位置するより広い環境と相互作用し、そのようなものとして、

より長い期間にわたって維持されるためには、その供給源と吸収源のサービスに依存してい

ます。この例としては、（資源としての）水の利用、病気や寄生虫の吸収、または（排水）

栄養分を緩衝する能力が挙げられます。これらの影響を管理するには、養殖場の敷地を超え

て、より広い（自然）地域、そこにいる様々な利害関係者、そしてそこから提供される資源

にまで及ぶため、全体的なエリアベースのアプローチが必要となります。エリアベース管理

（ABM）を通して、水産養殖の影響は、様々なパラメータで表現されるより広い生態系の

環境収容力に対して評価することができます。 

  

意図 – 病気や寄生虫の管理、遺伝子の導入に関連したより広いエリアベース管理に関する

決定を通知すること。 

 

淡水マス基準セクション 8 の指標 8.2 から 8.6 を含めて、策定中 

 

指標: 

指標 2.18.1 

 
指標の範囲: 生け簀養殖181 

UoC は、病気、寄生虫、治療への耐性を管理するためのエリアベース

管理（ABM）スキームに参加しなければならない（付属資料 13）。

これらのスキームが存在しない地域では、UoC は認証サイクル内、す

なわち 3 年以内にスキームの構築に向けて取り組んでいることを示す

証拠を提出しなければならない。 

指標 2.18.2 UoC は、UoC によって識別不可能な伝染病菌が疑われる場合、養殖

場及び ABM 内でのモニタリング及び監視182を強化しなければならな

い。 

指標 2.18.3 UoC は、UoC が原因不明の死亡率の増加183を経験した場合、養殖場

及び ABM 内でのモニタリング及び監視を強化しなければならない。 

指標 2.18.4 UoC は、養殖場で OIE に届出可能な疾病が確認された場合、ABM と

共に監視を強化し、厳格な検査を行わなければならない。 

 
181 これは、サケ以外のすべての種グループに適用される。サケは 2.15 のウミジラミ・セクションに含まれる。 
182 モニタリング・監視の主な目的は、新しい病気や適応された病気がその地域に存在するかどうかを調査することである。 
183 月次ベースでバックグラウンド率よりも統計的に有意に増加していること。 

主な考慮事項  

ASC 基準では、ABM のいくつかの要素（例：疾病管理、遠洋効果）が、対象となる多く

の種について取り上げられています。これらの要素が具体的であることから、現在の

（整合性のある）判定基準の内容の大部分はこれらの要求事項で構成されています。さ

らに、特に地域における疾病の管理に関して、様々な一般的な要求事項が追加されてい

ます。 
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指標 2.18.5 UoC は、コミュニティ、野生資源、より広範な生態系、及び野生生物

が依存している重要な生態系サービスに与えうる影響を測定するため

に、相互に合意した研究分野において、NGO、学術関係者、政府と

協力することに関与し、またその姿勢を示さなければならない。 

指標 2.18.6 
指標の範囲: 二枚貝のみ 

孵化場で生産された種苗については、種苗が移植される地理的地域に

特有の遺伝的懸念に対処するための取り組みの文書。 

指標 2.18.7 
指標の範囲: 二枚貝のみ 

UoC は、以下のうち少なくとも 1 つに準拠しなければならない: 

- 二枚貝の養殖が行われる水域では、クリアランスタイム184

（CT）とリテンションタイム185（RT）の比が 1 を超えている
186 187、または 

- 二枚貝の養殖が行われている水域では、CT と一次生産時間188

（PPT）の比が 3 倍189より大きいこと、または 

- TUoC は、より包括的な環境収容力モデルを用いて、二枚貝の

養殖が全体として、その水域の生態学的環境収容力を超えて

いないことを証明すること 

 

 

開示と報告に関する要求事項: 

指標 2.18.8 

開示シンボル 

UoC は、抗菌剤に対する耐性が UoC によって決定された場合、その

結果を ABM 内の養殖場に開示しなければならない。 

指標 2.18.9 

開示シンボル 

UoC は、寄生虫駆除剤に対する耐性が UoC によって決定された場

合、その結果を ABM 内の養殖場に開示しなければならない。 

指標 2.18.10 

開示シンボル 

UoC は、識別不可能な伝染病菌が UoC によって疑われた場合、ABM

内の養殖場に情報を開示しなければならない。 

指標 2.18.11 

開示シンボル 

UoC は、UoC が原因不明の死亡率の増加を経験した場合、ABM 内の

農場に情報を開示しなければならない。 

指標 2.18.12 

開示シンボル 

UoC は、OIE に届出可能な疾病が養殖場で確認された場合、ABM 内

の養殖場に直ちに通知しなければならない。 

 

付属資料 13 

 
184 クリアランスタイムとは、優勢な二枚貝（野生及び養殖）が湾や地域の水域（明確な境界がない場所）の容積をクリアする

のに必要な日数である。優勢種のセンサスは、その年のピーク時の常在種に基づくものとする。この計算は、公表されている

二枚貝グループ（ムール貝、ホタテ貝、アサリ、カキ）の公表されたクリアランス率データに基づく。 
185リテンションタイムとは、湾や水域の容積に等しい水量を潮が流すための日数である。 
186 付属資料 13 に記載されている水域内の全ての養殖場の面積（認証単位を含む）が、水域の総面積の 10％未満である場

合、要求事項 2.18.13 を適用する必要はない。 
187 付属資料 2 に記載されている計算方法に従う。 
188 PPT は、湾内の植物プランクトンの蓄積量が入れ替わるのに必要な日数である(植物プランクトンの個体数増加のタイムス

ケール)。PPT は、システム内の植物プランクトン一次生産量(PPP)に対する植物プランクトンバイオマス(B)の年間平均値の

比率である。B は、炭素とクロロフィルの比を 50 と仮定して、クロロフィル a の測定値、公表データ、または衛星による予

測値から推定できる。PPP は、公表されている結果やモデルによる予測から得ることができ流。 
189 付属資料 2 に記載されている計算方法に従う。 
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二枚貝基準の付属資料 I 及び II、サケ、コビア、スズキ基準の付属資料セクションを含め

て、策定中 
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原則 3 - UOC は社会に対して責任のある方法で事業を営む 

 

原則の範囲 3 - すべての UoC 

根拠 – 水産養殖業界は、その供給と加工産業を含めて、世界の何百万人もの人々に食料、仕

事、収入を提供しています。この業界は、特に養殖場や加工施設での労働集約的な仕事が多

いことが特徴で、ほとんどの人が経済発展途上国で雇用されています 11。水産養殖業は、一

般的に、地域社会（多くの場合、農村社会）の経済的基盤の一部として重要な役割を果たし

ています190,191,192,193。 

急成長しているセクターは、遠隔地や規制の少ない地域で事業を営むことが多いため、人権

や労働基準が侵害されるリスクが高くなります。さらに、特に土地や資源の利用に関して、

水産養殖業の社会的事業認可（SLO）に対する懸念もあります。これらのリスクや懸念の多

くは、主に発展途上国で発生していると認識されていますが、先進国にも同様に存在してい

ます194,195。 

本原則の判定基準策定にあたっては、国際労働機関（ILO）、国連人権高等弁務官事務所

（OHCHR）、社会的説明責任インターナショナル（SA8000）のいくつかの文書を参考に

しました。ASCの労働権判定基準は、ILOの国際労働基準に基づいており、主に条約の形を

とっています。主要な国際基準（ILO 条約）やその他の関連文書が参照されています。 

ASC のビジョンは、原則 3 を通じて、国連の持続可能な開発目標 9 （SDG）5（「ジェンダ

ー平等を実現しよう」）、SDG8（「働きがいも経済成長も」）、SDG10（「人や国の不平

等をなくそう」）への取り組みに直接貢献するものです。 

原則 3 の意図する成果は、ASC 認証施設が以下を確保することで、社会的に責任ある方法

で事業を営むことです: 

I. すべての性別が平等に扱われ、平等な機会が与えられていること 

II. 労働者の権利が尊重されること 

III. 労働者の労働・生活環境が適切であること 

IV. 近隣のコミュニティや先住民との交流が建設的であること 

 

全体として、原則 3 は、養殖業の社会的事業認可の改善に貢献しています。 

 
190 Asian Development Bank. 2005. An Evaluation of Small-Scale Freshwater Rural Aquaculture Development for Poverty 
Reduction. https://www.adb.org/sites/default/files/publication/27961/fresh-water.pdf  
191 Ceballos, A., Dresdner-Cid, J.D., Quiroga-Suazo, M.A. 2018. Does the location of salmon farm contribute to the reduction of 
poverty in remote coastal areas? An impact assessment using the Chilean case study. Food Policy, Volume 75, p68-79. 
192 New Zealand Government – Ministry for Primary Industries. 2015. The social and community effects of aquaculture – a case 
study of Southland aquaculture. ISBN 978-0-908334-49-0. 
193 Highlands and Islands Entreprise and Marine Scotland. 2017. The value of aquaculture to Scotland. 
https://www.gov.scot/Topics/marine/Publications/TopicSheets/tslist/aquavalue  
194 Group on Experts against Trafficking of Human Beings (GRETA). 2017. 7th General Report on GRETA’s activities. 
https://g8fip1kplyr33r3krz5b97d1-wpengine.netdna-ssl.com/wp-content/uploads/2018/04/GRETA-annual-report-for-2017.pdf  
195 Fletcher, L.E.,Bales K.,Stover E. (2005) Hidden Slaves: Forced Labor in the United States, 23 Berkeley J. Int'l Law. 47. 
https://scholarship.law.berkeley.edu/cgi/viewcontent.cgi?article=1281&context=bjil  

https://www.adb.org/sites/default/files/publication/27961/fresh-water.pdf
https://www.gov.scot/Topics/marine/Publications/TopicSheets/tslist/aquavalue
https://g8fip1kplyr33r3krz5b97d1-wpengine.netdna-ssl.com/wp-content/uploads/2018/04/GRETA-annual-report-for-2017.pdf
https://scholarship.law.berkeley.edu/cgi/viewcontent.cgi?article=1281&context=bjil
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主な変更点の正当性  

リスク管理フレームワークの付属資料における指標の追加: ASC は、地域社会への影

響、環境への影響、労働者の健康と安全の分野におけるリスクを養殖場が特定し、評価

できるようにするためのツールである、リスク管理フレームワークの開発に取り組んで

います。このツールは、養殖場がこれらのリスクに対する予防策、緩和策、改善策を特

定し、その効果を監視するのに役立ちます。フレームワークは、BEIA や PSIA の要求事

項に代わるものとして設計されており、より詳細なレベルで、養殖場がこれらの分野に

取り組むための利用しやすい方法を提供しています。RMF の指標をもとに、UoC は

ASC が開発したツールを使ってアセスメントを実施します。 

主な考慮事項  

リスク管理フレームワーク: リスク管理フレームワークツールと、関連するコミュニティ

や安全衛生に関する要求事項との関連性は明確でしょうか？これらの指標に準拠するた

めに養殖場が何をすべきか明確になっているでしょうか？ 
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判定基準: 3.1 – 権利の意識 

 

判定基準の範囲 3.1 – すべての UoC 

 

根拠 – 1948 年、国連総会は世界人権宣言（UDHR）を発表しました。UDHR は、すべての

人間に属する 30 の権利と自由のリストであり、普遍的に保護されるべきものです。この宣

言は、500 以上の言語に翻訳されています196。2015 年に採択された 17 の SDGs は、国際

人権法に基づいています197。ASC 養殖場基準の原則 3 では、社会的責任を果たしている水

産養殖の重要性と、活動が UDHR に反するものではないことを保証しています。この基準

は、特定のトピックの下でさまざまな人権をカバーしていますが、既存の判定基準の範囲を

超えて、従業員や近隣のコミュニティのメンバーの権利が保護されるようにするための追加

指標があります。これらはこの判定基準でカバーされています。 

 

意図 – 養殖場はすべての従業員の人権の保護を保証します。 

 

指標: 

指標 3.1.1 UoC は、最上級レベルで承認された書面による人権方針声明を導入しな

ければならない。 

指標 3.1.2 UoC は、人権方針声明の実施に責任を持つ、少なくとも 1 名の指名され

た経営陣を持たなければならない。 

 
196 https://www.un.org/en/about-us/universal-declaration-of-human-rights 
197 https://www.ohchr.org/en/issues/SDGS/pages/the2030agenda.aspx 

主な変更点の正当性  

判定基準 3.1 - 権利の意識の追加: 原則 3 の全体が人権の重要性を反映して今すが、この

問題に特に焦点を当てた判定基準から始めるべきであると考えられ、また、他の判定基

準トピックよりも人権保護に根ざした指標をいくつかピックアップすることにした。 

SSCI Primary Production Scope では、人権方針の策定を求めることに重点を置き、他の

方針とは区別しています。以前の基準案では区別されておらず、それに加えて、人権に

関する声明の実施とそれに関するトレーニングに関する要求事項を含める必要がありま

した。 

さらに、飼料基準の「差別」においてメディカルテストに関する指標もありました。こ

れらの指標の背景にある根拠は、従業員の人権を守るというもので、本判定基準の中に

入れた方が良いと考えられました。 

主な考慮事項  

メディカルテストに関する指標 3.1.5～3.1.8: これらの指標は、UoC がダイバーや Covid

のようなものに対してメディカルテストを必要とする可能性があるため、含まれていま

す。しかし、これらの指標があることで、以前は考慮されていなかったメディカルテス

トを実施する許可が UoC に与えられるのではないかという懸念があります。 
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指標 3.1.3 UoC は、すべての従業員が人権方針について研修を受けることを保証し

なければならない。研修は文書化され、情報はすべての従業員に理解で

きる形式で配布、入手、説明されなければならない。 

指標 3.1.4 UoC は、人権方針声明が一般に公開されることを保証しなければならな

い。 

指標 3.1.5 UoC、また場合によっては採用に関わる機関は、採用プロセスにおい

て、職務上必要な場合を除き、メディカルテストを要求してはならな

い。 

指標 3.1.6 UoC は、健康と安全または食品安全のリスクアセスメント198で指定され

た場合を除き、メディカルテストを要求してはならない。 

指標 3.1.7 UoC が健康と安全または食品安全のリスクアセスメントによって指定さ

れたメディカルテストを必要とする場合、従業員は検査の理由を理解し

なければならず、彼らのデータは保護されなければならず、彼らは自分

の検査結果にアクセスできなければならない。 

指標 3.1.8 UoC が健康と安全または食品安全のリスクアセスメントで指定されたメ

ディカルテストを必要とする場合、従業員は希望に応じて独立した医師

を利用する権利があル。 
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判定基準: 3.2 – 強制労働、債務労働、拘束労働及び人身売買 

 

 

判定基準の範囲 3.3 – すべての UoC 

 

根拠 – 国連 (UN) の世界人権宣言 (UDHR) では、世界の多くの産業199や地域200で、強制労

働、債務労働、拘束労働201や人身売買202 が根強い問題であると認識されています 26。漁

業・水産養殖業もその例外ではありません203 204。 

最近の推計205によると、2,500 万人が強制労働、債務労働、拘束労働の犠牲者です。これに

は、人身売買（武力、脅迫、偽装による勧誘、移送、または拘留）、債務拘束（債務の支払

い手段として労働を要求されること）、さらには、他の脅迫手段によって従業員の意思に反

して仕事に留まることを強要する、より巧妙な形態の強制労働が含まれます。  

貧困は、不平等、差別、不当労働慣習とともに、強制労働の主な要因であり、通常、最も弱

い立場にあり、保護されていない人々に影響を与えます。労働者が、長時間、低賃金、契約

のない安全でない労働条件で働く場合、強制労働が発生する可能性が高くなります206。 強

制労働や債務労働は、低所得国だけで発生するものではなく、高所得国の一部の産業や地域

では、（移民）従業員が強制労働の被害者となる可能性があります。移民労働者を派遣する

規制されていない労働者ブローカーや人材派遣会社の利用は、水産業やその他の分野で、特

に移民労働者の人身売買や強制労働の主な要因として指摘されています207  。 

 
199 Oxfam. 2018. Ripe for change – Ending human suffering in supermarket supply chains. 
https://policypractice.oxfam.org.uk/publications/ripe-for-change-ending-human-suffering-in-supermarket-supply-chains620418 
200 Global Slavery Index. 2018. https://www.globalslaveryindex.org/resources/downloads/ 
201 強制労働、債務労働、拘束労働: 定義リスト参照。 
202 人身売買: 定義リスト参照。 
203 Human Rights Watch. 2018. Hidden chains - Rights abuses and forced labor in Thailand’s Fishing Industry. 
204 https://www.globalslaveryindex.org/2018/findings/importing-risk/fishing/ 
205 https://www.globalslaveryindex.org/2018/findings/highlights/ 
206 https://businessdocbox.com/Agriculture/112216240-Aquaculture-as-a-vehicle-for-positive-social-change-lifting-people-out-of-
poverty.html 
207 Human Rights Watch. 2018. Hidden chains - Rights abuses and forced labor in Thailand’s Fishing Industry. 

主な変更点の正当性  

 強制労働・児童労働の是正に関する指標の追加：前回の基準案では、甚だしい人権侵害

の防止にとどまり、それ以上の措置がとられていなかったため、強制労働や児童労働の

事例が発見された場合に UoC が是正措置をとることを求める指標がいくつか追加されま

した。 

 

主な考慮事項  

児童労働と強制労働: 以前の基準と苦情処理メカニズムに関する付属資料では、90 日以

内に是正を行うことが明記されています。時間枠への言及を含めるべきかどうかは定か

ではありません。しかし、タイムフレームがないと、改善が長引いて実現しないリスク

があり、強制労働や児童労働など、すぐに対処すべき問題がある場合には、着手に 90 日

もかかることはありません。 
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ILOは、2つの条約（29208,105209)によって強制労働と債務労働を禁止しています。賃金保護

条約（95）は、雇用の獲得または維持のために従業員が雇用主または募集人に支払う、賃

金からの控除を禁止しており、民間職業仲介事業所条約（181）は、労働者の権利が尊重さ

れるよう職業仲介機関を規制しています。 

 

この判定基準では、強制労働や債務労働の禁止、人材紹介会社の監督、労働者の責任ある採

用に加え、強制労働や債務労働が発見された場合の効果的な是正に焦点を当てています。し

かし、本基準の他のすべての労働権の判定基準に記載されている保護は、他の分野での関連

する職場違反を伴うことが多い強制労働や債務労働を特定し、防止するためにも重要です。

労働時間の制限、職場での差別の防止、適正な賃金と契約の透明性の確保、効果的な苦情処

理メカニズムの維持などを含むこれらの保護は、より倫理的な職場と持続可能な産業を作る

ことで、強制労働・債務労働や人身売買の根本的な要因に対処するために不可欠です。 

強制労働や債務労働の撤廃は、SDG8「働きがいも経済成長も」をサポートしています。 

 

意図 – 養殖場は、強制労働、債務労働、拘束労働、人身売買を防止し、これらに関与した

り支援したりすることはありません。そのような問題が発見された場合、養殖場は効果的な

是正措置を実施します。 

 

指標: 

指標 3.2.1 UoC は、強制労働、債務労働、拘束労働210や人身売買211に関与した

り、それらを支援したりしてはならない。これには以下が含まれる: 

- 罰則の脅しのもとで行われる労働212 

- 本人が自発的に申し出ていない労働213  

- 人を搾取する目的で、欺瞞またはその他の形式の強要を用いる

こと 

- 従業員の離職を防ぐために、搾取的な融資を行うこと 

指標 3.2.2 強制労働、債務労働、拘束労働、人身売買が発見された場合、UoC

は、3.2.1 に準拠し、債務やその他の形態の束縛の解決、個人的・物質

的損害への補償の提供、さらには従業員の条件変更や本国送還を可能

にするなど、本人の利益を最優先にした是正措置を実施し、監視し、

文書しなければならない。 

指標 3.2.3 強制労働、債務労働、拘束労働、人身売買が発見された場合、UoC

は、再発防止のための効果的な是正措置を実施しなければならない。

是正措置は文書化され、有効性を確認するために検証される。 

指標 3.2.4 UoC は、使用する雇用/人材紹介エージェントが以下の通りであること

を確認するために、その審査と監視を確実に実施しなければならない: 

 
208 ILO Forced Labour Convention, 1930 (No. 29). 
209 ILO Abolition of Forced Labour Convention, 1957 (No. 105). 
210 強制労働、債務労働、拘束労働: 定義リスト参照。 
211人身売買: 定義リスト参照。 
212 罰則自体は目に見える一方で、罰則の脅威は目に見えないが、同様に強制労働の一形態につながると考えら

れる。罰則の脅威とは、例えば、権利や特権が抑圧される恐れや、身体的、精神的、社会的な害など、あらゆる

形で実現される報復の脅威を含む。 
213 自発的に: 定義リスト参照。 
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– 所轄の国家機関によって認可または認定されていること 

– 判定基準1.1に準拠していること 

指標 3.2.5 UoC、または採用に関わるエージェント (該当する場合) は、それなし

に従業員が自由に雇用を終了したり、旅行したり、出国したりできな

いような、ID、ビザ、パスポートなどの身分証明書の原本を所持して

はならない。個人文書及び貴重な所有物の安全な保管オプションが提

供されている場合、UoC によって以下のことが保証されなければなら

ない。 

- 労働者の選択により保管場所を利用できること 

- 保管場所が文書化されていること 

- 労働者が自分の持ち物に自由にアクセスできること 

指標 3.2.6 UoC 及び/または雇用/人材紹介エージェントは、雇用契約で定義された

条件に従って、労働者が雇用を終了することを認めなければならな

い。 

指標 3.2.7 UoC、または採用に関わるエージェント (該当する場合) は、たとえ現

地の規制で認められていたとしても、従業員の給与、財産、または利

益のいかなる部分も差し押さえてはならない。差し押さえが認められ

る唯一の状況は、法律で定められている場合のみである。 

指標 3.2.8 UoC、または採用に関わるエージェント (該当する場合) は、採用214ま

たは雇用期間中に従業員に対していかなる費用も請求してはならな

い。これには、就労ビザを含む公的文書の処理に関連するあらゆる費

用または保証金が含まれる。移民労働者215の場合、これには旅行と本

国送還に関連するあらゆる費用または保証金が含まれる。 

指標 3.2.9 UoC は、従業員が勤務中に衛生施設を利用したり、飲料水を利用した

りするために、職場内を自由に移動できるようにしなければならな

い。 

指標 3.2.10 UoC は、従業員を勤務時間外に強制的に現場に拘束してはならない。 

指標 3.2.11 UoC は、従業員の職場へのアクセスが悪い場合、従業員が現場を離れ

るための、アクセス可能で安全な交通手段を提供しなければならず、

雇用契約上の条件で別段の合意がない限り、シフト終了後に従業員が

現場を離れることを認めなければならない。 

指標 3.2.12 UoC は、遠隔ではなく、容易にアクセスできる場所にある事業所への

雇用条件として、雇用者が運営する施設への入居を従業員に要求して

はならない。 

指標 3.2.13 UoC、または採用に関わるエージェント (該当する場合) は、囚人労働

に関与してはならない。 

指標 3.2.14 UoC は、オーナー及び従業員の配偶者、子供、その他の家族を働かせ

てはならない。家族の就労を認める場合は、基準の要求事項に基づ

き、個別に自主的に契約しなければならない。 

 
214 移民労働者の場合、証拠には、UoC が負担した採用/雇用費用が含まれ、費用は、年ごと、及び雇用された移民労働者の出

身国ごとにまとめられなければならない。 
215 移民労働者: 定義リスト参照。 
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指標 3.2.15 UoC は、雇用の条件として、従業員に食堂の利用など、雇用主が運営

する店舗やサービスからの購入を要求してはならない。ただし、遠隔

地にあるために代わりの店舗やサービスが利用できず、費用が妥当な

ものであり、UoC が従業員に提供する店舗やサービスから利益を得て

いない場合は含まれない。 

 

ASC リスク管理フレームワークに関する要求事項 

指標 3.2.16 

RMF シンボル 

評価: 

UoC はリスク管理フレームワーク（RMF）アプリ216を実行し、外部文

脈と内部文脈の両方を、及び UoC 内での強制労働の可能性を高めるこ

れらの文脈内の要因を含め、理解するためのアセスメントを行わなけ

ればならない。 アセスメントの結果は、強制労働のリスクを低くする

ための可能な対策、及び対策の有効性を監視するための指標を提案す

るものである。 

 

外部文脈（UoC 外）における潜在的な推進要因: 

- 脆弱な人口グループ 

- 貧困（社会的セーフティネットの欠如） 

- 強制労働の利用歴・普及度合い 

- 不十分な法律や規制、または施行の不備 

- 地域の不安定さ 

 

内部文脈（UoC 内）における潜在的な推進要因: 

- 現地での宿泊施設 

- 不適切な監視（生産工程、第三者の人材派遣会社の利用、下請

け業者の利用）。 

- 労働力の需要が既存のキャパシティを超えている（生産のピー

ク時、予期せぬ出来事が発生した場合） 

- 非熟練労働者の割合が高い 

- 場所の遠さ 

指標 3.2.17 

RMF シンボル 

計画: 

UoC は、RMF アプリの一環として、3.2.16 に基づくアセスメントで決

定されたリスクレベルに基づき、強制労働に関するサイト特有のリス

ク管理計画（RMP）を策定するために、適切な手段とモニタリング指

標を選択しなければならない。 

指標 3.2.18 

RMF シンボル 

実行: 

• UoC は、（3.2.17 に基づいて策定された）UoC のサイト特有の

RMP の一環として、強制労働のリスクが低いことを保証するた

めの対策（予防）を実施しなければならない。 

 

 
216 RMF アプリへの接続; 策定中. 
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• UoC のサイト特有の RMP の一部として、低リスクレベルの達

成と維持を確実にするためのモニタリング 指標（3.2.17 で策

定）を実施しなければならない（時期及び頻度は、RMP 内で定

義される手段特有のものでなければならない）。 

• UoC は、UoC のサイト特有の RMP の一部として、以下の頻度

で見直しを実施しなければならない: 

• モニタリング結果がきっかけとなり、RMP を見直し、

改訂する 

• 内部文脈の変化（養殖活動等）が発生した場合に、RMP

を見直し、改訂する 

• 外部文脈の変化（例：気候変動関連）が発生した場合

に、RMP を見直し、改訂する  
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判定基準: 3.3 – 児童労働 

 

判定基準の範囲 3.3 – すべての UoC 

 

根拠 – 子どもの権利に関する OHCHR 条約、ILO 条約第 138 号217、第 182 号218は、すべて

の子どもたちが、教育、健康、発達にとって危険または悪い影響を与える仕事をしないよう

に保護される権利を有することを定めています。SDG8.7 は、2025 年までにあらゆる形態

の児童労働を撤廃することを求めていますが、全世界で 1 億 5,200 万人の子どもたちが児童

労働者であると推定されています219。児童労働は、経済的・文化的な圧力によって、最も

貧しく、最も脆弱で、最も教育を受けていない家庭に押し付けられています。児童220や若

年労働者221は、年齢的に身体の発達や知識、経験に限界があり、自立していないため、特

に経済的搾取を受けやすくなっています。また、両親に適正な賃金が支払われていなかった

り、コミュニティ内で学校教育が十分に受けられなかったりすると、児童労働の被害者にな

る可能性が高くなります。このような脆弱性は、最悪の形態の児童労働につながります。 

 
217 ILO Minimum Age Convention, 1973 (No. 138). 
218 ILO Worst Forms of Child Labour Convention, 1999 (No. 182). 
219 https://endchildlabour2021.org/child-labour/ 
220 児童: 定義リスト参照。 
221 若年労働者: 定義リスト参照。 

主な変更点の正当性  

強制労働・児童労働の是正に関する指標の追加：前回の基準案では、甚だしい人権侵害

の防止にとどまり、それ以上の措置がとられていなかったため、強制労働や児童労働の

事例が発見された場合に UoC が是正措置をとることを求める指標がいくつか追加されま

した。 

主な考慮事項  

児童労働と強制労働: 以前の基準と苦情処理メカニズムに関する付属資料では、90 日以

内に是正を行うことが明記されています。時間枠への言及を含めるべきかどうかは定か

ではありません。しかし、タイムフレームがないと、改善が長引いて実現しないリスク

があり、強制労働や児童労働など、すぐに対処すべき問題がある場合には、着手に 90 日

もかかることはありません。 

 

児童労働: この基準では、13 歳以上の児童に軽作業を許可し、労働時間と休憩時間に関

する情報を提供しています。これは ILO に沿ったものですが、これが含まれていること

で、養殖場が児童を軽作業に従事させることを奨励しているように聞こえ、児童労働の

回避とは相反するように思えることを懸念しています。もしそうだとしたら、家族経営

の養殖場に限り、13 歳と 14 歳の児童に軽作業を許可するという要求事項を盛り込むこ

とが一つの解決策になるでしょう。 
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児童や若年労働者の雇用と搾取は、すべてではありませんが、水産養殖業を含む222多くの

産業223で世界的に発生しています。児童労働者は、子供の頃の健全な遊びを奪われ、学校

を早期に退学させられたり、学校に通いながら長時間の重労働を強いられたり、学校に通う

機会を完全に奪われたりしています。このような状況は、次の世代にも貧困と児童労働が続

く原因となっています。 

この基準では、児童労働の防止、若年労働者のための安全な環境、児童労働の事例が見つか

った場合の効果的な是正に焦点を当てています。適正な賃金、限られた労働時間、契約の透

明性など、本基準の他の労働権判定基準で説明されている保護は、家族に経済的な安定をも

たらすことで、児童労働のリスクからも保護します。 

健康や人間形成に悪影響を及ぼさず、学校教育にも支障をきたさない仕事に児童が参加する

ことは、一般的にポジティブなことだと考えられています。これには、親の家事を手伝った

り、家業（農業）を手伝ったりするような活動が含まれます。 限定的で害のない形での仕

事への参加は、児童の成長に寄与するだけでなく、場合によっては家族の福祉にもつながり

ます。このことは、技能や経験を提供し、成人期に生産的な社会の一員となるための準備を

支援します224。 

意図 – 養殖は児童労働の防止を確保します。児童労働が発見された場合、養殖場は効果的な

是正措置を実施します。 

指標: 

指標 3.3.1 UoC は、児童労働225. に関与してはならない。これには以下のような労

働が含まれる: 

- 児童にとって精神的、肉体的、社会的、道徳的に危険で有害なも

の226  

- 児童の通学を妨げるもの227. 

指標 3.3.2 児童労働が発見された場合、UoC は、3.3.1 を遵守するために、児童の

最善の利益を第一に考え、児童が学校に通い、義務教育終了まで学校に

留まることができるようにするなど、是正措置を実施、監視、文書化し

なければならない。 

指標 3.3.3 児童労働が発見された場合、UoC は再発防止のための効果的な是正措置

を実施しなければならない。是正措置は文書化され、有効性を確認する

ために検証される。 

 
222 ILO. 2017. Global estimates of child labour: Results and trends, 2012-2016. https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---
dgreports/---dcomm/documents/publication/wcms_575499.pdf 
223 https://www.ilo.org/ipec/areas/Agriculture/WCMS_172348/lang--en/index.htm 
224 https://www.ilo.org/ipec/facts/lang--en/index.htm 
225 児童労働: 定義リスト参照。 
226 精神的または社会的に危険なものとしては、隔離された環境での作業、罵詈雑言が飛び交う環境での作業などが挙げられ

る。肉体的に危険なものとしては、重いものを持ち上げたり、機械の可動部に触れたりすること、騒音やほこりの多い環境や

極端な温度の中で働くことなどが挙げられる。大人にとっては危険と定義されていない仕事でも、児童にとっては危険な場合

があることに注意する必要がある。道徳的に危険なものとしては、薬物乱用やギャンブルにさらされるような環境での作業を

含む。最悪の形態の児童労働の定義も参照。 
227 ILO の定義によると、これには例えば、学校に通う機会を奪うこと、学校の早期退学を強いること、学校への出席と過度

に長時間の重労働を両立させることを要求することなどが含まれる。 

https://www.ilo.org/ipec/facts/lang--en/index.htm
https://www.ilo.org/ipec/facts/lang--en/index.htm
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指標 3.3.4 UoC は、以下の条件の下でのみ、15 歳228以上または義務教育修了年齢

以上229（いずれか高い方）の児童を雇用することができる。 

-  危険を伴う作業を行わないこと230 231。 

指標 3.3.5 UoC は、13 歳及び 14 歳232 233の児童を軽作業のためにのみ雇用すること

ができるが、以下のことを確認しなければならない:   

- 児童が作業前に適切なトレーニングを受けていること 

- 児童が適切な監督を受けること 

- 学校教育に支障をきたさないこと 

指標 3.3.6 UoC は、若年労働者234を含むすべての児童235,が、危険を伴わない作業

（3.3.4）または軽作業（3.3.5）のみを行うことを保証しなければならな

い。 

指標 3.3.7 UoC は、現場に住む移民労働者や臨時・季節労働者の子供を含む従業員

の子供の就学を促進しなければならない。 

指標 3.3.8 UoC は、年齢確認の仕組みを開発し、すべての従業員の年齢記録を維持

しなければならない。 

 

ASC リスク管理フレームワークに関する要求事項: 

指標 3.3.9 

RMF シンボル 

評価: 

UoC は、リスク管理フレームワーク（RMF）アプリ236を実行し、UoC

内での児童労働の可能性を高める要因を含む外部及び内部の状況を理解

するためのアセスメントを実施する。 アセスメントの結果は、児童労働

のリスクを低くするための可能な対策、及び対策の有効性を監視するた

めの指標を提案するものである。 

 

外部文脈（UoC 外）における潜在的な推進要因: 

- 学校へのアクセスの制限 

- 脆弱な人口グループ 

- 貧困 

- 児童労働の利用歴・普及度合い 

- 不十分な法律や規制、または施行の不備 

- エリアや地域の不安定さ 

 
228 ILO 条約 138 号は、特定の発展途上国では例外的に 14 歳を認めている。ASC は ILO 条約 138 号に従い、これらの国では同

様に 14 歳からの雇用を認めている。 
229 国内法または規則は、以下の要求事項を満たす仕事を行うために、15 歳以上で義務教育を完了していない者の雇用または

労働を認めることがある: 

- 彼らの健康または発育に害を及ぼす可能性がないこと 

- 学校への出席、権限のある当局によって承認された職業指導または訓練プログラムへの参加、または受けた指導から利益を

得る能力を損なうようなものではないこと。 
230 危険を伴う作業: 定義リスト参照。 
231 付属資料 6 の表 2 及び表 3 を参照。 
232 ILO 条約 138 号は、特定の発展途上国では例外的に 12 歳を認めている。ASC は ILO 条約 138 号に従い、これらの国では同

様に 12 歳からの雇用を認めている。 
233 本指標及び本基準の範囲は、家庭での手伝いや仕事に参加する児童には適用されない; 例えば、家庭での親の手伝い、家業

の手伝い、事業の生産性や収益性に本質的に貢献しないその他の活動への参加などである。 
234 若年労働者: 定義リスト参照 
235 児童: 定義リスト参照。 
236 RMF アプリへの接続; 策定中  
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内部文脈（UoC 内）における潜在的な推進要因: 

- 敷地内での児童の存在（敷地内に住む家族、家族経営の養殖場） 

- 児童の雇用 

- 需要が高い/生産のピーク時（労働力の不足） 

指標 3.3.10 

RMF シンボル 

計画: 

UoC は、RMF アプリの一部として、3.3.9 のアセスメントで決定された

リスクレベルに基づいて、児童労働に関するサイト特有のリスク管理計

画（RMP）を策定するために、適切な手段とモニタリング指標を選択し

なければならない。 

指標 3.3.11 

RMF シンボル 

実行: 

a) UoC は、（3.3.10 で策定された）UoC のサイト特有の RMP の一

部として、以下の対策（予防）を実施しなければならない。 

• 児童労働のリスクが低いことを保証する 

• 従業員の子供の通学を促進する 

• 雇用前のしっかりとした年齢確認システムを持つ 

• 仕事の種類を評価し、軽作業、危険を伴わない作業、危

険を伴う作業に分類する（子どもが雇用されている場合

のみ） 

b) UoC は、UoC のサイト特有の RMP の一部として、低リスクレベ

ルの達成と維持を確実にするためのモニタリング 指標（3.3.10

で策定）を実施しなければならない（時期及び頻度は、RMP 内

で定義される手段特有のものでなければならない）。 

c) UoC は、UoC のサイト特有の RMP の一部として、以下の頻度で

見直しを実施しなければならない: 

• モニタリング結果がきっかけとなり、RMP を見直し、改

訂する 

• 内部文脈の変化（養殖活動等）が発生した場合に、RMP

を見直し、改訂する 

• 外部文脈の変化（例：気候変動関連）が発生した場合

に、RMP を見直し、改訂する 
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判定基準: 3.4 – 差別 

 

 

判定基準の範囲 3.4 – すべての UoC 

根拠 – 差別は、「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、尊厳と権利において

平等である237」という世界人権宣言の第 1条の声明にもかかわらず、世界的に広まっている

問題です238。。世界中の何百万人もの人々が、様々な理由で多種多様な差別に直面してい

ます。 

差別はさまざまなレベルで悪影響を及ぼします。個人は、家庭、社会、職場で、不平等な扱

いを受け、ストレスや被害を受けます。このような不平等な扱いは、貧困を永続させ、開発、

生産性、競争力を阻害し、より大きな規模では、政治的な不安定さ239を引き起こす可能性

があります。差別は、民族浄化やジェノサイドなどの大規模な悲劇の原因となり、差別的な

政策は、破壊、亡命、死をもたらします240。 

差別は、人間の生活のすべての面で見られる横断的な問題です。このことは、SDGs が 4 つ

の目標（SDG1：貧困をなくそう、SDG5：ジェンダー平等を実現しよう、SDG8：働きが

いも経済成長も、SDG10：人や国の不平等をなくそう）で差別を直接取り扱っていること

にも表れています。ILO は、3 つの条約（100 号241、111 号242、156 号243）を通じて差別に

取り組んでいます。差別は、人種、性別、国籍、法的地位、年齢、民族など、さまざまな分

野や問題に表れます。差別問題の認識は広く浸透しており、差別が明らかな場合もあれば、

発見が困難な場合もあり、結果的に対処が困難な場合もあります。 

差別の問題が認識されているにもかかわらず、職場ではまだ一般的であり、結果的に ASC

基準の優先事項となっています。ジェンダーの平等を含む非差別は、SDGs の主要な焦点分

野であり、この焦点分野に取り組むことは、幅広い社会的包摂性と安定性を確保するために

重要です244。平等性を高めることで、女性を含むすべてのグループに対する差別を減らす

ことは、「社会全体に幅広い利益をもたらし、開発の恩恵をすべての人が享受できるように

 
237 https://www.un.org/en/about-us/universal-declaration-of-human-rights 
238 差別: 定義リスト参照。 
239 ILO. 2011. Equality at work: the continuing challenge. https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_norm/--- 
declaration/documents/publication/wcms_166583.pdf 
240 https://ohchr.org/EN/Issues/Discrimination/Pages/discrimination.aspx 
241 ILO Equal Remuneration Convention, 100. 
242 ILO Discrimination (Employment and Occupation) Convention, 111. 
243 ILO Workers with Family Responsibilities Convention, 156. 
244 FAO, 2020. The State of World Fisheries and Aquaculture 2020. Sustainability in action. Rome. 
https://doi.org/10.4060/ca9229en 

主な考慮事項  

差別: 本基準は、差別が許されないことを明確にしていますが、差別とは何かを理解する

こと、どれだけポジティブな差別が許されるか、それが隠されている場合にどのように

報告するかなど、このプロセスの詳細についてはさらに拡大していません。このテーマ

は要求事項には複雑すぎるのではないか、あるいは、これらの問題をより深く検討でき

るようなスペースが基準内にあるのではないかと考えています。 

https://doi.org/10.4060/ca9229en
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する」245ことにつながります。しかし、ジェンダー平等は差別の一分野に過ぎず、平和で

公正かつ効果的な社会を促進するためには、目に見えるもの、見えないものを問わず、あら

ゆる形態の差別に対処しなければなりません。 

差別は、多様性を向上させ、差別されやすいグループが社会と職場の両方により完全かつ平

等に参加できるようにするためのプログラムを通じて対処することができます。ASC 基準

では、職場での差別をなくすための重要なステップを踏んでいますが、ポジティブな差別の

側面については、プログラムのモニタリングや監査が困難なため、言及していません。 

意図 – 養殖場は、すべての従業員と雇用希望者の平等な扱いと機会均等を保証します。 

指標: 

指標 3.4.1 UoC は、すべての雇用志望者と従業員に対し、採用プロセスと条件、賃

金と福利厚生、労働条件、仕事の割り当て、トレーニング、昇進、その

他のキャリアの機会、懲戒処分、解雇、退職を含む全てのケースにおい

て、平等な扱いを保証しなければならない。これは、性別、法的地位、

国籍、カースト、人種、肌の色、年齢、性的指向、民族、障害、妊娠、

親の地位、配偶者の地位、宗教、所属、政治的意見、雇用条件、労働組

合への参加、またはその他の法的に保護された特性に無関係である。 

指標 3.4.2 sUoC、または採用に関わるエージェント (該当する場合) は、妊娠や処

女性のテストを行ってはならず、また、強制的な避妊を実践または奨励

してはならない。 

 

 

 

  

 
245 FAO, 2020. The State of World Fisheries and Aquaculture 2020. Sustainability in action. Rome. 
https://doi.org/10.4060/ca9229en, p.128. 

https://doi.org/10.4060/ca9229en
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判定基準: 3.5 – 健康と安全 

 

 

判定基準の範囲 3.5 – すべての UoC 

根拠 – 安全で健康的な環境で働くということは、労働者がその雇用に起因する事故、怪我、

病気から保護されることを意味します。労働者が職場や労働環境で保護されるべきだという

基本的な権利と原則は、世界的に合意されています。これは、国連が世界人権宣言で定め、

世界保健機関（WHO）が推進し、ILO がさまざまな条約で定めています(14246, 155247, 

161248, 170249, 174250 及び 190251)。SDG8（働きがいも経済成長も）には、次のような目標

があります:「移民労働者を含むすべての労働者、特に女性移住者や不安定な雇用形態の労

働者の労働権を保護し、安全で安心な労働環境を促進する252」 

しかし、何百万人もの労働者にとって、現実は大きく異なります。ILO の推計253によると、

毎年 278 万人が労働災害や仕事関連の病気で亡くなっています。さらに、毎年 3 億 7,400 万

人が致命的ではない業務上の傷病に苦しんでおり、その多くが長期にわたる休業を余儀なく

されています。世界の年間国内総生産（GDP）の 3.94％が、職業上の病気や事故の結果と

して失われていると推定されています。 

国連食糧農業機関（FAO）254によると、加工を含む世界の水産養殖産業における安全衛生

は、いまだに広く見過ごされています。世界には約 1,900 万人の養殖労働者がおり、常に危

険な255環境にさらされています。この分野の労働環境のリスクには、機械、道具、ボート、

車両、溺水、落下、感電、咬傷などがあります。また、水産養殖業は、暑さや寒さ、脱水症

状、首や上肢の障害、呼吸器系の問題、寄生虫、バクテリア、皮膚の問題、摂取や吸入に関

する危険など、健康に対する脅威をもたらします256。 

事故や事件のリスクは、知識の不足、予防に関する独立した分析の制限、リスク低減戦略へ

の投資不足などにより、見逃されたり、対処されないままになっています。職場の安全衛生

に問題があると、雇用主は、業務上の事故や病気による早期退職、熟練スタッフの喪失、欠

 
246 ILO Weekly Rest (Industry) Convention, 14. 
247 ILO Occupational Safety and Health Convention, 155. 
248 ILO Occupational Health Services Convention, 161. 
249 ILO Chemicals Convention, 170. 
250 ILO Prevention of Major Industrial Accidents Convention, 174. 
251 ILO Violence and Harassment Convention, 190. 
252 https://sdgs.un.org/goals/goal8 
253 https://www.ilo.org/global/topics/safety-and-health-at-work/lang--de/index.htm 
254 http://www.fao.org/blogs/blue-growth-blog/despite-advances-in-health-and-safety-operations-fisheries-remainsa-dangerous-
sector/en/ 
255 危険な: 定義リスト参照 
256 https://www.stir.ac.uk/news/2017/12/drive-to-improve-health-and-safety-for-global-aquaculture-workers/ 

主な考慮事項  

指標 3.5.6：健康と安全のための保険: この指標は、UoC が従業員の仕事上の事故や怪我

に対する保険を負担することを求めています。これが実現可能かどうかには疑問があり

ます。場所によっては保険料が非常に高く、養殖場が自己保険をかけることがより適切

な場合もありますが、養殖場が保険を設けるべきでないという状況を文書化することに

は抵抗があります。 
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勤、保険料の高騰などのコストのかかる問題に直面します。しかし、こうした業務上の事故

や病気の多くは、安全で健康的な職場環境を提供することで防ぐことができます。ASC の

使命の一つは、水産養殖業における社会的責任であり、ASC 認証農場が従業員やスタッフ

に健康で安全かつ安心できる職場を提供することも含まれます。 

意図 – 養殖場は、安全で健康的な職場と職場環境を提供します。 

指標: 

指標 3.5.1 UoC は、養殖場で働くすべての人が、職務の義務と責任を遂行するため

に必要な安全衛生トレーニングを受けることを保証しなければならない: 

- 安全衛生トレーニングは、従業員に対して無料で提供される 

- タイムリーに提供される 

- 定期的に繰り返される 

- 報酬を得ている労働時間内に行われる 

- また、新しい従業員や新しいポジションの従業員、プロセスや機械

の変更により新たなリスクが発生した場合にも、繰り返し行われな

ければならない 

指標 3.5.2 UoC は、すべてのトレーニングを出席も含めて記録しなければならな

い。 

指標 3.5.3 UoC は、よく整備された適切な個人用保護具（PPE）を無料で提供しな

ければならない。 

指標 3.5.4 UoC は、安全衛生に関する通知及び指示が職場に掲示されていることを

確保しなければならない。 

指標 3.5.5 UoC は、業務上の傷害が発生した場合、救急車などの専門家によるサポ

ートを含め、適切な応急処置（備品を含む）を提供しなければならな

い。 

指標 3.5.6 UoC は、すべてのダイビング作業が、ダイバーの健康と安全を守る方法

で行われることを保証しなければならない257。 

指標 3.5.7 UoC は、殺虫剤やその他の有害物質を取り扱う、あるいはそれらに接触

する人々が、着替えや洗濯のための施設をすぐに利用できることを保証

しなければならない。 

 
257 雇用主は、養殖場でのダイビング作業の記録と、関係者全員のリストを保管する。外部のサービス提供者を雇った場合は、

その提供者がすべての関連基準に適合しているという声明を、その提供者が監査員に提供しなければならない。すべてのダイ

ビング作業は、ダイビングコンピュータを使って記録され、記録は電子的に保管される。雇用主は、すべてのダイビングにお

いて、セーフティダイバーまたはダイビングバディが同席することを保証する。雇用者は、ダイビング作業に関わる各人のダ

イバー認定の証拠（認定書のコピーなど）を保持する。ダイバーは、認定された国内または国際的なダイバー認定機関から認

定を受けなければならない。ダイバーは、毎年、ダイビングに適した健康状態であることを証明する健康診断を受けるととも

に、3 年間ごとに腰、肩、胸部の X 線検査によるモニタリングを受けなければならない。 
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指標 3.5.8 国/州の社会保障/健康制度が提供されていない場合、UoC は全従業員に

対し、業務上の事故や傷害に対する保険258を提供し、その費用を支払わ

なければならない。これには最低でも、事故や傷害の治療に必要な交通

費と医療処置/投薬の費用、回復に必要な交通費と医療処置/投薬の費

用、休業補償、及び移民労働者の場合は必要な本国送還の費用が含まれ

る。 

指標 3.5.9 UoC は、従業員に対し、許可を求めることなく、また報復を恐れること

なく、危険な状況から自ら退避する自由を与えなければならない。 

指標 3.5.10 UoC は、必要に応じて性別による分離を含む、十分なプライバシーが確

保された、適切で清潔な衛生施設へのアクセスを提供しなければならな

い。 

指標 3.5.11 UoC は、すべての従業員に、無料で、明確にラベル付けされた飲料水へ

のアクセスを提供しなければならない。 

指標 3.5.12 UoC は、休憩中に食べ物を準備したり食べたりするための、指定された

衛生的なエリアへのアクセスを提供しなければならない。 

指標 3.5.13 UoC は、授乳中の女性のために適切な場所を提供し、妊娠中及び授乳中

の女性のために追加の勤務時間の休憩を認なければならない。育児休憩

は労働時間としてカウントされ、それに応じて報酬が支払われなければ

ならない。 

指標 3.5.14 UoC は、いかなる形態の暴力やハラスメント（セクシュアルハラスメン

ト259や虐待、またはその他の形態の精神的260、身体的、言語的ハラスメ

ントや虐待を含む）にも関与してはならず、また容認してはならない 

指標 3.5.15 UoC は、ハラスメント261、いじめ、虐待、搾取的な行為が職場で発生し

ないように、効果的なコミュニケーション262手順とモニタリングを実施

しなければならない。 

指標 3.5.16 UoC は、建設、メンテナンス、修理を含め、UoC 内のすべての建物及び

構造物の構造的完全性を確保しなければならない。 

指標 3.5.17 UoC は、UoC が海上交通と関わりを持つ状況において、特に健康と安全

に関する海事法を遵守しなければならない。 

 
258適切な保険が利用できない場合、UoC はこれらの費用を直接カバーするシステムを持つことができる。 
259 ハラスメント: 定義リスト参照。 
260 精神的虐待: 定義リスト参照。 
261 ハラスメント: 定義リスト参照。 
262 これには、その地域に活動機関がある場合、労働関連の権利について労働者を代弁する組織の連絡先を従業員に提供するこ

とも含まれる。 
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指標 3.5.18 UoC は、機械及び設備が国またはその他の安全衛生基準に準拠している

こと、安全に設置、維持、保護されていること、及び訓練を受けた従業

員によってのみ操作されていることを確保しなければならない。 

指標 3.5.19 UoC は、緊急時及び火災時の安全対策が文書化されていることを確保し

なければならない。 

指標 3.5.20 UoC は、非常口、避難経路、消火設備及び火災警報器が適切に表示され

ていることを確保しなければならない。緊急時に安全に避難できるよう

に、非常口と避難経路はアクセス可能で、障害物がない状態でなければ

ならない。 

 

ASC リスク管理フレームワークに関する要求事項: 

指標 3.5.21 

RMF シンボル 

評価: 

UoC は、リスク管理フレームワーク（RMF）アプリ263を実行し、安全衛

生事故の可能性を高め、人々の身体的・精神的被害（急性及び慢性の両

方）のレベルを高める要因を含む、外部及び内部の両方の文脈を理解す

るためのアセスメントを実施しなければならない。評価結果は、人々の

身体的・精神的被害のリスクを低減し、安全で健康的な職場と職場環境

を作るための可能な対策、及び対策の有効性を監視するための指標を提

案するものである。 

外部文脈（UoC 外）における潜在的な推進要因: 

- 異常気象 

- 不十分な法律や規制、または施行の不備 

- 健康と安全に関する事件の利用歴・普及度合い 

- 脆弱な人口グループ 

内部文脈（UoC 内）における潜在的な推進要因: 

- 労働力の需要が既存の能力を上回っていること 

- 遠隔地であること 

- 不適切な監督 

- 危険物質と危険作業 

- 不適切な作業手順、トレーニング、作業環境 

指標 3.5.22 

RMF シンボル 

計画: 

UoC は、RMF アプリの一部として、3.5.21 のアセスメントで決定され

たリスクレベルに基づき、健康と安全のためのサイト特有のリスク管理

 
263 RMF アプリへの接続; 策定中. 
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計画（RMP）を策定するために、適切な手段とモニタリング指標を選択

しなければならない。 

指標 3.5.23 

RMF シンボル 

 

実行: 

a) UoC は、UoC のサイト特有の RMP（3.5.22 で策定）の一環とし

て、健康と安全に関する事故のリスクを低く抑えるための対策

（予防、緩和、是正）を実施しなければならない。 

b) UoC は、UoC のサイト特有の RMP の一部として、低リスクレベ

ルの達成と維持を確実にするためのモニタリング 指標（3.5.22

で策定）を実施しなければならない（時期及び頻度は、RMP 内

で定義される手段特有のものでなければならない）。 

c) UoC は、UoC のサイト特有の RMP の一部として、以下の頻度で

見直しを実施しなければならない: 

• モニタリング結果がきっかけとなり、RMP を見直し、改訂する 

• 内部文脈の変化（養殖活動等）が発生した場合に、RMP を見直

し、改訂する 

• 外部文脈の変化（例：気候変動関連）が発生した場合に、RMP

を見直し、改訂する 
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判定基準: 3.6 – 団体交渉と結社の自由 

 

判定基準の範囲 3.6 – すべての UoC 

根拠 – 結社の自由の権利とは、公式または非公式のグループに参加して、使用者に対して集

団行動をとる権利のことです。 

団体交渉264は、賃金交渉や労働条件など、労働者と使用者の間で対立する可能性のある関

係について、有益で生産的な解決策を得るための、よりバランスのとれた力関係を提供する

ものです。団体交渉は、交渉を通じて当事者間の信頼関係を築き、交渉相手の異なる利益を

明確にして満足させる手段を提供します。団体交渉は、代表的な労働者組織と使用者組織の

平和的かつ包括的な参加を促進することで、この役割を果たします。ASC の基準では、た

とえ国内の法律や規制がそのようなメカニズムを十分に許容していなくても、養殖場は従業

員の結社の自由と団体交渉の権利を守ることを求めています。 

結社の自由と団体交渉権の効果的な承認は、ILO「労働における基本的原則及び権利に関す

る宣言」（第 87 号265、第 98 号266、第 135 号267）の中核をなす原則のひとつです。これら

の権利は、労働における適正な条件の促進と実現のために重要であり、雇用者と被雇用者の

間の関係と信頼を築くことができます268。この判断基準は、SDG8「働きがいも経済成長も」

を直接的にサポートするものです。 

意図 – 養殖場は、従業員が団体交渉に参加することと結社の自由の権利を有することを認め、

可能にします。 

指標: 

指標 3.6.1 UoC は、すべての従業員に対し、自ら選択した労働者組織（労働組合ま

たは労働者の関心事や利益を代表するその他の組織）に加入またはそれ

らを結成する自由があることを通知しなければならない。 

指標 3.6.2 UoC は、すべての従業員に対し、適用される国内法上の要求事項に基づ

き、団体交渉を行う自由があることを通知しなければならない。 

指標 3.6.3 UoC は、労働者の組織または団体交渉の設立、機能、運営をいかなる形

でも妨害してはならない。これには、UoC が労働者組織の代表者に就業

時間中に従業員及び職場へのアクセスを許可すること、及び労働者組織

からアプローチされた場合に UoC が有意義な交渉を行うことが含まれ

る。 

 
264 団体交渉: 定義リスト参照。 
265 ILO Freedom of Association and Protection of the Right to Organise Convention, 1948 (No.87). 
266 ILO Right to Organise and Collective Bargaining Convention, 1949 (No. 98). 
267 ILO Workers’ Representatives Convention, 1971 (No. 135). 
268 https://www.ilo.org/declaration/principles/freedomofassociation/lang--en/index.htm 

https://www.ilo.org/declaration/principles/freedomofassociation/lang--en/index.htm
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指標 3.6.4 UoC は、結社の自由の権利が法律で制限されている地域においては、結

社の自由及び団体交渉のための同等の手段を受け入れなければならな

い。 
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判定基準: 3.7 – 透明性の高い契約  

 

 

判定基準の範囲 3.7 – すべての UoC 

根拠 – 雇用契約は、雇用者と被雇用者のそれぞれの義務や責任など、雇用の重要な側面を扱

う条件で構成されています。雇用契約は、雇用者と被雇用者という 2 つの当事者間の相互合

意であり、双方に明確さ、信頼、保証、保護を与えることを目的としています。 

雇用者によって明確に定義されていない、あるいは被雇用者によって明確に理解されていな

い契約条件は、当事者間の混乱や意見の相違を引き起こす可能性があります。透明性を欠い

た契約は、従業員の権利とその社会的保護に関して不確実性をもたらします269。 

透明性のある方法で従業員と契約することで、説明責任を高め、雇用者と従業員の間に良好

な関係を築き、効果を高めることができます。SDG16（平和と公正をすべての人に）には、

この問題を直接扱う目標があります：16.6 すべてのレベルで効果的で説明責任を果たし、

透明性のある制度を開発する。この判定基準における ASC の要求事項は、従業員が雇用条

件を明確に理解することを保証し、職場レベルでの透明性と説明責任に貢献するものです。 

意図 – 養殖場は、従業員が理解しやすい方法で契約することを確保します。 

指標: 

指標 3.7.1 UoCは、すべての従業員が雇用を開始する前、該当する場合は移住す

る前に、雇用条件に関する書面によるわかりやすい情報を受け取り、

理解し、同意していることを確認しなければならない。この情報に

は、少なくとも以下が含まれなければならない:  

- 役割と責任の説明 

- 契約の種類 (例: 正社員、有期雇用、個人請負) 

- 休憩時間を含む労働時間 

- 有給の年次休暇及び祝祭日の休日出勤に対する手当 

 
269 https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX:32019L1152 

主な考慮事項  

移民労働者: 指標 3.7.1 では、従業員は移住前に雇用条件について書面で理解できる情報

を受け取るべきだとしていますが、これは常に可能で実現可能なのでしょうか。移民労

働者は、どの仕事をするのか知らずに到着することがあるでしょうか。もしそうだとし

たら、これは許容できることでしょうか、それとも ASC が基準で認めるべきではないこ

とでしょうか。 

契約: 本基準では、労働のみの契約や下請けの使用を制限していますが、コミュニティの

メンバーや UoC にとって、このような契約が適切であったり、有用であったりする場合

もあります。 スタンダードでは、どのようにして、いつ、どの程度このような契約が許

され、適切であるかを定義することができるでしょうか、それとも完全に制限すべきで

しょうか。 



 

ASC 養殖場基準 - パブリックコンサルテーション V (P1, P2, P3) ドラフト – 2022年 3 月                                                  Page 

134 of 176 

- 病気休暇 

- 賃金 

- 合意された賃金控除 (例: 家賃、食費) 

- 時間外労働に対する報酬 

- 給付金 (例: 保険) 

- 解雇条件、通知期間 

- 関連する人権および労働関連政策へのアクセス  

- 1.1.3.にあるように、労働者の権利に関する情報へのアクセス 

指標 3.7.2 UoC は、すべての従業員に対し、給与、前払い金、貸付金、労働時間、

控除額の計算に関わるすべてのプロセスおよび書類の透明性を提供し、

そのコピーを施設内に保管しなければならない。 

指標 3.7.3 UoC は、家族契約270や偽装見習い271を行ってはならない。 

指標 3.7.4 UoC は、労働力のみの請負契約272、下請け契約、在宅勤務を、法的及び

社会的義務が満たされている場合に限り使用しなければならない。例え

ば、UoC は、適用される国内法上の要求事項に従って、すべての従業員

に社会保障が支払われることを保証しなければならず、従業員に対する

社会的または労働的権利を回避してはならない。 

 

 
270 家族契約: 定義リスト参照。 
271 偽装見習い: 定義リスト参照。 
272 労働力のみの請負契約: 定義リスト参照 
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判定基準: 3.8 – 賃金 

 

判定基準の範囲 3.8 – すべての UoC 

根拠 – 世界人権宣言273では、「労働するすべての者は、自己及びその家族に対し、人間の

尊厳に値する生活を確保するための公正かつ有利な報酬を受ける権利を有し、必要な場合に

は、他の社会的保護手段によって補充される」と述べられている。この声明は、すべての労

働者が、透明性のある方法で設定され、企業の管理によって保護された、努力に対する適切

な報酬を受ける権利があるという考えを表しています。 

低賃金は、貧困の拡大、所得分配の悪化、社会的コストの増加につながります。家族が生き

ていくのに十分な賃金が得られないと、健康状態が悪くなったり、教育を受けられなかった

りして、社会からより多くの支援を必要とする可能性があります。賃金が家計の当面のニー

ズを満たすのに十分な額であっても、医療や不測の事態への備えなど、その他のベーシック

ニーズをまかなうのに十分な額でなければ、家族が借金を背負う危険性があります。ILO は

第 95 号274、第 131 号275、第 183 号276条約で十分な賃金を支払うことの重要性を述べていま

す。 

賃金は状況に応じて世界的に異なります。すべての国ではありませんが、多くの国で国家最

低賃金が設定されていますが、これは必ずしも産業に合わせたものではなく、また、適正な

生活水準を提供するのに十分なものではありません。いずれにせよ、貧困削減に貢献するた

めには、養殖場が透明性のある方法で従業員に十分な賃金を支払うことが不可欠です。 

意図 – 養殖場は、労働者と協議の上、法律で定められた最低賃金以上、それがない場合はベ

ーシックニーズを満たす以上の賃金を従業員に支払います。 

指標: 

指標 3.8.1 UoC は、法定最低賃金277以上の賃金(残業代およびボーナス前)を設定し

なければならない。最低賃金が法律で定められていない場合は、UoC は

労働者またはその代表である労働者組織と協議の上、 ベーシックニーズ

賃金278を算出する。 

指標 3.8.2 UoC は、定期的に、最低でも毎月、直接、従業員に法定通貨279で賃金を

支払わなければならず、遅延、延期、またはいかなる方法でも保留して

はならない。 

 
273 http://www.un.org/en/universal-declaration-human-rights/index.html 
274 ILO Protection of Wages Convention, 1949 (No. 95). 
275 ILO Minimum Wage Fixing Convention, 1970 (No. 131). 
276 ILO Maternity Protection Convention, 2000 (No. 183). 
277 最低賃金: 定義リスト参照。 
278 ベーシックニーズ: 定義リスト参照。 
279 法定通貨: 定義リスト参照。 
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指標 3.8.3 UoC は、すべての従業員の賃金の支払と受取を、給与、前払い、ロー

ン、労働時間、控除の計算に関する情報を含めて記録し、この情報を従

業員が利用できるようにしなければならない。 

指標 3.8.4 UoC は、ILO 183 に基づき、従業員が母性または父性保護の権利を有す

ることを保証しなければならない。 

 

注: 適用される生活賃金280を決定し、それに到達するための道筋を定義することの複雑さを

考慮して、ASC は生活賃金の指標を開発するために、より広範で業界横断的な議論に取り

組んでいます。これは、当初の水産養殖対話で示された意図に沿ったものです。生活賃金

は、将来的に ASC 養殖場基準の一部になることが想定されています。 

 

 

 

 

 

 

  

 
280 生活賃金：「特定の場所で労働者が標準的な週の労働に対して受け取る報酬で、労働者とその家族の適正な生活水準を確保

するのに十分なもの。適正な生活水準の要素には、食料、水、住居、教育、医療、交通、衣類、その他の必要不可欠なものが

含まれ、不測の事態への備えも含まれる」(GLWC: https://www.globallivingwage.org/about/what-is-a-living-wage/) 

https://www.globallivingwage.org/about/what-is-a-living-wage/
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判定基準: 3.9 – 労働時間 

 

判定基準の範囲 3.9 – すべての UoC 

根拠 – 世界人権宣言や経済的、社会的、文化的権利に関する国際規約では、労働時間の制

限が人権として宣言されており、1919 年の ILO 条約第 1 号では、労働時間を制限し、労働

者に十分な休息時間を与えることが求められています。労働時間の規制は、労働法の最も古

い関心事の一つであるにもかかわらず281、多くの産業や地域において、過剰な労働時間が

依然として広く問題となっています。世界の多くの地域では、低賃金と過剰な労働時間に大

きな関連性があります。賃金圧力や解雇を恐れて過剰な残業を断れない労働者は、強制労働

の状態に陥る可能性があります。また、過剰な残業を強いられる労働者は、ワークライフバ

ランスに影響を及ぼし、疲労による事故率が高くなります。 

ASC は、労働時間に関する ILO 条約（1282, 14283, 132284, 171285, 184286, 116287)  を遵守する

ことを養殖場に求めています。これらの ILO条約は、労働時間、日・週単位の休息時間、年

次休暇を規定する枠組みを提供しており、労働者の身体的・精神的健康を守りながら、より

高い生産性を促進することを目的としています。労働時間の制限は、SDG8（働きがいも経

済成長も）に貢献します。 

意図 – 養殖場は従業員を過度な労働時間から守ります。 

指標: 

 
281 ILO. 2007. Working time around the world: trends in working hours, laws and policies in a global comparative perspective. 
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/@dgreports/@dcomm/@publ/documents/publication/wcms_104895.pdf 
282 ILO Hours of Work (Industry) Convention, 1919 (No. 1). 
283 ILO Weekly Rest (Industry) Convention, 1921 (No. 14). 
284 ILO Holidays with Pay Convention (revisited), 1970 (No. 132). 
285 ILO Night Work Convention, 1990 (No. 171). 
286 ILO The Safety and Health in Agriculture Convention, 2001 (No. 184). 
287 ILO Recommendation Reduction of Hours of Work (Recommendation 116). 

主な変更点の正当性  

若年労働者の労働時間に関する指標の追加:ASC は、若年労働者及び働くことが認められ

ているが若年労働者として分類される年齢に達していない児童の労働時間に関する特定の

指標を追加しました。これらの指標は、ASC がこの分野で許可する内容を明確にし、ILO

に沿ったものです。 

超過労働:本基準準では、残業は例外的な状況下でのみ要求されるべきであるとされていま

すが（3.9.2）、一定のパラメータの範囲内で定期的に要求することは可能でしょうか。こ

れは特に養殖場に住んでいる従業員に当てはまると思われます。基準では 1 日 8 時間の労

働のみが認められており、残業は例外的な場合に限られていますが、家族から離れている

ため、その時間を使って仕事をし、より多くのお金を稼ぎたいと考えるかもしれません。

現在、基準ではこれを認めていません。過剰労働や強制労働に陥らないように、このよう

な状況のバランスをとる方法はあるでしょうか。 

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/@dgreports/@dcomm/@publ/documents/publication/wcms_104895.pdf
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指標 3.9.1 UoC は、すべての従業員の労働時間を記録しなければならない。これら

の記録は、従業員によって検証/確認されなければならない。 

 

18歳以上の従業員288 : 

指標: 

指標 3.9.2 UoC は、通常の労働時間に関する労働協約 (該当する場合) 及び業界標準

に従わなければならず、その労働時間は、1 日 8 時間、通常の 1 週間で

48 時間 (休憩時間を除く) を超えてはならない)289 290。 

指標 3.9.3 UoC は、時間外労働が自発的なものであり、例外的な状況下でのみ発生

し、定期的に要求されるものではないことを保証しなければならない。 

指標 3.9.4 UoC は、超過労働が要求された場合、労働者の健康と安全を守るための

適切な保護措置が取られることを確保しなければならない。 

指標 3.9.5 UoC は、超過労働時間が週に 12 時間を超えないようにしなければなら

ない。 

指標 3.9.6 UoC は、適用される法律、労働協約（該当する場合）、または業界標準

によって定義される割増率291で残業時間が支払われることを保証しなけ

ればならない。定義されていない場合は、合意された給与の最低 125％

の割増率が超過労働に適用される。 

指標 3.9.7 UoC は、勤務時間中の休憩に関して労働協約 (該当する場合) 及び業界標

準に従わなければならず、その休憩は勤務時間 8 時間につき 1 時間を下

回ってはならない。 

指標 3.9.8 UoC は、日中の休息に関して労働協約 (該当する場合) 及び業界標準に従

わなければならず、その休息は 24 時間あたり連続 11 時間を下回っては

ならない。 

指標 3.9.9 UoC は、週単位の休息に関して労働協約（該当する場合）及び業界標準

に従わなければならず、7 日間のうち連続 24 時間（1 日）の休息と、14

日間のうち 2 回の休息日（それぞれ連続 24 時間）を下回ってはならな

い。 

 
288 従業員: 定義リスト参照。 
289 1 週間のうち 1 日以上の労働時間が 8 時間に満たない場合には、管轄の公的機関の認可または労働協約により、8 時間の限

度を残りの週の日に超えることができる。ただし、いかなる場合にも、1 日の 8 時間の限度を 1 時間以上超えてはならない。 
290 人がシフト制で雇用される場合には、3 週間以内の平均時間数が 1 日につき 8 時間、1 週につき 48 時間を超えないとき

は、1 日につき 8 時間、1 週につき 48 時間を超えて雇用することが許される。 
291 割増率: 定義リスト参照。 
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指標 3.9.10 The UoC shall comply with 団体交渉 agreements (if applicable) and 

industry standards on annual leave292. 

指標 3.9.11 The UoC shall comply with 団体交渉 agreements (if applicable) and 

industry standards on premium rates, working hours, breaks, daily rest, 

weekly rest and health assessments for night work. 

 

若年労働者293:  

指標: 

指標 3.9.12 UoC は、若年労働者に関する労働時間に関する労働協約 (該当する場合) 

及び業界標準に従わなければならず、その労働時間は 1 日 8 時間及び 1

週間に 40 時間 (休憩時間を除く) 294を超えてはならない。学校、職場、

交通機関（学校と職場の往復）を合わせた時間は、1 日あたり合計 10 時

間を超えてはならない。 

指標 3.9.13 UoC は、若年労働者の超過労働を認めてはならない。 

指標 3.9.14 UoC は、若年労働者の勤務時間中の休憩に関して労働協約 (該当する場

合) 及び業界標準に従わなければならず、その休憩は勤務時間 8 時間の

うち 1 時間を下回ってはならず、また勤務時間 4.5 時間につき 0.5 時間

を下回ってはならない。 

指標 3.9.15 UoC は、若年労働者の日中の休息に関して労働協約 (該当する場合) 及び

業界標準に従わなければならず、その休息は 24 時間あたり連続 12 時間

を下回ってはならない。 

指標 3.9.16 UoC は、若年労働者の週単位の休息に関して労働協約（該当する場合）

及び業界標準に従わなければならず、その休息は 7 日間のうち連続 48

時間 (2 日) を下回ってはならない。 

指標 3.9.17 UoC は、若年労働者の年次休暇295に関する労働協約（該当する場合）及

び業界標準に従わなければならない。 

指標 3.9.18 UoC は、若年労働者が午後 10 時から午前 6 時まで働くことを許可して

はならない。 

 

 
292 ILO 条約 132 号に基づくベストプラクティスは、1 暦年のフルタイム勤務に対して 3 週間以上の有給休暇を提供することで

ある（指標 3.9.1）。 
293 若年労働者: 定義リスト参照 
294 これらの時間は、1 週間を超える期間で平均化してはならない。 
295 ILO 条約 132 号に基づくベストプラクティスは、1 暦年のフルタイム勤務に対して 3 週間以上の有給休暇を提供することで

ある（指標 3.9.1）。 
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軽作業に従事する児童296:  

指標: 

指標 3.9.19 UoC は、軽作業に従事する児童の労働時間について、労働協約（該当す

る場合）及び業界標準に従わなければならないが、その労働時間は 1 日

3 時間297、1 週間で 14 時間（休憩時間を除く）298を超えてはならず、学

校、仕事、（学校と仕事の間の）移動時間を合わせても、1 日合計 8 時

間を超えてはならない。 

指標 3.9.20 UoC は、軽作業に従事する児童の通学日の労働時間が 2 時間を超えない

ようにしなければならない。 

指標 3.9.21 UoC は、軽作業に従事する児童の超過労働を認めてはならない。 

指標 3.9.22 UoC は、軽作業に従事する児童の勤務時間中の休憩に関して労働協約 

(該当する場合) 及び業界標準に従わなければならず、その休憩は勤務時

間 3 時間につき 0.5 時間を下回ってはならない。 

指標 3.9.23 UoC は、軽作業に従事する児童の日中の休息に関して労働協約 (該当す

る場合) 及び業界標準に従わなければならず、その休息は 24 時間あたり

連続 14 時間を下回ってはならない。 

指標 3.9.24 UoC は、軽作業に従事する児童の週単位の休息に関して労働協約（該当

する場合）及び業界標準に従わなければならず、その休息は 7 日間のう

ち連続 48 時間 (2 日) を下回ってはならない。 

指標 3.9.25 UoC は、軽作業に従事する児童の年次休暇299に関する労働協約（該当す

る場合）及び業界標準に従わなければならない。 

指標 3.9.26 UoC は、軽作業に従事する児童が午後 8 時から午前 6 時まで働くことを

許可してはならない。 

 

  

 
296 児童: 定義リスト参照。 
297 学校、仕事、(学校と仕事の間の) 移動時間を合わせた時間は、1 日あたり合計 8 時間を超えてはならない。通学する日の勤

務時間は、2 時間を超えてはならない。 
298 これらの時間について 1 週間を超える期間の平均を取ってはならない。 
299 ILO 条約 132 号に基づくベストプラクティスは、1 暦年のフルタイム勤務に対して 3 週間以上の有給休暇を提供することで

ある（指標 3.9.1）。 
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判定基準: 3.10 – 職場での行動への対応 

 

 

判定基準の範囲 3.10 – すべての UoC 

根拠 – 良好で効果的な職場環境を実現するためには、特定の問題をエスカレーションのプロ

セスを経て解決するための手順が必要です。これは懲戒処分と呼ばれることもあります300。

これらは特定の ILO条約ではカバーされていませんが、いくつかの国連協定（国連人権宣言、

International Covenant on Civil and Political Rights,、Declaration on the Protection of All 

Persons from Being Subjected to Torture and Other Cruel, Inhuman or Degrading Treatment 

or Punishment）があり、職場でのパフォーマンス手順に関する国際的な規範をまとめて定

めています。雇用者は従業員の行動やパフォーマンスを是正する必要があるかもしれません

が、それが不公平または品位を傷つける方法で行われる恐れがあります。 

ILO 条約に組み込まれていないにもかかわらず、国連加盟国のほとんどがこれらの条約を批

准しており、個人の身体的・精神的な健康を損なったり、傷つけたりする可能性のあるあら

ゆる行為を廃止することを約束しています。また、多くの国では、職場での虐待を刑事罰の

対象とする具体的な法律が制定されています。 

これらの文書は、個人の尊厳と心身の健康を守ることを目的としており、効果的で一貫性の

あるパフォーマンス問題への対処方法を提供することを目指しています。モチベーションを

向上させ、建設的なパフォーマンスプロセスを確立し、実行することは、責任ある人的資源

管理のベスト・プラクティスの重要な部分です。 

意図 – 養殖場は、労働者の尊厳と健康を尊重する方法で、会社の規則違反に対応します。 

指標: 

指標 3.10.1 養殖場は、明確なエスカレーションレベルを適用し、従業員の尊厳と敬

意を確保しながら、会社規則の違反に対応するための透明性のある手順

を持たなければならない。 

 
300 懲戒処分: 定義リスト参照。 

主な変更点の正当性  

3.10 のタイトルを「懲戒」から「3.10 職場での行動への対応」に変更: ASC は、「懲

戒」は肯定的になりうるものを否定的に表現していると考えました。判定基準の指標に

は、職場でのパフォーマンスに関する手順を持つことが要求事項として含まれています

が、これらは必ずしも懲戒を伴う必要はありません。この判定基準の目的は、管理者が

労働者の人権を守りつつ、職場のパフォーマンスを向上させることができるようにする

ことです。それは「懲戒」と呼ばれる必要はありません。 
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指標 3.10.2 UoC は、会社規則の違反に対して取られた措置の記録を保持しなければ

ならない。 

指標 3.10.3 UoC は、懲戒処分の目的で賃金または給付金から控除してはならない。 
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判定基準: 3.11 – 従業員の収容 

 

 

判定基準の範囲 3.11 – すべての UoC 

根拠 – 国連 (UN) の世界人権宣言 (UDHR) では、すべての人が、自分自身とその家族の健康

と福祉のために十分な生活水準 (住居を含む) を得る権利を有することが認められています。

また、ILO は「労働者住宅勧告」（115）でこの問題に取り組んでいます。水産養殖を含む

多くの分野では、従業員は雇用者が提供する宿泊施設に一定期間居住することができます。

これは特に、職場が遠隔地にある場合や、距離やその他の交通上の問題から従業員がシフト

間で通勤できない場合に当てはまります。 

このような状況にある従業員は、常に代替手段を見つけられるとは限らないため、雇用主が

提供する宿泊施設は、従業員の健康、安全、および福利を促進するために、安全で適切かつ

衛生的でなければなりません。 

意図 – 従業員のための宿泊施設は、安全で、適切で、衛生的です。 

指標: 

指標 3.11.1 UoC は、従業員またはその家族のために提供される宿泊施設が、その所

有、賃貸、またはサービス提供者からの契約に関わらず、現地の法律及

び規制に準拠した安全なものであることを保証しなければならない。こ

れには、安全システム、緊急/脱出経路、火災安全手順、換気、暑さと寒

さからの適切な保護、及び必要に応じて男女別を含む適切なプライバシ

ーの提供が含まれる。 

主な考慮事項  

衛生設備:本基準では、衛生設備の提供について言及しています。これはより明確に定義

されるべきでしょうか。「衛生設備」が参照すべき特定のものがあるでしょうか。正し

く安全な排泄物の処理、水道なども必要なのでしょうか。水洗式のトイレは、すべての

養殖場では実現不可能かもしれません。 

FPIC: ASC はまだ FPIC に関する厳格な指標とプロセスを基準に盛り込んでいません。

指標 3.13.4 は、FPIC プロセスを使用することがベストプラクティスであることを記した

ガイダンスを含め、十分でしょうか。 

リスク管理フレームワーク:リスク管理フレームワークツールと、コミュニティや安全衛

生に関する関連要求事項との間の関連性は明確になっているでしょうか。これらの指標

に準拠するために養殖場が何をしなければならないかが明確になっているでしょうか。 
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指標 3.11.2 UoC は、従業員またはその家族のために提供される寮の施設が、その所

有、賃貸、またはサービス提供者からの契約に関わらず、清潔で衛生的

であることを保証しなければならない。 

指標 3.11.3 UoC は、その所有、賃貸、またはサービス提供者からの契約に関わら

ず、従業員またはその家族のために提供される宿泊施設が、適切であ

り、ベーシックニーズ301を満たすものであることを保証しなければなら

ない。 

指標 3.11.4 UoC は、あらゆる賃貸料が合理的であり、UoC が従業員に提供した宿泊

施設から利益を得ないことを保証しなければならない。 

指標 3.11.5 UoC は、清潔で、必要に応じて男女別を含む適切なプライバシーが確保

された、適切な衛生設備へのアクセスを提供しなければならない。 

指標 3.11.6 UoC は、従業員またはその代表者と経営陣との間で、住宅に必要なメン

テナンスや改善点について話し合うための年次会議を手配しなければな

らない。 

 

  

 
301 ベーシックニーズ: 定義リスト参照。 
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判定基準: 3.12 – 苦情処理メカニズム  

 

 

判定基準の範囲 3.12 – すべての UoC 

根拠 – 従業員のための苦情処理メカニズムを提供する雇用者の責任は、国連 Guiding 

Principles 及び ILO の苦情処理審査勧告（130）で認められています。 苦情処理302や紛争

は、雇用関係において避けられないものであり、これに対処しないと、士気の低下や生産性

の低下を招き、深刻な場合には労働者の権利侵害を継続させることにもなりかねません。労

働者の苦情処理メカニズム303は、「紛争」、「苦情」、「説明責任」メカニズムとも呼ば

れ、労働者と雇用者の双方が職場の問題に効果的に対処する可能性を持つシステムを提供し

ます。 

UNGP Pillar 32 に記載されているように、よく機能している苦情処理メカニズムは、透明

で、公正で、予測可能であり、すべての労働者がアクセスでき、参加者の間で信頼を得てい

ます。また、権利に基づくものであり、対話と関与に基づくものであり、継続的な学習の源

となるものでなければなりません304 305。苦情処理メカニズムが機能するためには、労働者

は、雇用主の内部の苦情処理システムで問題が効果的に解決されない場合に外部の救済機関

にアクセスする権利など、自分たちの権利を認識していなければならず、システムには、紛

争のレベルに達する前に懸念事項に対処したり、潜在的な問題について意見を述べたりする

ための労働者参加のプロセスが含まれていなければなりません。 

効果的な苦情処理メカニズムは、企業がリスク領域を積極的に特定し、問題がより大きな問

題に発展する前に特定して対処するのに役立ちます。また、これらのシステムは、労働者と

経営陣の間の信頼関係を構築し、職場のモラルや定着率、職場の生産性を向上させることが

できます306。 

意図 – 養殖場は、紛争を防ぐために対話を促進し、紛争が発生した場合にはそれらを解決で

きる、労働者が利用しやすい苦情処理メカニズムを提供します。 

指標: 

 
302 苦情処理: 定義リスト参照。 
303 苦情処理メカニズム: 定義リスト参照。 
304 https://www.businessrespecthumanrights.org/en/page/349/remediation-and-苦情処理-mechanisms 
305 職場の問題: 定義リスト参照。 
306 https://shiftproject.org/wp-content/uploads/2014/05/Shift_remediationUNGPs_2014.pdf 

主な変更点の正当性  

Labour 要求事項 s 付属資料: 雇用に関する要求事項の付属資料:ASC は、苦情処理メカ

ニズムのステップを記載した指標を、1 つの指標を介してリンクされた別の付属資料（付

属資料 5、表 1）に移動させました。これは、苦情処理メカニズムに関わるステップとプ

ロセスを明確にし、指標をシンプル化するためです。 

https://www.businessrespecthumanrights.org/en/page/349/remediation-and-grievance-mechanisms
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3.12.1 UoC は、すべての従業員が労働関連の権利に精通していることを保証

し、すべての従業員が理解できる形式で情報が配布、入手、説明される

ようにしなければならない。 

指標 3.12.2 UoC は、すべての従業員が熟知している、紛争への対処としてではなく

紛争前の当事者間 (例：従業員と管理者レベル) の対話を促進するシステ

ムを導入しなければならない。 

指標 3.12.3 UoC は、付属資料 5 に含まれるすべての要素を盛り込んだ、すべての従

業員がアクセス可能で適用可能な、書面による苦情処理方針及び手順を

持たなければならない。 
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判定基準: 3.13 – コミュニティへの貢献 

 

判定基準の範囲 3.13 – すべての UoC 

根拠 –  水産養殖産業の運営は、多くの場合、それらが位置する（多くの場合、遠隔地の）

コミュニティの経済的バックボーンの重要な部分を形成しています。養殖場の活動や、業界

の運営と影響を受けるコミュニティとの間の利害の対立は、様々なステークホルダーとの緊

張関係につながります。このような利害関係者には、養殖場周辺のコミュニティ、養殖場活

動の影響を受ける広範なコミュニティのほか、遠く離れた場所に住んでいても土地や資源に

対する権利を持っている先住民や部族の人々などが含まれます。このような紛争は、コミュ

ニティや先住民の土地との関係における養殖場の立地や、コミュニティに悪影響を及ぼす可

能性のある養殖場経営からの潜在的な影響（騒音、粉塵、臭気などの排出物、交通量の増加

による影響など）を中心に発生することがあります307。 

水産養殖事業がしばしば先住民の土地や人々に影響を与えることを考えると、先住民や部族

の人々との関わりは特に重要です。歴史的に見て、多くの先住民や部族の人々は、虐待、差

別、疎外に苦しんでおり、これは多くの地域で現在も続いています。その結果、多くの先住

民・部族民が貧困や健康状態の悪さに苦しみ、彼らの文化や言語、生活様式が脅かされてい

ます。先住民族・部族民は、世界人口の 5％を占めていますが、世界の貧困層の 15％、極貧

層の 3分の 1を占めています308。このような現実に直面している先住民族や部族民は、商業

開発や事業活動の悪影響を受けやすくなっています309。ILO 条約 169号310及び「先住民の権

利に関する国連宣言」は、先住民の土地および天然資源に対する権利、彼ら地震が開発の優

先順位を決定し、自分たちの生活に影響を与える意思決定に参加する権利を認めています。 

 
307UNDESA. 2017. State of the World’s Indigenous Peoples III, Education. 
https://www.un.org/development/desa/indigenouspeoples/wp-content/uploads/sites/19/2017/12/State-of-WorldsIndigenous-
Peoples_III_WEB2018.pdf 
308 International Fund for Agricultural Development, Engagement with Indigenous Peoples Policy, 2009. 

https://www.thegef.org/sites/default/files/publications/Indigenous_Peoples_原則_EN.pdf 
309 UN Global Compact. 2013. A Business Reference Guide on the Declaration on the Rights of Indigenous Peoples. 
https://www.unglobalcompact.org/docs/issues_doc/human_rights/IndigenousPeoples/BusinessGuide.pdf 
310 ILO Indigenous and Tribal Populations, 1989 (No. 169). 
 

主な変更点の正当性 

コミュニティと先住民族に関する判定基準を統合: コミュニティと先住民に関する 2 つ

の独立した判定基準は、1 つに統合されました。2 つの判定基準の指標はほとんどすべて

同じであり、繰り返しになっていました。先住民はコミュニティであり、ASC は特定の

指標を除いて、すべての単一の指標を区別する必要はないと考えました。 

主な考慮事項  

FPIC: ASC は、FPIC に関する厳密な指標とプロセスをまだ基準に盛り込んでいません。

指標 3.13.4 は、FPIC プロセスを使用することがベストプラクティスであることを指摘す

るガイダンスを含め、十分なものでしょうか。 
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企業には、先住民や部族民を含む地域コミュニティの人々に、所有者、供給者、請負業者、

従業員として事業に参加してもらう機会があります。これは、プロジェクトの長期的な成功

に貢献し、事業を地域社会に定着させるのに役立ちます。 

意図 – 養殖場は、関係するコミュニティへの影響を認識し、悪影響を最小限に抑えるために

努力し、建設的な方法でコミュニティと関わります。 

指標: 

指標 3.13.1 UoC は、文化的、生態的、経済的、宗教的、精神的に特別な意義を持

ち、先住民や部族民が法的または慣習的な権利311を持つ場所への先住民

や部族民の権利やアクセスを制限したり、悪影響を与えたりしてはなら

ない。 

指標 3.13.2 UoC は、UoC の活動に起因する、食糧安全保障、土地や水を含む資源へ

のアクセスに対する、先住民や部族民、コミュニティやコミュニティの

メンバーの権利を制限したり、悪影響を与えたりしてはならない。 

指標 3.13.3 UoC は、可能な限り312、雇用を含む商品やサービスを、先住民や部族

民、地域社会から調達しなければならない。 

指標 3.13.4 UoC は、土地と水を使用する権利を証明することができなければならな

い。地元の人々、先住民および部族民、その他の利害関係者から UoC へ

の土地の所有権または使用権の移転がある場合、そのような移転はこれ

らの人々との協議を通じて行われなければならない。 

指標 3.13.5 UoC は、UoC の活動から生じる重大な負の社会的影響を定期的に特定、

回避、緩和するために、先住民や部族民、地域コミュニティと積極的に
313関わらなければならない。 

指標 3.13.6 UoC は、付属資料 5 に含まれるすべての要素を組み込んだ、先住民およ

び部族民、地域コミュニティがアクセス可能で適用可能な苦情処理手順

を持たなければならない。 

 

ASC リスク管理フレームワークに関する要求事項 

指標 3.13.7 

RMF シンボル 

評価: 

UoC は、リスク管理フレームワーク（RMF）アプリ314を実行し、先住民

や部族民、地域コミュニティの権利や生活様式に著しい負の影響を与え

 
311 慣習的な権利: 定義リスト参照。 
312 ASC は、現地調達が常に可能とは限らないことを認識している。UoC が現地で調達する努力をしても、UoC によるレビュ

ーの結果、例えば必要な技術的知識を持つ人員や必要な品質の商品が入手できない場合は、現地での調達は必要ない。 
313 この指標の意図は、UoC が地域コミュニティにリーチアウトし、共同で、必要に応じてモニタリングやアクションプラン

を策定することにある。しかし、地域社会が関与を望まない場合、共同プロジェクトは必要ない。ASC は、地域社会が関与を

希望しない場合もあることを認識している。 
314 RMF アプリへの接続; 策定中. 
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る可能性を高める要因を含む、外部及び内部文脈を理解するためのアセ

スメントを実施しなければならない。評価結果は、土地に対する権利、

資源に対する権利、人権に対する負の影響のリスクを軽減するための可

能な措置、コミュニティとの積極的な関わりを改善するための措置、お

よび措置の有効性を監視するための指標を提案するものである。 

外部文脈（UoC 外）における潜在的な推進要因: 

- 脆弱な人口グループ 

- 不適切な法律と規制、または不十分な施行 

- 不適切な土地権利の保護  

- 拡張地区や補助金を促進する政策 

- 地域の不安定さ 

- 貧困 

- 急激な人口増加または工業化 

内部文脈（UoC 内）における潜在的な推進要因: 

- コミュニティへの近接性 

- 重要なサイトへの近接性 

指標 

3.13.8 

RMF シンボル 

計画: 

UoC は、RMF アプリの一環として、3.13.7.のアセスメントで決定され

たリスクレベルに基づき、先住民や部族民、地域コミュニティのための

サイト特有のリスク管理計画(RMP)を策定するために、適切な手段とモ

ニタリング指標を選択しなければならない。 

指標 3.13.9 

RMF シンボル 

実行: 

a) UoC は、UoC のサイト特有の RMP（3.13.8 で策定）の一環とし

て、以下の対策（予防、緩和、是正）を実施しなければならな

い: 

• 先住民や部族の人々、地域社会に重大な悪影響を及ぼすリスクが

低いことを保証すること 

• 先住民や部族民、地域コミュニティと積極的に関わること 

b) UoC は、UoC のサイト特有の RMP の一部として、低リスクレベ

ルが達成され、維持されていることを確認するために、モニタリ

ング指標（3.13.8 で作成）を実施しなければならない（時期と頻

度は、RMP 内で定義されているように、固有の対策でなければ

ならない）。 

c) UoC は、UoC のサイト特有の RMP の一部として、以下の頻度で

見直しを実施しなければならない: 



 

ASC 養殖場基準 - パブリックコンサルテーション V (P1, P2, P3) ドラフト – 2022年 3 月                                                  Page 

150 of 176 

• モニタリング結果がきっかけとなり、RMP を見直し、改

訂する 

• 内部文脈の変化（養殖活動等）が発生した場合に、RMP

を見直し、改訂する 

• 外部文脈の変化（例：気候変動関連）が発生した場合

に、RMP を見直し、改訂する 

 

 

注: ASC は、将来の ASC 養殖場基準に、自由な事前の情報提供による同意315 (FPIC) 指標を

導入することを意図しています。このトピックの複雑性を踏まえ、ASC は一貫性のある

FPIC 指標を開発するために、より広範で横断的な業界の議論に取り組んでいます。 

 

  

 
315 自由な事前の情報提供による同意: 定義リスト参照。 
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付属資料 1: 種のパフォーマンスレベル 

 

指標 Species 

 スズキ・タイ・

オオニベ 

熱帯魚類 カレイ目の魚類 サケ マス ブリ・スギ パンガシウス ティラピア  エビ   アワビ 二枚貝 

2.5.3 雄または無精子の

魚の最小割合  

       95%    

2.13.3 飼料効率の測定

基準  

スズキ・タイ・

オオニベ 316  

熱帯魚類317  カレイ目の魚類
318  

サケ マス ブリ・スギ パンガシウス ティラピア  エビ   アワビ 二枚貝 

2.13.3 FFDRm  D. labrax & 

S. aurata: ≤1.85  

A. regius ≤2.5  

P. major319 ≤3.5  

  

Barramundi 

≤1.8  

Grouper & 

Snapper ≤3.0  

Pompano ≤2.4  

Yellow Croaker 

≤3.2  

Halibut ≥2.2  

Turbot ≥2.8  

Flounder ≥1.9  

  

<1.2  ≤1.5  

  

≤2.9  

 

 

 ≤0.8  

 

P. vannamei  

1.3:1  

P. monodon 

1.8:1  

Cherax spp., 

Procambarus 

spp., Astacus 

spp: 1.4:1 

Macrobrachium 

spp: 2.1:1 

<0.8  

 

  

2.13.3 FFDRo  ≤2.95  Barramundi ≤2.3  

Grouper & 

Snapper ≤3.0  

Pompano ≤2.3  

Yellow Croaker 

≤3.8 

Halibut ≥3.5  

Turbot ≥3.4  

Flounder ≥2.2  

<2.52 または 

直接海洋由来の

EPA&DHA の最

大量 

<30g/kg 飼料  

≤2.95 または海

洋由来の

EPA/DHA 含有

量の最大値 

（飼料中の脂肪

酸に占める割

合）≦9 % 

  

≤2.9  

 

0.5           

2.13.3        1.68     

 
316 2024 年 9 月以降は、以下の値が適用される:FFDRm A. regius ≤2.35 P. major ≤2.5; FFDRo ≤2.9   
317 2025 年 7 月以降は、以下の値が適用される: FFRDm Barramundi ≤1.4 Grouper & Snapper ≤2.6 Pompano ≤2.0 Yellow Croaker ≤2.9; FFRDo Barramundi ≤2.0 Grouper & Snapper ≤2.6 Pompano 

≤2.0 Yellow Croaker ≤3.5  
318 2025 年 7 月以降は、以下の値が適用される: FFRDm Halibut ≥2.0 Turbot ≥2.5 Flounder ≥1.6; FFDRo Halibut ≥3.0 Turbot ≥3.0 Flounder ≥2.0 
319 本基準の適用範囲に含まれるその他の Pagrus 種は、Pagrus major の要求事項に従わなければならない。 
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生産サイクル全体での

eFCR 最大加重平均 

2.13.3 タンパク質の保

持効率 

        Penaeus spp.: 

>30% 

その他の種: 記

録あり 

  

2.14.4 死亡率の制限       20%     

2.14.5 生産段階で養殖

された魚が 100 グラム

の大きさに達した後の

最低回収率 

       ≥ 65%    

2.14.6 最低限の生存率          1) 給餌されてい

ない、及び恒常

的に通気されて

いない池のシス

テム:SR> 25% 

2) 給餌されてい

るが及び恒常的

に通気されてい

ない池のシステ

ム: SR > 45% 

3) 給餌され、恒

常的に通気され

ている池のシス

テム:SR > 60% 

  

2.14.7 ウイルス性疾患

関連死亡率の上限 

   <10%        

2.14.8 総死亡率が 6%

を超える養殖場におい

て、過去 2 回の生産サ

イクルのそれぞれにお

ける説明のつかない最

大死亡率 

   説明されていな

いものが<40% 

(総死亡率>6%の

時) 
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2.14.9 養殖場での成長

段階に入る前に、地域

で懸念される特定の疾

病について検査を受け

たスモルト群の割合   

   100%        

2.14 原因不明の損失 2%  2%         

2.14 除去されたモルト 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%    

2.14 最低限の成長率 

含まれていないが、生

物の福祉の一部となる 

      3.85     

2.14 分類された死亡率    100%        

2.14 FH Visit >1 >1 >1 >1 >1 >1 >1 >1 >1 >1 >1 

2.14 最大密度 

含まれていないが、生

物の福祉の一部となる 

      38/80     

2.14 処方された医療イ

ベントの割合 

100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 

2.14 単年度クラス 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%    

2.14 寄生虫治療 1           

2.14 抗生物質の Rx ≤3 ≤3 ≤3 ≤3    ≤3    

2.14 養殖場での成長段

階に入る前に、地域で

懸念される特定の疾病

について検査したスモ

ルト群の割合  

   100%        

2.14 ワクチンを接種し

た魚 

100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%    

2.14 年間死亡率       20%     
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2.14 ウイルスによる最

大死亡率 

   ≤10        

2.14 平均生存率         1) SR >25% 

2) SR > 45% 

3) SR > 60% 

  

2.14 原因不明の死亡率    40%        

2.14 100g 以上の魚の

回収 

       ≥65    

2.15.3 寄生虫処理  1（孵化場を含

む）（淡水、ホ

ルムアルデヒ

ド、過酸化水素

を含まない） 

ゼロ（淡水、過

酸化水素を含ま

ない） 

ゼロ（淡水、ホ

ルムアルデヒ

ド、過酸化水素

を含まない）  

  ゼロ（淡水、ホ

ルムアルデヒ

ド、過酸化水素

を含まない） 

     

2.16.13 抗生物質処理

の最大回数 

最大 3 最大 3 最大 3 最大 3    最大 3 最大 3    
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付属資料 2: データの記録と提出  

策定中 

付属資料 2 は、すべての生産システムに適用され、どのデータを、どのように、誰が提出し

なければならないか、また、どの報告要求事項が特定のシステム及び/または指標に適用さ

れるかを詳細に記載しています（一部の指標では報告を特に求めているため）。以下は、付

属資料の意図の概要です。これらは、透明性に関する要求事項に準拠するために必要なデー

タです。 

なぜ付属資料 2 が必要か? 

• これらの要求事項は、現在のデータ提出や公的な監査報告などに反映されていま

す。この付属資料は、認証可能なすべての種に報告を拡大し、パラメータを標準化

し、テンプレートと提出用ポータルを提供することで報告を容易にします。 

• 現行のデータ要求事項の多くは、データをどのように報告すべきかを正確に詳述し

ていないため、主観が入りやすく、データの質や使い勝手が悪くなっています。 

• 生産システム全体で収集されたデータ（透明性、養殖場でのパフォーマンス、年間

を通しての測定値やイベントの報告）が標準化されれば、ASC の公開ダッシュボー

ドの報告に組み込むためのデータの有用性が高まります。  

• これらのデータは、影響モニタリング、基準開発、研究に不可欠なものですが、こ

れらはすべて、データ収集の現状によって制限されています。 

付属資料 2 は何が含まれるか? 

• データの提出は、養殖場基準及び認証・認定要求事項（CAR）3.0 において、認証書

保有者が ASC に報告することが要求されています: 養殖場のパフォーマンス（例：

定期的な O2測定）及び透明性（例：大規模なエスケープ事故の場合）のデータ 

• データのカテゴリー、報告の頻度、報告のメカニズム。 

• これは、別の付属資料で詳述されている種固有の測定基準（限界値）とは異なりま

す。 

どのように達成されるか? 

• 付属資料 2 は、2022 年 9 月にコンサルテーションのために公開されます。 

• 付属資料 2 では、報告すべきパラメータを定義し、必要に応じて柔軟に対応する必

要性を認識しつつ、受け入れられる記録及び報告の詳細を指定します。頻度（例：

暦年、生産サイクル、特定のイベントへの対応）と測定単位（例：mg/L または

CO2-eq）の両方を標準化します。 

• データは、(i)養殖場のサイトにより、または(ii)UoC が Webportal Chainpoint を通じ

て提出します。ほとんどのデータは養殖場サイトレベルで提出されますが、特定の

測定基準では、UoC 内の養殖場全体を把握するより高いレベルが必要となる場合が

あります。 一般的な養殖場サイトの特性と識別子はウェブフォームで収集されます

が、ほとんどのパフォーマンスデータは ASC が提供するエクセルテンプレートで提

出されます。補足文書（例：報告書や宣言書）は、同じポータルを介してアップロ

ードされます。 
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• メタデータをパフォーマンスデータに加えることで、コンテキストを提供し、処理

に利用できるようにします。 

• 標準化されたデータ提出は、テンプレート、ポータル、デジタルデータプッシュ

（いずれもデータの収集と提出を容易にすることに重点を置いています）によって

実現されます。 

• テンプレートには必要な計算が含まれ、誤ったデータの入力を制限し、必要に応じ

て更新できるよう ASC のウェブサイトで管理します。 

コンテンツの一例は次のページにあります。
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以下の表は、この付属資料のために開発中のコンテンツの一例です。この表には、データ収集のための具体的な要求事項、データを報告する

空間的・時間的スケール、報告の頻度と詳細、及びそれらのデータを提出するためのプロセス（ASC テンプレートやその他の手段など）が詳

述されます。これらの具体的な内容については、養殖場基準の指標とガイダンスの見直しと改良を続けながら、引き続き検討していきます。 

要求事項 生産シス

テム 

報告頻度 報告内容詳細 空間要求事項 報告 テンプレートが

あるか?* 

意図的／非意図的な

野生生物の死亡（判

定基準 2.3 

すべて ASC へ：毎年

（年 1 回） 

 

一般への報告: イ

ベント発生後 30

日以内 

種名、IUCN（レッドリス

ト）の状態、発生日、実施し

た処置、死亡数、処置の理由 

養殖場サイト

レベル 

ASC データポー

タル  

UOC/企業パブリ

ックウェブサイ

ト 

Yes 

エネルギーの使用 

(判定基準 2.11) 

すべて ASC へ：毎年（

年 1 回） 

2.11.1 で算出したエネルギー

源別の養殖場で消費されたエ

ネルギー量 

養殖場サイト

レベル 

ASC データポー

タル  

Yes 

エネルギーの使用 

(判定基準 2.11) 

すべて ASC へ：毎年（

年 1 回） 

2.11.2 で算出した GHG 排出

量 

養殖場サイト

レベル 

ASC データポー

タル  

Yes 

飼料利用効率(判定

基準 2.13 

すべて ASC へ：プロダ

クションサイクル

で 1 回 

飼料種類ごとの総飼料使用量

；飼料種類の特性（N、P、

タンパク質、FO、FM、DHA

及び EPA 含有量） eFCR: 

FFDR(FO); FFDR(FM); PRE; 

生産種ごとの

養殖場サイト

レベル 

ASC データポー

タル  

Yes 

*指定された場合、ASC データ提出用ポータルでテンプレートが提供されます 
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付属資料 3: リスク管理フレームワーク 

主な考慮事項 

リスク管理フレームワーク（RMF）は、地域社会や環境への影響、労働者の健康と安全

に関する基準の要求事項について、養殖場が情報を提供し、リスクベースのアプローチ

を促進するための構造的なプロセスを提供することを目的としています。ASC 養殖場基

準のパブリックコンサルテーションと連動して、同時にパブリックコンサルテーション

を実施する予定です。これは、ASC 養殖場基準と飼料基準の RMF をさらに発展させるた

めの情報提供を目的とした初期のコンサルテーションであり、その目的は以下の通りで

す: 

• リスク管理フレームワークの概念的なアプローチと実践的なアプリケーション

に関する意見を収集すること 

• ツールを使用する際に不足している要素や潜在的なリスクを特定すること 

• 様々な対象者、特に生産者や監査人などのエンドユーザーにとってのリスク管

理ツール（RMT）の使い勝手や有用性について意見を得ること 

• ツール開発の初期段階から、バランスのとれたステークホルダーの代表と関与

を強化すること 

• ツールを使用するステークホルダーにとってコンテンツがどのように機能する

か理解すること 

 

策定中 

 

この付属資料では、一般的な管理システムに加えて、どのような場合に管理計画が必要なの

かを説明し、管理計画の見直しや改訂の時期を明確にします。 

 

Level 1 - RMF (リスク管理フレームワーク)  

→ 以下の 5 ステップのフローチャートです。 

→ リスクを管理するための ASC のフレームワークです。 

→  RMF は概念です。 

 

Level 2 - ASC RMF ツール 

→ これは策定中のアプリです  

→ ステークホルダーはRMFアプリへのアクセス権を持ち、その構築を支援しま

す。 

→ UoC は RMF アプリにアクセスし、カスタムの "ノード "を追加することで、

ツールを構築することができます 

 

Level 3 - UoC の RMP (リスク管理プラン)  

→ UoC が RMF を適用し、アプリ内に独自のプロファイルを作成すると、それ

が UoC の RMP となります。 
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→ 監査人は UoC の RMP を見ることができますが、ASC やステークホルダーは

アクセスできません。 
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付属資料 5: 労働に関する要求事項 

 

表 1: 苦情処理メカニズムの要求事項。指標 3.12.3（従業員）及び 3.13.6（先住民、部族民、

地域社会）で言及されている苦情処理メカニズムは、これらの指標に準拠するために以下の

要素を組み込まなければなりません。効果的な苦情処理メカニズムの開発に関するその他の

推奨事項は、ガイダンスに記載されています。     

苦情処理メカニズムの要求事項 

1 苦情の提出プロセス及び苦情処理の仕組みは、関連する人々に周知されなければな

らない。従業員には従業員の苦情処理の仕組みを、先住民及び地域コミュニティに

は彼らの苦情処理の仕組みを知らせなければならない。 

2 苦情処理手続きには、報復防止のための要求事項を含めなければならない。 

3 すべての苦情は、提出から 90 日以内に対応しなければならない。                                         

4 すべての苦情、結果としての対応、及び救済措置は追跡されなければならない。                                                   

5 苦情処理メカニズムごとに、意思決定を行う苦情処理委員会を設置しなければなら

ない。この委員会には、住民の多様性を代表するメンバーが含まれ、女性や移民労

働者などの脆弱なグループに対する特別な配慮が確保される。 

 6 苦情処理委員会は、苦情が公正に処理され、効果的な結果が得られるようにし、必

要に応じて対話を促進しなければならない。 

 7 苦情を提出する個人/団体が希望する場合には、機密プロセスが提供され、苦情処

理委員会は、苦情の調査に必要な情報のみを共有しなければならない。 

 

表 2: 年齢グループ別に許容される労働の種類。この表は、各年齢グループで認められてい

る仕事の種類をまとめたものです。シャドウのセルは禁止されている労働を示しています。

図 1にも同様に反映されています。 

許容される労働の種類 危険な作業 危険を伴わない作業 軽作業 

成人労働者 

18 歳以上 

許容される 許容される 許容される 

若年労働者 

15320-17 歳 

 許容される 許容される 

軽作業に従事する児童 

13321-14 歳 

  許容される 

児童 

 13 歳未満 

   

 

 
320 ILO 条約 138 号では、特定の発展途上国では例外的に 14 歳の雇用を認めている。ASC は ILO 条約 138 号に従

い、これらの国での 14 歳からの雇用を同様に認めている。 
321 ILO 条約 138 号では、特定の発展途上国では例外的に 12 歳の雇用を認めている。ASC は ILO 条約 138 号に従

い、これらの国での 12 歳からの雇用を同様に認めている。 
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図 1 年齢グループ別に許容される労働の種類

通
学

年齢

義務教育年齢
より上の児童

義務教育年齢
より下の児童

13/14 15-17 ≥ 18

系列
軽作業

危険を伴わない作業
危険を伴う作業
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Table 3: 年齢グループ別に許容される労働時間と休息 

年齢グループ 労働時間 

(休憩時間を除

く最長時間) 

時間外労働 

(1 週間あたり

の最大時間) 

休憩時

間 

(1 シフトあ

たりの最小

時間) 

毎日の 

休息 

(24 時間あ

たりの最小

連続時間) 

週の 

休息 

(7 日あたり

の最小連続

時間) 

年次休

暇 

(フルタイム

勤務 1 年ご

との最低日

数) 

夜間労働 

成人労働者 

18 歳以上 

 
 

8時間/日 & 

48 時間/週 

 

12時間/

週 

 

例外的かつ自

発的でなけれ

ばならない 

 
 

 

1時間/ 

8時間 

 
 

 

11 時間 

 
 

 

24時間 

(1 日) 

 
 
 
 
 

 

3週間の 

有給休暇 

割増賃金、労働

時間、休憩時

間、日中の休

息、週の休息、

夜間労働のため

の健康評価に関

する法律及び業

界基準に従う 

 

若年労働者 

15322-17 歳 
8時間/日 & 

40 時間/週 

認められてい

ない 

 

0.5 時間/ 

4.5 時間 

 

12 時間 

 

 

 48時間 

(2 日) 

午後 10 時から午前

6 時までの間に働

いてはならない 

軽作業に従事する児

童 

13323-14 歳 

3時間/日 & 

14 時間/週 

認められてい

ない 

 

0.5時間/ 

3 時間 

 

14 時間 

午後 8 時から午前

6 時までの間に働

いてはならない 

 

 

  

 
322 ILO 条約 138 号では、特定の発展途上国では例外的に 14 歳の雇用を認めている。ASC は ILO 条約 138 号に従い、これらの国での 14 歳からの雇用を同様に認めている。 
323 ILO 条約 138 号では、特定の発展途上国では例外的に 12 歳の雇用を認めている。ASC は ILO 条約 138 号に従い、これらの国での 12 歳からの雇用を同様に認めている。 



 

ASC養殖場基準 - パブリックコンサルテーション V (P1, P2, P3) ドラフト - 2022年 3月                                                  

Page 163 of 176 

付属資料 6: 略語と定義のリスト 

 

略語リスト 

(B)EIA Biodiversity Environmental Impact Assessment 

AB Accreditation Body 

ABM Area Based Management 

ADD Acoustic Deterrent Device 

AHD Acoustic Harassment Device 

ALDFG Abandoned, lost or otherwise discarded fishing gear 

AMBI AZTI Marine Biotic Index (AMBI)  

ASC Aquaculture Stewardship Council 

ASI Assurance Services International 

AZE Allowable Zone of Effect  

BHQ Benthic Habitat Quality 

BMP Biosolids Management Plan 

BPOFA Benthic Polychaeta/Amphipod Ratio 

BQI Benthic Quality Index  

CAB Conformity Assessment Body 

CAR Certification and Accreditation Requirements 

CITES Convention on International Trade in Endangered Species 

CO2-eq CO2 equivalent 

CoC Chain of Custody 

CRISPR Clustered Regularly Interspaced Short Palindromic Repeats 

CT 追加予定 

EEMP Energy Efficiency Management Plan 

EMP Escape Management Plan 

EQS Ecological Quality Status 

ES Enrichment Stage 

ESRAF Environmental and Social Risk Assessment Framework  

FAO UN Food and Agriculture OrganizationOrganisation 

FFDRm/o Forage Fish Dependency Ratio for fishmeal or fish oil 

FFER Fish Feed Efficiency Ratio 

FHMP Fish Health Management Plan 

GHG Greenhouse Gas 

HCVA High Conservation Value Area 

IPMP 追加予定 

IQI Infaunal Quality Index  

ISEAL 
International Social and Environmental Accreditation and Labelling 

(Alliance) 

ISI Indicator Species Index 

ITI Infaunal Trophic Index  

IUCN International Union for Conservation of Nature 

LLA Logo Licence Agreement 

M-AMBI Multivariate AMBI 

MPL Metric Performance Level 
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MSC Marine Stewardship Council 

NGO Non-Governmental Organisation 

NOAA U.S. National Oceanic and Atmospheric Administration 

NQI Norwegian Quality Index 

NSI Norwegian Sensitivity Index 

OIE The World Organisation for Animal Health 

P(SIA)  Participatory Social Impact Assessment 

PA Protected Area 

PPP 追加予定 

PPT 追加予定 

RT 追加予定 

SDG UN Sustainable Development Goal 

SLO Social licence to operate  

SUP Single use plastics 

ToC Theory of Change 

TWG Technical Working Group 

UN United Nations 

UoC Unit of Certification 

WCEP Water Conservation Efficiency Plan 

WHO World Health Organisation 

WMP Wildlife Management Plan 

WNMT 追加予定 

 

 

定義リスト 

 

用語: 定義: 参照: 

100 年洪水 

100 年洪水は、統計的に 100 年に一度、到達または

超過する水域の平均水位を表す。毎年 1%の確率で発

生することから、1%洪水とも呼ばれる。 

ASC 

取得された水 
水域から除去され、養殖場に導入される水。地表水

と地下水の両方を含む。 
ASC 

事故による死亡 
絡みつき等の意図しない死亡事故（養殖水産物を除

く）。 
ASC 

音響装置 

動物をある場所から遠ざける目的で音を発するすべ

ての装置で、音響的抑止装置（ADD）または音響的

ハラスメント装置（AHD）とも呼ばれ、水面下また

は水面上に設置することができる。 

 

水産養殖 

水産養殖とは、魚類、軟体動物、甲殻類、水生植物

などの水生生物を養殖することである。養殖とは、

定期的な飼育、給餌、捕食者からの保護など、生産

性を高めるために飼育プロセスに何らかの形で介入

FAO 
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することを意味する。また、養殖されている生物の

所有権を個人または企業が持つことも意味する 

水産飼料 

産業 

共通の属性 (すなわち水産養殖製品) を持つ産業 (例：

飼料産業、養殖産業、加工産業など) 及び市場のグル

ープを表す。 

ASC 

水生生物の健康

専門家 

獣医師をこの原則に沿って必要な唯一の専門家とし

て維持することは、より便利で効果的であるかもし

れません。 

 

生物起源の排出

物 

化石燃料の燃焼ではなく、生物起源のプロセスから

生じる排出物。これらの排出は、特にフードシステ

ムに関連しており、例えば、土壌からの二酸化炭素

（CO2）や一酸化二窒素（N2O）の排出、反芻動物の

腸内発酵からのメタン（CH4）の排出などがある。 

(ASC 定義) 

 

バイオソリッド 
養殖活動によって生成または蓄積された有機廃棄物

と堆積物の混合物。 
ASC 

緩衝地帯 

野生動物の繁殖地や冬眠地、小川や湿地帯など、影

響を受けやすい地域や重要な地域の周辺に設けられ

た保護区で、自然や文化的価値そのものを具現化し

ているかどうかに関わらず、人間の活動や土地の攪

乱による影響を軽減するためのもの。生態系緩衝地

帯は、隣接する土地利用の影響を最小限に抑えるた

めに必要なものである。自然環境を保護し、近隣の

生態系のニッチを安定させ、機能させることに役立

つ。 

以下から適

用: 

the Nature 

Conservancy 

及び Martin, 

O., and G. 

Piatti (eds.) 

World 

Heritage and 

Buffer Zones, 

International 

Expert 

Meeting on 

World 

Heritage and 

Buffer Zones 

Davos, 

Switzerland 

11 – 14 March 

2008 

緩衝地帯と回廊 

生態学的緩衝地帯は、敏感で重要な生息地を、養殖

活動などの外部からの負の圧力から保護するために

使用される指定区域である。緩衝地帯の幅は、望ま

しい生態学的機能、景観の状況、外部からの圧力に

基づいて決定する必要がある。野生生物の回廊は、

重要な生息地をつなぐために使用される。緩衝地帯

と野生生物の回廊は、保全戦略として連動してい

る。 

以下から適

用: 

USDA 

National 

Agroforestry 

Center 

https://www.nature.org/media/centralapps/recommended-shale-practices-ecological-buffers.pdf
https://www.nature.org/media/centralapps/recommended-shale-practices-ecological-buffers.pdf
https://whc.unesco.org/document/101966/
https://whc.unesco.org/document/101966/
https://whc.unesco.org/document/101966/
https://whc.unesco.org/document/101966/
https://whc.unesco.org/document/101966/
https://whc.unesco.org/document/101966/
https://whc.unesco.org/document/101966/
https://whc.unesco.org/document/101966/
https://whc.unesco.org/document/101966/
https://whc.unesco.org/document/101966/
https://whc.unesco.org/document/101966/
https://whc.unesco.org/document/101966/
https://whc.unesco.org/document/101966/
https://whc.unesco.org/document/101966/
https://whc.unesco.org/document/101966/
https://whc.unesco.org/document/101966/
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有害廃棄物 

化学廃棄物及び有害廃棄物:  

- 有害な化学物質から作られた廃棄物、または人の

健康や環境（空気、土壌、水）に対して潜在的に

危険または有害な特性を持つ廃棄物 

有害廃棄物:バーゼル条約の付属資料 III に含まれる特

性のいずれかを有する廃棄物、または国の法律で有

害とされている廃棄物。 

飼料基準の定義を使用 

 

慢性的漏出 

体系的な理由で少量の魚が繰り返し逃げ、それが累

積して、生産サイクル中の特定の魚のバッチのスト

ックの 4％以上が逃げること。通常は、不適切な網目

の大きさ、封じ込め障壁の不足、捕食者防止の不

足、あるいは養殖魚の無制御な産卵を可能にする養

殖システムの使用が原因である。 

 

腐敗  託された権力を私利私欲のために濫用すること。 ASC 

重要生息地 

絶滅危惧種や保護対象種の保全に不可欠な特徴を持

ち、特別な管理や保護を必要とする可能性のある特

定の地理的地域、または種が占有していないがその

保全に不可欠な地域。 

以下から適用: 

The US 

Endangered 

Species Act 

排出係数 
ある活動、投入物、またはプロセスに関連する GHG

排出量で、CO2換算単位で表される。 
 

確立された外来

種 

少なくとも 2 年以上連続して成体と幼魚のライフス

テージが複数回発見されたことから推測されるよう

に、流域内に繁殖可能な個体群がある場合、その外

来種は確立されたとみなされる。確立には複数の導

入が必要な場合があるため、発見記録が 1 つまたは

数個の非繁殖個体にしか基づいていない場合、その

発生が単に一過性の種または失敗した導入を反映し

ている可能性がある種は除外される。 

以下から適用: 

National 

Oceanic and 

Atmospheric 

Administration 

化石燃料 
石炭、石油、天然ガスなどの化石炭化水素鉱床から

の炭素ベースの燃料。.  

IPCC 6th 

Assessment 

Report 

完全閉鎖型再循

環水産養殖シス

テム 

成魚だけでなく、卵、幼魚、稚魚など、生産プロセ

スの各段階からの逃亡を防止する陸上システム。完

全閉鎖型とは、環境への直接的な経路がないことを

意味する。生物の生産は、地域の厳しい気象条件

（熱帯性暴風雨や洪水など）に耐えられるように作

られた建物の中で行われ、すべての排水は放出され

る前に機械的ろ過を含む多段階の処理システムを通

過する必要がある。 

 

地球温暖化係数 
大気中の放射強制力を介した気候変動に対する温室

効果ガスの潜在的な貢献度を示す指標で、二酸化炭
 

https://www.fws.gov/endangered/what-we-do/critical-habitats-faq.html
https://www.fws.gov/endangered/what-we-do/critical-habitats-faq.html
https://www.fws.gov/endangered/what-we-do/critical-habitats-faq.html
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素（CO2)）の温暖化係数を 1 として指数化したも

の。 

温室効果ガス 

放射強制力を介して大気中の温室効果をもたらすガ

スのこと。人為的に発生する温室効果ガスには、二

酸化炭素（CO2）、一酸化二窒素（N2O）、メタン

（CH4）、六フッ化硫黄（SF6）、ハイドロフルオロ

カーボン（HFCs）、パーフルオロカーボン

（PFCs）などがある。 

ASC 

地下水 すべての地中の水。 ASC 

危険を伴う作業 

その性質または実施される状況により、特に特定の

技能、経験、または予防措置が講じられていない場

合に、従業員の健康、安全、またはモラルを害する

可能性のある作業。例えば、体格に見合わない重い

荷物の運搬、重い機械の操作、有害物質への暴露な

どが挙げられる。危険を伴う作業は、最悪の形態の

児童労働の一例である。 

ASC 

保護価値の高い

地域 

（HCVA） 

生物学的、生態学的、社会的、文化的に高い価値を

持つため、顕著な重要性または決定的な重要性を持

つ自然生息地。これらの地域は、特定された価値を

維持または高めるために、適切に管理される必要が

ある。HCVA は、国立公園、野生生物保護区、その

他の保護地域（PA）に見られるような、生物多様性

に富んだ景観に適用される一連の規則や規制によっ

て保護されておらず、近い将来に劣化する危険性が

高いとされている。 

以下から適用: 

UN 

Environment 

Programme 

and HCV 

Resource 

Network 

高潮による洪水 公共の不便を招く洪水のこと。 NOAA 

人間と野生生物

の対立 

人間の社会的、経済的、文化的な生活、野生生物の

個体群の保護、または環境に悪影響を及ぼす人間と

野生生物の相互作用のこと。人間と野生生物の対立

は、野生生物のニーズや行動が人間の目標に悪影響

を与える場合、または人間の目標が野生生物のニー

ズに悪影響を与える場合に生じる。 

IUCN 

焼却 

廃棄物を高温で制御して燃やすこと。 

GRI306 の廃棄物。 

野焼きと区別するために、もう少し具体性が必要と

考えられる。 

 

意図的な死亡 
養殖場に関連した殺傷行為により意図的に死亡した

動物を含む。 
ASC 

土地利用の転換 

作物生産のための森林伐採など、ある地域の土地を

ある用途から別の用途に転換すること。このような

土地利用の変化は、炭素貯留率の変化、炭素吸収力

ASC 

https://www.biodiversitya-z.org/content/high-conservation-value-areas-hcva
https://www.biodiversitya-z.org/content/high-conservation-value-areas-hcva
https://www.biodiversitya-z.org/content/high-conservation-value-areas-hcva
https://hcvnetwork.org/
https://hcvnetwork.org/
https://hcvnetwork.org/
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の変化、土壌からの直接排出を通じて、排出量にプ

ラスまたはマイナスの影響を与える。 

埋め立て 

人工的に作られた処分場で、固体廃棄物を地表、地

下、または地上に最終的に堆積させること。 

投棄を防ぐためには、より具体的な対策が必要？ 

ASC 

漏出エスケープ 

少量の魚が何度も逃げ出すこと。通常、網の目の大

きさが適切でないか、または封じ込め障壁の欠点が

原因である。 

ASC 

生活賃金 

「特定の場所で労働者が標準的な週の労働に対して

受け取る報酬で、労働者とその家族の適正な生活水

準を確保するのに十分なもの。適正な生活水準の要

素には、食料、水、住居、教育、医療、交通、衣

類、その他の必要不可欠なものが含まれ、不測の事

態への備えも含まれる」 (GLWC: 

https://www.globallivingwage.org/about/what-is-a-

living-wage/) 

GLWC 

マングローブ 

マングローブは、熱帯及び亜熱帯の沿岸潮間帯に生

息する樹木や低木のグループで、地球上で最も生産

性が高く、生物学的に多様な生態系のひとつ。マン

グローブ林は、海岸線を安定させ、高潮、海流、

波、潮汐による浸食を軽減し、多種多様な生態系の

財・サービスを提供する。マングローブの複雑な根

系は、食物や捕食者からの避難場所を求める魚や他

の生物にとって魅力的な森となっている。 

以下から適用: 

IUCN 

Mangrove and 

Coastal 

Ecosystems 

and NOAA 

National 

Ocean 

Service 

大規模なエスケ

ープ事故 

特定のバッチの魚のストックの> 4％が逃げ出すよう

な固有の事象。 
ASC 

モイストペレッ

ト  

水分含有率 30～50％のモイストペレットで、通常は

全魚のミンチ、魚粉、魚油からできている。 
FAO324 

外来種 過去または現在の自然の分布外に持ち込まれた種。 IUCN 

特に重要または

不可欠な生物学

的または生態学

的機能 

沈降や有機濃縮に特に適応していない生物学的構造

を含む地域（例：チューブワームの塚、蘚苔類の

塚、二枚貝のベッドや礁、他の表層生物の構造を形

成するスポンジガーデン）。 

二枚貝 2.1.5,

脚注 9 に由来 

可能性 

予想される結果を伝える表現。 

 

注:  可能性は、付属資料 1 で指定された動詞形式を用

いて表現される。 

ASC 

適切な廃棄方法 策定予定 ASC 

保護区域 生態系サービスや文化的価値を伴う自然の長期的な

保全を達成するために、法的またはその他の効果的

Dudley, N. 

(Editor). 2008. 

 
324 https://www.fao.org/fishery/docs/CDrom/FAO_Training/FAO_Training/General/x6709e/x6709e10.htm 

https://www.globallivingwage.org/about/what-is-a-living-wage/
https://www.globallivingwage.org/about/what-is-a-living-wage/
https://www.iucn.org/theme/marine-and-polar/our-work/climate-change-and-ocean/mangroves-and-coastal-ecosystems
https://www.iucn.org/theme/marine-and-polar/our-work/climate-change-and-ocean/mangroves-and-coastal-ecosystems
https://www.iucn.org/theme/marine-and-polar/our-work/climate-change-and-ocean/mangroves-and-coastal-ecosystems
https://www.iucn.org/theme/marine-and-polar/our-work/climate-change-and-ocean/mangroves-and-coastal-ecosystems
https://oceanservice.noaa.gov/facts/mangroves.html
https://oceanservice.noaa.gov/facts/mangroves.html
https://oceanservice.noaa.gov/facts/mangroves.html
https://oceanservice.noaa.gov/facts/mangroves.html
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な手段によって認識され、捧げられ、管理された、

明確に定義された地理的空間。 

Guidelines for 

Applying 

Protected 

Area 

Management 

Categories, 

Gland, 

Switzerland: 

IUCN. 

受入水域 

小川、河川、池、湖、河口など、流出水や廃棄物の

排出を受けるすべての明確な水域（以下 から適用：

World Health Organisation）。養殖場で建設された水

路、貯水池、処理施設（沈殿池、酸化ラグーン、堆

肥ピットなど）は含まれない。 

 

養殖場からの水を受ける最初の自然の水域で、養殖

場に属していないもの。 

 

リサイクル 

廃棄物となった製品または製品の部品を再加工し

て、新しい材料を作ること。 

 

GRI 

地域 
定義された成分の供給源となる可能性のあるすべて

の養殖場が存在する地理的領域。 
ASC 

再生可能エネル

ギー 

風力、太陽光、水力など、資源を枯渇させない資源

から得られるエネルギー。 
ASC 

要求事項 

満たされるべき判定基準を伝える表現。 

注：要求事項は、「ASC 基準の構造」と題されたセ

クションで規定されている使用言語セクションを用

いて表現される。 

ASC 

再利用 

廃棄物となった製品または製品の部品を、その製品

が考案されたのと同じ目的のために使用する準備を

するため、点検、洗浄、または修理すること。 

 

以下から適用: 

GRI, 306 

waste 

水辺の緩衝地帯 水域にすぐ隣接する土地; 河川に隣接する湿地帯。 ASC 

リスクアセスメ

ント 

リスクアセスメントとは、以下のような総合的なプ

ロセスまたは方法である: 

  

I. 危害を及ぼす可能性のあるハザードとリスク

要因を特定する（ハザードの特定）。 

II. そのハザードに関連するリスクを分析・評価

する（リスク分析、リスク評価）。 

III. ハザードを排除するための適切な方法を決定

するか、ハザードが排除できない場合にはリ

ASC 
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スクをコントロールする（リスクコントロー

ル）。 

塩分 水に溶けている塩分の量。 ASC 

Scope 1 排出量 

エネルギーを生成するために敷地内で化石燃料を燃

やすなど、企業が所有または管理している発生源か

らの直接的な GHG 排出。 

以下から適用: 

GHG Protocol 

Scope 2 排出量 
企業が消費する外部エネルギーの生成に伴う間接的

な GHG 排出量 

以下から適用: 

GHG Protocol 

Scope 3 排出量 

企業が消費する投入物に関連する、オフサイトエネ

ルギーの生成を除く間接的な GHG 排出量（例：材

料、化学物質の生産、投入物の輸送など）。 

以下から適用: 

GHG Protocol 

影響を受けやす

い生息地 

人間活動から生じる圧力によって、その範囲や生物

的・非生物的構成要素の状態（構造と機能）などの

保全状況が悪影響を受ける生息地。 

Regulation of 

the European 

Parliament 

and of the 

Council 

基準 

一般的に繰り返し使用される、製品または関連する

プロセスや生産方法に関する規則、ガイドライン、

特性を規定した文書で、遵守が義務づけられていな

いもの。 

ISEAL – 

Standard 

Setting Code 

v6 

緩衝地帯と回廊

の成功 策定中  

修復の成功 策定中  

地表水 地表や小川、河川、湖沼、湿地、海洋に集まる水。 ASC 

垂下式養殖シス

テム 
定義/明確化が必要  

持続的バイオマ

ス 

 

定義/明確化が必要  

第三者認証制度 

対象物を提供する個人または組織、およびその対象

物のユーザーの利害関係から独立した個人または団

体が行う適合性評価活動。 

ISO 17000 

絶滅危惧種及び

保護種 

IUCN のレッドリストに Critically Endangered、

Endangered、Vulnerable（総称して "threatened"）

と記載されている種、または CITES の付属資料 I に

Threatened With Extinction と記載されている種、

IUCN または CITES と同等のカテゴリーを持つ同様

の地域、地方、国、または国際的な組織によって記

載されている種、またはそのような指定の下で法的

に保護されている種のこと。 

IUCN 及び

CITES,  

以下に沿って

いる:Certs & 

Ratings 

Collaboration 

https://www.legislation.gov.uk/eur/2019/1241/article/6/data.xht?view=snippet&wrap=true
https://www.legislation.gov.uk/eur/2019/1241/article/6/data.xht?view=snippet&wrap=true
https://www.legislation.gov.uk/eur/2019/1241/article/6/data.xht?view=snippet&wrap=true
https://www.legislation.gov.uk/eur/2019/1241/article/6/data.xht?view=snippet&wrap=true
https://www.legislation.gov.uk/eur/2019/1241/article/6/data.xht?view=snippet&wrap=true
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遺伝子導入種 
無関係な生物の DNA を挿入することで遺伝子を変化

させた種のこと。 
ASC 

未調理・未加工

の魚 

未調理・未加工とは、食品安全上の問題（病原菌な

ど）を防ぐために調理・加工されておらず、また効

率を高めて水柱に吸収される栄養素を減らすために

配合飼料に加工されていない、生の全魚または全魚

の一部を使用すること。 

ASC 

害獣 

害獣とは、病気を蔓延させたり、生産種を害した

り、捕食したりする害虫や迷惑な動物のことであ

る。この用語は人間の活動に関連して定義されてい

るため、地域や時期によって種が異なる場合があ

る。 

 

ASC 基準の文脈では、絶滅危惧種及び保護種は害獣

として分類できない。. 

 

種は当局によって害獣としてリストアップされてい

る可能性があるので、利用可能な場合は、野生生物

法などのリストを参照すること。 

農業での使用

から適用 

生命維持に必要

な水の流れ 

生態系とその恩恵を維持するために、河川、湿地

帯、沿岸域に供給される水。ただし、競合する水利

用があり、流量が規制されている場合に限る。 

IUCN 

脆弱な海洋生態

系(VME) 

人間活動の影響を受けやすい種、群集、または生息

地のグループ。脆弱性とは、ある個体群、群集、生

息地が短期的または慢性的な撹乱によって実質的な

変化を経験する可能性、及び回復する可能性とその

時間枠を意味する。VME は一般的に、独自性や希少

性、機能的重要性、脆弱性、回復を困難にする生命

史的特性、または複雑な物理的特性を有している。 

FAO 

廃棄物 

廃棄物とは、UoCが廃棄するすべてのものを指す: 

- これには、生産工程から生じた、生産者が使用

しない固体または半固体、非水溶性の物質(容器内

の気体及び液体を含む)が含まれる。 

- これには、包装材、壊れた機器/機械、または

使用されなくなった機器/機械、残ったまたは期限

切れの化学物質などが含まれる。これらの基準で別

途記載されている廃水は含まれない。 

飼料基準の定義を使用 

ASC 

水ストレス 

水ストレスは、一定期間に水の需要が利用可能な量

を超えた場合や、品質の悪さによって水の利用が制

限された場合に発生する。 

EEA 

http://www.fao.org/3/a-i7774e.pdf
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ウェットフィー

ド 

食品、飲料、発酵産業からの液体の湿った副産物。

例：血液、反芻胃の内容物、糖蜜、醸造所の廃棄物

など 

FAO325 

 

湿地 

水で満たされている土地の領域。これには、沼沢

地、沼地、泥炭、水の領域が含まれ、自然か人工

か、恒久的か一時的か、水が静止しているか流れて

いるか、淡水か汽水か塩水かを問わず、また、干潮

時の水深が 6 メートルを超えない海洋水の領域も含

まれる。湿地の生息地は、水の供給、洪水や浸食か

らの保護、豊かな生物多様性の維持、そして他のど

の生態系よりも多くの炭素を貯蔵することで、重要

な生態系サービスを提供している。 

 

したがって、湿地には以下のようなものがある:  

– 沿岸のラグーン、岩礁海岸などの沿岸湿地帯 

– デルタ、潮間帯、マングローブ 

– 湖畔の湿地帯 

– 川や小川に沿った湿地 

– 湿地、沼地、湿原、泥炭地 

以下から修正

適用: 

RAMSAR, 

IUCN 及び 

NOAA 

広く商業生産さ

れている 策定予定  

 

 

  

 
325 https://www.fao.org/fishery/docs/CDrom/FAO_Training/FAO_Training/General/x6709e/x6709e10.htm 
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付属資料 7: 土壌の浸透性 

土壌の浸透性とは、土壌内での水の移動のしやすさを示す指標です。砂利や砂などの浸透性

の高い土壌は、漏出率が高く、周辺の土壌や淡水源の塩分につながる可能性があります。一

方、粘土やシルトなどの浸透性の低い土壌は、漏出率が低くなります。そのため、浸透性の

低い土壌を使用することは、塩害対策として有効な手段となります。 

土壌の浸透性は、浸透係数(K)によって測定されます。K は、水が土壌を通過する際の速度

です。K は、土壌の組成から推定することもできるほか、フィールドテストや調査によって

求めることもできます。 

土壌の浸透性測定方法 

参照: 

http://www.fao.org/fishery/docs/CDrom/FAO_Training/FAO_Training/General/x6706e/x6706

e09.htm 

 

水産養殖において、土壌の浸透性を測定するには、一般的に 2 つの方法が用いられます: 

• 浸透係数 

• 漏出率 

池の設置や堤防の建設の際には、特定の土層の適合性を確認するために、一般的に浸透係数

が用いられます: 

• 不浸透性の粘土コアを持たない堤防は、K = 1 x 10-4 m/s 未満の浸透係数を持つ土壌

から作られます 
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• 池の底は、K = 5 x 10-6 m/s 以下の浸透係数を持つ土壌で作られます 

商業的な池の養殖では、平均的な漏出率は 1～2cm/d が許容範囲とされていますが、それ以

上の値が存在する場合、特に 10cm/d 以上になった場合には、土壌の浸透性を低減するため

の是正措置を講じる必要があります。 
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付属資料 9: 銅のサンプリング方法  

 

銅ベースの網または銅処理された網を使用している養殖場では、銅のサンプリングは、判定

基準 2.6（海面生け簀システム）で言及されている底生生物モニタリングプログラムに従っ

て、30m のサンプリング位置で二重に行われなければなりません。使用する参照用サイト

も同一とし、さらに 2 つの参照用サイトが必要です。サンプリングのタイミングも、判定基

準 2.6（海面生簀システム）で言及されている底生生物モニタリングプログラムと同じでな

ければなりません。 

 


